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ＩＣＴ利活用・環境整備委員会 
ＩＣＴ利活用・環境整備促進ワーキンググループ 

資料２ 



ＩＣＴ利活用事例の紹介 
 ＩＣＴ利活用事例集 Ver7.0 では、昨年作成しました Ver6.0 から“人材育成の取

組み”の１分野を加え１１の分野に分類し直し取りまとめています。また内容面で

は事業継続のためのしくみや維持費に関しても記載を追加いたしました。 

１．雇用支援の充実、産業振興  ５事例 

  ブロードバンドを活用した地域の産業振興やテレワーク業務支援等に関す

る事例について紹介します。 

２．地域情報の発信の強化   １３事例 

  多様な地域資源をアピールするため、ブロードバンドを活用した地域の情

報発信に関する事例について紹介します。 

３．医療・福祉の充実     １２事例 

  テレビ電話による医療・健康相談や遠隔医療、電子カルテシステム、糖尿

病改善等の運動療法等にブロードバンドを活用した事例について紹介します。 

４．教育・学習機会の充実   ７事例 

  インターネットを通じての授業、学校間の映像・音声の相互交換による交

流の実現等、教育・学習機会の充実につながる事例を紹介します。 

５．農林水産業のＩＣＴ     ３事例 

  安全・安心を与える農産物や畜産物の生産履歴、直売情報を提供する地産

地消の取組みなど生産者と消費者を結びつける取組みを紹介します。 

６．生活・行政サービスの向上 １１事例 

  地方公共団体への電子申請、行政情報の提供、地域の行事の情報提供等、

行政サービスによる住民生活の充実につながる事例を紹介します。 

７．新規事業・新ビジネスの創出 ６事例 

  産業振興・情報発信・子育て支援など多面的な取組みや埋もれていたロー

カル情報の活用など、ＩＣＴを活用した新しい動きを紹介します。 

８．防災・災害時のＩＣＴ ９事例 

  災害時の情報収集と伝達にかかわる様々なＩＣＴ活用事例を紹介します。 

９．グリーンＩＣＴ ３事例 

  ＩＣＴを活用した環境保護や植生の実態調査、企業への改善提案活動など

の取組みを紹介します。 

１０．自治会活動等へのＩＣＴの利活用 ２事例 

  町内会活動や市民活動を支援するＩＣＴ利活用事例を紹介します。 

１１．人材育成の取組み ２事例 

  地域の情報発信や情報化の推進に必要な人材を育成する取組みを紹介しま

す。 
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つなぐタンゴ Ｔ-ＷＡＶＥ 

（京都府京丹後市） 

http://www.tango-wave.jp/ 

 

〔概要〕 

 京丹後市地域情報交流サイト「Ｔ-ＷＡＶＥ」は、ＳＮＳによる人の結びつき

を通じて、市民・事業者間でのビジネスマッチングや交流人口増加によるビジ

ネスチャンスの拡大、これらによる京丹後市へのＩＪＵターン促進を目的とし

ており、「観光相談」「移住相談」「起業相談」「商品企画」の４つの公認コミュ

ニティがある。【平成 19 年度 地域 ICT 利活用モデル構築事業】 

 

〔コラム〕 

 少子高齢化や地域経済の活性化等、地域が抱える課題について、ＩＣＴの利

活用を通じてそれらの課題を解決するモデル的取り組みで、システムの開発に

加え、活発なサイトの利活用に向けた運営のあり方についても協議を重ねてき

ました。「Ｔ-ＷＡＶＥ」とは、インターネットを使って、京丹後市内外の人と

人をつなぐ情報交流サイトです。丹後（Ｔango）に新たな波（ＷＡＶＥ）を起

こし、そこから情報がうねりとなって広がり、人と人をつなげていくことを目

指したサイトの愛称です。また、「Ｔ」は、山陰への起点と若狭・北陸への起点、

日本海から京阪神への起点に見立て、その接点に位置する京丹後市から全国に

情報を発信していくことをイメージしています。本サイトには、ブログ、コミ

ュニティなどの情報発信や交流のための機能があり、無料でご利用いただけま

す。また、京丹後市内在住の方だけでなく、市出身者や都市部在住の方、事業

者の方なども会員になっていただけます。サイトの特徴として、会員ごとに自

分のページ（マイページ）の公開区分を変えることができ、広くインターネッ

ト上に公開したり、会員のみ、友人のみに公開など細かい設定が可能となって

います。インターネット上に公開した場合には検索エンジンの上位に表示され

るなどのメリットがあるため、マイページが大勢の方の目に留まるほか、自分

や自社のホームページへの誘引にも活用が可能です。今後は、京丹後市出身者

や都市部在住の方々に会員になっていただき、本市の魅力を全国に広く発信す

ることにより、一人でも多くの方に京丹後市を訪れていただきたいと考えてい

ます。 

 Ｔ-ＷＡＶＥは、みんなで育てるサイトです。お友達や職場のみなさんと一緒

にどしどしご加入ください。 

 

 

 



 〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  ２．８百万円（2,793 千円：総務省） 

 

 

（京丹後市Ｔ-ＷＡＶＥのホームページより） 

 

 

（問い合わせ先） 

京丹後市地域情報交流サイト運営委員会事務局 
（京丹後市役所 企画政策部 情報政策課内） 

 ℡：0772-69-0130 e-mail：t-wave@city.kyotango.kyoto.jp 



（雇用支援の充実、産業振興－２） 

 

職場復帰支援サービス armo[アルモ] 

http://armo.tv/index.html 

 

［概要］ 

出産・育児、心の病気など様々な理由で仕事を休まなくてはならない方

が近年増加傾向にあります。 ただ一度長期休業してしまうと職場復帰し

づらくなり、そのまま退職されてしまう方も少なくありません。 優秀な

人材が休業をきっかけにいなくなってしまうのは企業にとってはもちろん、

日本経済にとっても大きな損失です。 それを防ぐためにはそれぞれの企

業において、仕事と生活を共存させる「ワークライフバランス」を実現さ

せ、職場復帰しやすい環境を作る必要があります。 armo[アルモ] は、そ

のお手伝いをさせていただくサービス（システム）です 

 

［コラム］ 

中小企業の従業員における仕事と生活の調和と勤務先の収益との関係は

「仕事と生活の調和が取れている」企業ほど「収益状況は良い」傾向にあ

るといわれています。 

 

職場復帰しやすい環境づくりは、「優秀な人材の確保と定着」、「従業員満

足度・意欲向上」、「生産性向上」につながります。 armo[アルモ] は、出産



や育児、心の病気など、だれもが直面するライフイベントを、「退職の危機」

ではなく、「経験値」として復帰できる、強い組織づくりをお手伝いします。 社

会のニーズが多様化し、少子化が進む現代において、社員ひとりひとりが、い

かに効率よく能力を発揮できるか、ということが重視されています。そのため

には、仕事と私生活を調和させ、その相乗効果によって、これまで以上の結果

を出そうとする「ワークライフバランス」という考え方が浸透しています。こ

れは、もはや福利厚生の一部ではなく、発展する企業の組織戦略です。 

【育児 armo の例】 

育児 armo は、出産から職場復帰後までをサポートする育児休業者様復帰支援サ

ービスです。「学習」「コミュニケーション」「情報提供」「各種サポート」

という豊富な機能により、休業者様を支援します。 

 

 

サービス概念図 

 

 

お問い合わせ先 

株式会社プロシーズ   ：http://www.pro-seeds.co.jp/ 

armo[アルモ]について ：http://armo.tv/index.html 

お電話              ：（東京）03-6400-0507（大阪）06-6190-6276 

お問い合わせフォーム ：

https://www.pro-seeds.co.jp/contact/question.aspx?site_cd=6 



 

（雇用支援の充実、産業振興－３） 

 

南房総いいとこどり 観光コンシェルジュ 

（千葉県南房総市、枇杷倶楽部） 

http://www.mboso-etoko.jp/ 

 

〔概要〕 

市町村の枠を超えた広域的な情報発信で地域活性化を目指すポータルサイト

「南房総いいとこどり」は、いつでもどこでもだれでも地域情報を取得できる

よう多様な情報機器（パソコン・携帯・スマートフォン・デジタルサイネージ）

に対応して、専用サイトを閲覧できるように整備している。主なコンテンツと

して南房総エリア全域をカバーする「南房総いいとこマップ」は、観光施設や

商店等の位置の表示と個々のホームページをリンクさせ、ルート検索機能等を

有している。「旅プラン」は、地元の人達がコンシェルジェとなって、南房総の

とっておきの旅のプランを紹介している。更に観光客とのコミュニケーション

を図るため、観光相談にコンシェルジェが答えるコーナーもあり、自分の探し

ているプランが見つからなかった場合、「 新しい相談をする」でコンシェルジ

ェに相談できる。また、ライブカメラで花や海などの地域の「今」を配信した

り、「南房総フォトバンク」と称して、地域の魅力的な写真を自由に投稿・取得

できる仕組みも設けて、旬な地域情報をリアルタイムにお届けしようと道の駅

や観光施設の皆さんが日々情報を更新している。 

 

〔コラム〕 

 ホームページ「南房総いいとこどり」は、南房総の広域的なポータルサイト

として、地域の自然や歴史、文化、特産品など鮮度の高い情報を発信し、観光

ルートや交通機関、宿泊施設の紹介等を行っています。市町村の枠を超えて地

域資源を面的につなげ、同時に地域の参加や連携を高めることで、ホームペー

ジの充実とアクセス件数の増加を図ってきました。ホームページを作る際に特

に留意した点は、情報の収集・蓄積のしやすさであり、お客様、情報提供者の

双方が参加しやすい仕組みを目指しました。また、フェイス to フェイスという

テーマを掲げ、各道の駅の窓口やホテルのフロント等で使えるような、おもて

なしの手助けができるものを目指しました。究極の目的は、南房総地域へたく

さんのお客さまにおいでいただき、地域のファンになっていただくことです。

地域に対しては、集客力の向上で、観光を含めた地域の産業が元気になり、そ

の成果として雇用が生まれ、訪れた人に良い地域だと思っていただければ、定

住を希望する方が増えるかもしれません。今後も、南房総ファンをどう獲得し

ていくか、集客力をどう高め、より長く滞在したいと思える地域にしていくか

が大きなテーマです。そのためにＩＣＴがひとつの手法であると考えています。

ポータルサイトに必要な要件は、よく言われるページの鮮度に加え、常に「完



 

成形ではない」と思っていることだと思います。カバーしているエリアを発信

者側が考えるのではなく、見る側のニーズに合わせることが必要だと考えてい

ます。こうした取り組みの成果はアクセス数に現れており、平成 13 年より情報

配信を開始し、平成 23 年には約 262 万件、月間平均 21 万アクセスを超えるま

でに成長し、現在も右肩上がりで成長を続けています。 

しかし、サイトの運営には経費もかかりますので、情報発信は地域の皆さん

のボランティアで支え、通信経費は行政が担ってきました。そして、サイトの

リニューアルや新たな仕組みの取り込みは、普段から考え、関係者やお客様か

ら寄せられる声を受け止め、様々なチャンス（資金的支援）を得て実施してき

ました。これからは、サイトのビジネスモデルを構築することが求められてき

ますが、地域の皆様やお客様の声を大切に考え、誠実に検討を進めていきます。 

 

 

（「南房総いいとこどり」のホームページより） 

 

 

 

（問い合わせ先）南房総市役所 商工観光部 観光プロモーション課 

        ℡：0470-33-1091 e-mail：kanko@city.minamiboso.chiba.jp 

枇杷倶楽部 ℡：0470-33-4611 e-mail：biwakurabu@mboso-etoko.jp 



 

（雇用支援の充実、産業振興－４） 

 

インダスマーケット 

（協同組合三条工業会） 

 https://www.indusclub.net/ 

〔概要〕 

 協同組合三条工業会は、新潟県のものづくりの集積地、新潟県央地区の組合員企業 500

有余社を擁し、インターネットを介して、6 つのサイトで取引を行っている。中でも、「越

後ものづくりネットワーク三条工業会」サイトでは、発注先や委託工場を見つけたいという

要望に対し、組合企業全体で一つの集合体工場を形成し、高度な技術を発注企業へ提供でき

る。 

 

〔コラム〕 

 三条市は、金属加工産業の一大集積地であり、約 350 年前の和釘の製造に始まり、長い歴

史の中でものづくりの技術を蓄積してきました。その技術は現在においても広範囲な分野に

波及し、三条ブランドの信頼と評価に結びついています。このものづくりを通じて、地域産

業の発展を促進し、ひいては工業先進国日本の発展に貢献したいと考えているのが、協同組

合三条工業会です。 三条工業会がＩＣＴに取り組んだのは、会員検索データベースを組み

込んだホームページ作成を契機とし、その後、週報のメール配信を通じて、組合員間での情

報共有化への第一の布石となりました。まずは三条工業会の企業間をネットで接続すること

を考え、全組合員にインターネット接続とパソコン設置を強く推奨しました。その結果、メ

ーリングリストの登録企業は、当初の 100 社から現在 418 社まで増加しました。また、外部

への広報手段として、平成 14 年 3 月に組合情報誌「インダスプレス」を発刊し、三条工業

会の広報委員会を中心とし、読者の興味を引くため毎週更新作業を行い、年間 50 回の更新

作業により、約 20,000 人を超える顧客ネットワークを獲得することができました。 

 サイトの概略ですが、オープンサイトとクローズサイトに別れており、オープンサイトは、

引合情報の投稿窓口と組合員の検索データベースになっています。企業名のみならず、設備

名・技術名・取り扱い製品名等での検索が可能です。またサイト内で三条工業会全体の技術

情報と生産能力を部門別に紹介しており、三条工業会という、いわばひとつの工場で何がで

きるのかということを掲載しています。またクローズサイトは、メーリングリストと連動す

る掲示板を運営しており、大容量の図面データ等を組合員間でやりとりできます。 このサ

イトの要ともいえる引き合い情報投稿窓口については、見積依頼、発注等の引合用投稿窓口

と投稿情報の共有化システムを英文と和文で運用しています。投稿される内容は、連絡先、

引合の概略と詳細、図面等のファイルであり、顧客からの引合が投稿されると、三条工業会

事務局に配信され、専任パッケージャーが詳細情報を顧客と確認し、引合情報配信システム

を用いて、組合員全員に迅速に配信します。 関心のある組合員企業は、詳細データの閲覧

が可能となっており、その後、組合員企業が投稿者との直接交渉を行います。このような仕

組みにより、要望に応えられる組合員により、複数の見積が顧客に届けられます。受注成立

の場合、組合員企業は受注金額の 3％を工業会へ納付し、その後は直接取引をすることを可

能としています。 平成 16 年の運用開始から平成 23 年 12 月までに 2348 件の有効な引合い

があり、そのうち 294 件が成約いたしました。成約率 12.5％とインターネットを利用した



 

取り組みではかなりの高率を誇ります。また成約した取引の多くが、継続的な受注となり組

合員事業所の活性化に貢献しています。  

また直接三条工業会をアピールする手段として中小企業総合展等の展示会に「越後ものづ

くりネットワーク」出展しています。その結果、「三条工業会」＝「越後ものづくりネット

ワーク」とのイメージが内外に定着し、インターネット上のみならず電話、直接訪問等様々

な手段で引き合いが寄せられています。特に組合員間における引き合い情報交換も非常に多

くなり、組織として大変活性化することができました。今後もこの取り組みにより、三条地

区の技術力をアピールし、地場の受注金額の増加や競争力強化につながる新製品開発を更に

推進し、優れた産品を全国に販売するとともに、世界に通じる三条ブランドを確立して、地

場製造業の再生を目指していきたいと考えています。 

 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  ●インダスクラブ内サイトの個別製作費を記します。 

1.越後ものづくりネットワーク 1500 万円（15000 千円：総務省） 

2.ショップス越後、INDUS CLUB 1024 万円（10000 千円：地域総合整備財団） 

3.三条逸品館 インダスプレス G-Shops 280 万円 

 

〔サイト維持費（インダスクラブ内サイト全て）〕 

1. サーバーホスティング費用 36 万円（年額） 

2. データベース維持管理費及び SSL 等その他諸経費 81 万 5 千円（年額） 

 

（協同組合三条工業会のホームページより） 

 

（問い合わせ先）協同組合三条工業会 事務局 

℡：0256-31-2161 FAX：0256-31-2168  

e-mail：info@sanjo-kogyokai.or.jp  



 

（雇用支援の充実、産業振興－５） 

 

地域情報基盤を開放して観光客や市民の利便性を向上 
～ブロードバンド環境の強化・情報発信による地域経済の活性化を目指して～ 

（岐阜県郡上市） 

 

〔概要〕 

郡上踊りで有名な岐阜県郡上市において、さらなる観光客の増大と市民の利

便性向上を図る観点から、主要観光施設や道の駅、高速道路サービスエリア/パ

ーキングエリアをはじめ市役所各庁舎・図書館等公共施設の全29ヵ所に無線LAN

ブロードバンド環境を整備した。 

 

〔コラム〕 

補助金により整備したケーブルテレビ網の活用により、主要な観光施設に無

線 LAN ブロードバンド環境を整備しました。併せて無線 LAN に接続時に表示さ

れる無線 LAN ポータルサイトを整備し、郡上市の魅力や施設情報などを発信す

ることにより、観光客の増大による地域経済の活性化につなげます。また、公

共施設や図書館へも設置し、市民の利便性の向上へつなげます。 

 

無線 LAN ブロードバンド MAP（サイト：http://www.gujo-tv.ne.jp/~freespot/） 

公衆無線 LAN 設置施設 

郡上市役所八幡庁舎  道の駅 古今伝授の里やまと 

郡上市役所大和庁舎  道の駅 白鳥 

郡上市役所白鳥庁舎  道の駅 白尾ふれあいパーク 

郡上市役所高鷲庁舎  道の駅 大日岳 

郡上市役所美並庁舎  道の駅 美並 

郡上市役所明宝庁舎  道の駅 明宝 

郡上市役所和良庁舎  道の駅 和良 

郡上市はちまん図書館 東海北陸自動車道 ぎふ大和 PA 

郡上市やまと図書館 東海北陸自動車道 ひるがの高原 SA 上り

郡上市しろとり図書館 東海北陸自動車道 瓢ケ岳 PA 

郡上市たかす図書館 郡上八幡 旧庁舎記念館 

郡上市みなみ図書館 郡上八幡サイクリングターミナル 

郡上市めいほう図書室 郡上八幡 城下町プラザ 

郡上市わら図書室 古今伝授の里フィールドミュージアム 

 郡上しろとり物産センター 

 

（問い合わせ先）郡上市 総務部 情報課 ℡：0575-67-1121 



（地域情報発信の強化－１） 

 

しながわすまいるネット 

（東京都品川区） 

 

〔概 要〕 

  品川区内で活動する様々な分野の団体、サークル等の情報を集め、活動の紹介、メ

ンバー募集やイベントの案内などを自ら発信、検索を行う場を提供することで、区民

活動の活性化を図ることを目的に、「しながわすまいるネット（区民活動情報サイト）」

を開設。 

〔コラム〕 

従来、区からのボランティア募集の情報や区が主催するイベント・講座案内について

は「ボランティア・ナビ」というサイトで区が更新・発信をしていたが、しながわすま

いるネットは、管理ＩＤを発行することで、登録団体にも更新の権限を付与し、団体が

自ら情報の発信ができるようにした。町会・自治会、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、

商店街、学校、社会貢献活動を行っている企業など幅広い分野の団体が現在４３２団体

登録し、そのうち２３５の団体がＩＤを取得している。 

このサイトでは各団体は簡易なホームページ（マイページ）を持つことができ、自分

達の活動情報をタイムリーに発信することができる。また、区民はこのサイトから情報

を取得することができる。そして、区内の様々な場所で活動をしている団体の情報を一

箇所に集約し、このサイトを中心に区民・活動団体・行政・その他関連機関がネットワ

ーク化されることをめざしている。 

運営は公募により決定した５団体が運営委員会を結成し、区との協働で実施している。

団体はいずれも高い水準のＩＴ技術をもち、日々の入力情報の確認および承認、週２回

４時間の入力サポート相談・サイトの操作講習会を年に６回実施している。 

月に一度の運営会議を開催しアクセス件数の増加（現在月平均１万件）にむけた検討

や講習会の内容をより充実させるための対策やサイト利用者・閲覧者がわかりやすい内

容にするため積極的な意見が交換されている。 

 

今後の課題としては、登録した後の情報更新が少ない団体へのフォローや、各町会・

自治会での積極的な活用にむけた取り組み、庁舎内での関連各課を通した区民へのＰＲ

方法を検討し、より活発な住民活動への支援をしていくことである。 

 

〔制作費（内公的な補助額）〕 

￥２，５５７，０００ 

 



 

 

 

（問い合わせ先） 

品川区地域振興事業部地域活動課協働・ふれあいサポート係 

直通５７４２―６６０５ 



（地域情報発信の強化－２ ） 

 

官民協働による地域の観光情報化への取り組み 

「青森県の観光クラウド」 

（株式会社富士通システムズ・イースト） 

 

〔概 要〕 

 青森県では二次交通（車）による円滑な周遊を支援するルートガイドサービスを開発。

地域共同利用型の観光クラウドとして、県内 32 団体で利用するとともに、公共の保

有する観光情報を活用した官民協働での観光情報サービス創出に取り組んでいます。 

 

〔コラム〕 

2010 年 12 月、東北新幹線新青森駅が開業。青森県では観光による経済浮揚への期

待が高まっており、官民による様々な観光への取り組みが行われています。 

 旅行者をお迎えするにあたり、特に二次交通を車に依存する本県においては、旅行者の

車での円滑な周遊を支援する態勢や、埋もれた地域資源を浮上させ、青森県の知られてい

ない魅力を発信していくことが求められています。 

 そこで当社では旅行者自身が手軽に車での周遊計画を作成できる「Ｍｙルートガイドサ

ービス」を開発いたしました。（下図、特許技術） 

 これは観光サイトから行きたい観光スポットを自由に選択し、選択された複数の観光ス

ポットを自動で最適移動順序に並び替え、電子地図上に移動ルートを展開します。さらに

車での走行時間や走行距離も自動計算されます。 

 また、移動ルート周辺に点在する埋もれた観光スポットを浮上させ、寄り道スポットの

発見機会へとつなげています。 

 

【車での自由な周遊計画をつくるＭｙルートガイドサービス】 

 



 さらに My ルートガイドサービスでは、（社）青森県観光連盟様との協働により県内の

豊富な観光情報の提供をうけました。これにより広く県内の観光スポットも閲覧でき、そ

れらをつなぐ県内広域周遊ルート計画をワンストップで実現できるようになりました。 

 当サービスは既存の観光サイトに簡単に組み込みができる地域共同利用型サービス（観

光クラウド）として進化させ、現在、県内 32 団体の観光サイトでご利用いただいており

ます。（下図） 

 

 また、前述の公共から提供された観光情報を活用して、周遊ルート案内のできる先進的

なモバイル観光案内サービスを開発。地元レンカー会社を通じて旅行者へ提供しています。

車で巡る周遊計画を支援するとともに、青森の新たな魅力の発見機会につなげています。 

 

このように青森県では公共団体の保有する観光情報をオープンデータとして民間に開

放することで、様々な地域情報サービス創出へとつながっています。 

 

【県内観光サイトで共同利用。県をあげて旅行者の周遊計画を支援】 

 

 

〔参照モデル〕 

観光クラウドは H20 年度総務省地域 ICT 利活用モデル構築事業（青森県五所川原市）

での事業成果を参照し、当社で共同利用型サービスとして進化させたモデルです。 

 

（問い合わせ先） 

株式会社富士通システムズ・イースト 青森オフィス 米田（まいた） 

℡：017-762-1053  e-mail：maita-t@jp.fujitsu.com 
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（地域情報発信の強化－３ ） 

道路及び周辺情報配信システム 

（福島県西郷村） 
 

〔概要〕 

  西郷村の安全、安心な地域作りの取り組みを推進し、その取り組みを内外

にＰＲすることを目的として、道路及び周辺情報配信システムを整備し、そ

の運営を実施する。 

 

〔コラム〕 

  白河地方と会津地方を結ぶ甲子道路の開通に伴い、増加した交通事故を未

然に防ぐため、国道289号線の高低差による道路状況の変化等の動画情報を、

インターネット、携帯電話、デジタルサイネージを通して、国道利用者に提

供している。 

 村関連施設である「キョロロン村」駐車場内には、大型ディスプレイを設置

しドライバーの方や観光客の皆様に情報提供を行っている。 

（西郷村ホームページより） 

http://www.vill.nishigo.fukushima.jp/view.rbz?cd=1103 
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（問い合わせ先） 

東日本電信電話株式会社 ﾋﾞｼﾞﾈｽ＆ｵﾌｨｽ事業推進本部 ℡：03-6803-9055      



（地域情報の発信の強化－４） 

 

双方向告知通信システムを活用した地域情報の動画配信サービス 

(熊本県阿蘇市) 

 

〔概要〕 

阿蘇市には、地場産業の振興、人材育成、雇用創出を図る施設「阿蘇テレワ

ークセンター」があり、地域情報の発信を行ない魅力あるまちづくりに役立て

ている。光ブロードバンドネットワークを整備し、動画も送れる告知通信シス

テム「知らせますケン」を導入し、市民向けに「市役所からのお知らせ」の連

絡と共に、地域のニュース等の動画を配信している。  

 

〔コラム〕 

双方向告知通信システム『知らせますケン』を利用し、市民向けに「市役所

からの一般的なお知らせ」を配信すると共に、阿蘇テレワークセンターが有す

るインターネットテレビ放送局「WEB-TV アソ」が製作する地域情報番組の一部

や、市長のインタビュー、地元で働くフレッシュマン等の動画を市民に配信し

ています。 

配信された動画のタイトルが画面に表示され、そこをタッチすると番組を見

ることができるので、高齢者にも使いやすいシステムです。今まではパソコン

でしか見ることができなかった番組を各戸の告知端末に配信することで、より

多くの市民にニュース、イベント、観光情報等の地域情報を届けられるように

なりました。 

また、告知端末を使って福祉に関する様々な情報提供を行う web ページ、「阿

蘇あんしん福祉ネット」を作って端末から見られるようにしています。安否の

確認、そうだん室、ふくしと健康等の六つのチャンネルがあり、好きなものが

見られます。チャンネル毎に担当窓口へワンタッチでつながるテレビ電話ボタ

ン付きで、高齢者の方のあんしんホットラインとなっています。 

 



 

図 1．阿蘇市お知らせ配信イメージ 

 

図２．阿蘇あんしん福祉ネット画面 

 

（問い合わせ先） 

西日本電信電話株式会社 

e-mail ： vcs-sl@bbs.cbh.east.ntt.co.jp   

株式会社アイ・コミュニケーション 

e-mail ： shinchi@i-communication.co.jp 

   

 



（地域情報の発信の強化－５） 

 

花なび 

（京都フラワーツーリズム推進協議会） 

http://flowertourism.net/ 

 

〔概要〕観光タクシードライバーや個人がおすすめする京都の四季折々の花を

デジタルカメラなどで撮影し、それぞれの WEB 上にアップされた最新の観光コ

ンテンツを集め、撮影時刻順に公開。 同時に「ハイアットリージェンシー京

都」の１Fロビーの大型ハイビジョンディスプレイ、京都信用金庫嵯峨支店、城

南宮、大映通り商店街などの「電子ポスター」によりリアルタイムで配信。 

 

〔コラム〕 

 花なびでは－京の四季の花の美しさを満喫していただき、また同時に地域の

素晴らしい観光の魅力も味わっていただきたいーとの思いから外国人観光客を

含めた多くの方々に、京都の四季おりおりの花の開花状況や地域の観光の魅力

などをリアルタイムに情報提供・案内を行い、観光誘客の促進と地域の振興を

図っています。 これまでに季節の花、約３，０００件（平成２１年１月～平

成２１年１１月）の情報発信を行い、京阪神の主要な３２のホテル客室や iPhone

などで約２万人が観賞しています。 花ナビのシステムはタクシー会社や個人、

NPO などからの個別情報を集約し広く情報発信してゆくプラットフォームとし

て機能しており、iPhone アプリでは GPS 検索機能を使って自分がいる周辺の“お

すすめの花”、イベント、お店などの情報を知ることが出来るとともに、各情報

場所までの経路を表示できるようになっており、初めて京都を訪れた方でも迷

わずに目的地まで行くことができます。 また、市内の見ごろの花を一番よく

わかっているタクシー運転手にとって、情報発信とともに観光客へのサービス

にもつながり、やりがいを実現してゆく場としても活用されています。 



 

（花なびのホームページより） 

 

（問い合わせ先） 

  京都フラワーツーリズム 

高木治夫 

 haruo.takagi@gmail.com 

  TEL090-1133-1358 



（地域情報の発信の強化－６） 

 

地域の埋もれたお店を浮上させる「ぷらなび@ami’z」 

（株式会社富士通システムズ・イースト） 

http://pr.amiz.jp/ 

 

〔概要〕 

地域のお店などリテール事業者の情報化を推進するため、ケータイやスマフ

ォ（以下モバイル）で手軽に利用できる情報発信ツール（店舗紹介・BLOG 発信・

お得意様へのメール配信・お店の会員登録・電子クーポン・通販機能など）を

地域共同利用型サービスとして提供。お店から発信された情報は、地域のお店

情報ポータル（ぷらなび@ami’z）や、観光サイトや地域 SNS など複数の地域メデ

ィアに同時配信され、地域の埋もれたお店を浮上させます。 

 

〔コラム〕 

 ＩＣＴの普及・進化により、通販など物販事業には大きな恩恵をもたらしま

したが、飲食店など来店型の事業者の多くは、まだ紙媒体に依存しており、情

報発信コストが割高となっています。 

また、ケータイを活用した会員サービスによる顧客囲い込みなど、来店型事

業者にはケータイの活用が有効ですが、小規模店舗で同様のサービスを構築す

るのは容易ではなく、情報発信力による格差が段差になりつつあります。 

 この課題に着目し、地域の小規模店舗の情報発信力を底上げするため、以下

の情報サービスを構築しました。ここから発信された情報は地域 SNS や観光サ

イトなど様々な地域メディアと連動し、多角的に情報流通される地域の情報基

盤としての位置づけにもなっています。 

１．地域メディアへお店情報を発信 

地域住民が集う地域 SNS や、地域のお店情報ポータルサイトを開設し、これ

ら地域メディアとの連動により、お店からの発信情報を地域住民へ届けます。 

２．お店のリピータづくり 

店頭にお店専用 QR コードを表記した POP 等を設置。来店客はケータイで、そ

のお店の優待会員として登録できます。お店の発信したオススメ情報はメール

等で配信され、今日の入荷情報など、これまで来店しないと伝えることができ

なかった情報をお得意様にタイムリに発信できます。  

３．地域での共同利用型サービス 

地域の共同利用型サービスにすることで、利用コストを抑制でき（基本無料、

有料 OPTION は月額 2,625 円）、地域のお店の集合により露出機会の相乗効果も

生まれます。また、地域の公共観光サイトなどとも連携し、旅行者に着地側の

お店から生の声、旬な情報なども発信しています。 



  

 
       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

              http://pr.amiz.jp/ 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

H20 年度 青森県新産業創造課 情報ビジネスモデル研究事業 補助額：150 万円 

〔運営費〕 

参加店舗からの会費収入で民間運営（基本無料、有料サービス:月額 2,625 円） 

 

（問い合わせ先） 

株式会社富士通システムズ・イースト 青森オフィス 米田（まいた） 

℡：017-762-1053  e-mail：maita-t@jp.fujitsu.com 



（地域情報の発信の強化－７） 

 

奥出雲まめなかねット 

（ 島根県 奥出雲町 ） 

http://mypage.okuizumo.ne.jp/ 

 

〔概要〕 

 町民自らがホームページを作成し、町内外に向けて情報発信を行うサイト。

ブログ感覚で誰にでも分かり易く、簡単にホームページの作成・更新ができ、

お手軽に情報発信ができることが魅力。 

 

〔コラム〕 

 奥出雲町では従来から町民向けブログサイトがあり、「奥出雲まめなかねッ

ト」はそのリニューアル版として平成２０年１１月２０日から運用を開始して

います。また、定期的にＩＴ講習会を開催し、その中で本サイトの作成・更新

についても講習を行っています。この取り組みにより多くの皆様に本サイトを

ご利用いただいています。本サイトのユーザからは、「サイトを見て、町外・県

外から返信が来るようになり、いろいろな地域の人と楽しく情報交換している」、

「紅葉の写真をサイトで公開したところ、紅葉の時期に町外・県外からの観光

客がかなり増えた」、「観光地の状況についての電話での問合せに、補足資料と

してサイトに掲載している写真を見てもらっている。観光客からは「参考にな

った」と喜ばれている」、「このサイトでお店のアピールをするようになって、

売り上げが上がった」などの声も聞かれ、個人的な情報発信のみならず、地域

の活性化にも一役買っています。 

本町は高齢化率が高いので、高齢の方にも利用していただけるようなシステ

ムにしないと住民へ浸透しません。そこで、本サイトを構築する際には、誰で

も簡単に、直感的にページを作成・更新できるようなシンプルなシステムにす

ることを心がけました。その甲斐あってか、住民の皆様に積極的にご活用いた

だいており、平成２４年１２月時点で、サイト数は１４１件となっています。

また、本サイトの運用開始から現在までに２００万件以上のアクセスをいただ

いています。 

 

 〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  約２百万円（１百万円：島根県町村会） 

  （ただし、奥出雲町ホームページ制作費も含む。） 

 

 



 

【奥出雲まめなかねットのポータルサイト】 

 

 
 

 

（問い合わせ先） 

奥出雲町役場 総務課 危機管理情報Ｇ  ℡：0854-54-2505  

 奥出雲町情報通信協会          ℡：0854-54-2525 



（地域情報の発信の強化－８） 

 

よかまち・きやんせ倶楽部 

（薩摩川内市定住支援センター） 

http://www.city.satsumasendai.lg.jp/www/genre/000000

0000000/1268816498923/index.html 

 

〔概要〕 

 薩摩川内よかまち・きやんせ倶楽部は、定住希望者の新規開拓と情報発信を

主な業務とし、薩摩川内市のホームページからインターネットを介し、本市で

取り組んでいる定住に関する重点施策（本市民が受けられる補助や定住の際に

受けられる補助など）や仕事情報、住まい情報等、定住希望者のための充実し

た情報が提供されている。 

 

〔コラム〕 

１． 概要 

薩摩川内市の人口は減少を続け、平成２２年国勢調査では、９９，５８９人

となり、１０万人を下回る結果となりました。そのため、市は「定住自立圏共

生ビジョン」に基づいて定住促進を進め、平成 27 年においては 102、000 人以

上の人口を目標値としています。主な事業の特徴として、転入誘導に特化した

政策とし、転入者に対して助成事業を行っています。 

２．事業内容 

定住自立圏共生ビジョンの中で、平成２２年度から平成２６年度までの５カ

年とし、「都市部の定住希望者へ情報発信を行うとともに、宿泊体験や自然体験

を通じて交流を促進し、移住の際の負担を少しでも軽減できる施策を展開する

ことにより、本市へ住みたいと思うまちづくりを進め、定住促進を図る。」とし

ています。 

（事業の例） 

・ 定住住宅取得補助 

・ 定住住宅リフォーム補助 

・ 新幹線通勤定期購入補助 

・ 大都市圏で開催される移住セミナー等への出展（移住相談対応） 

・ よかまち・きやんせ倶楽部通信の定期発行 

・ メールマガジンの定期発行 

事業の活用状況は、新幹線通勤定期購入補助と定住住宅取得補助は平成１７

年度から、定住住宅リフォーム補助は平成２０年度から開始しており、今まで

に、定住住宅取得補助とリフォーム補助で４６３世帯（１，２５２ 名）【Ｈ２

４年１０月末現在】が移住しています。新幹線通勤定期購入補助は２２０ 名【Ｈ

２４年１０月末現在】の利用がありました。平成１８年度から、ワンストップ



サービスの窓口（定住支援センター）を市役所に設置し、薩摩川内市に興味を

持っている方々に情報発信をしています。さらに、薩摩川内市の定住に関心を

持っている方に、市からのお知らせや定住に役立つ情報を発信する、「薩摩川内

よかまち・きやんせ倶楽部会員」を募集しており、現在、約 1,741 名が会員登

録しています。また、薩摩川内市のホームページにおいて、定住促進関連情報

を紹介しています。 

 

（薩摩川内市定住支援センターのホームページより） 

 

 

（問い合わせ先） 

薩摩川内市定住支援センター 

℡：0120-420-200 e-mail：kiyanse@city.satsumasendai.lg.jp 



（地域情報の発信の強化－９） 

 

竹田市農村回帰定住支援サイト 

（大分県竹田市） 

http://www.city.taketa.oita.jp/nouson/ 

 

〔概要〕 

 大分県竹田市への居住希望者に対して、農村回帰(竹田市への移住)に関する

有用な情報を提供するシステム。過疎化の歯止め、地域の活性化を目的として、

竹田市役所をはじめ、市内外の様々な団体等の協力も得ながら、インターネッ

トを介して、より多くの情報提供を目指している。 

 

〔コラム〕 

竹田市は全国初の「農村回帰宣言市」を標榜するとともに、ふるさと回帰支

援センターと相互協力協定を締結し、平成 22 年 6 月に設立された「竹田市農村

回帰支援センター」を軸に、竹田市への移住を推進する事業を展開しています。

そのなかでも、「竹田市空き家バンク」事業への利用登録者数は年々増加傾向に

あり、平成２３年１１月末現在では約３６０世帯が登録されています。利用希

望者ニーズをより的確に把握することに努め、物件情報をお知らせすることは

もちろん、竹田市を肌で感じていただき、物件を実際にみていただけるよう、

現地案内も行っています。このような取り組みの成果から、これまで成約件数

５５件（定住者１２９名）となっています。また、空き家バンク以外にも、「集

落支援員制度」の導入により移住者へのアフターケアをより充実させ、「子育て

定住促進住宅」の建設により子育て世帯が移住しやすい環境をつくるとともに、

各種助成事業により移住のお手伝いをさせていただいています。移住して来ら

れた方には、「竹田市に住んで良かった。」と実感していただけるように、また、

地域の人が「この人たちが住んでくれて良かった。」と思えるように、これから

も積極的に取り組んでいきたいと考えています。 

 

 

 

 〔サイト制作費〕 

  ●約 40 万円 

 

 

 

 

 

 



（竹田市農村回帰定住支援サイトのホームページより） 

 
 

（問い合わせ先） 

竹田市 企画情報課 農村回帰推進室 

 ℡：0974-63-4801 e-mail：nousonkaiki@city.taketa.lg.jp 
 

 

 



 

（地域情報の発信の強化－１０） 

 

みんなで作る情報板 わかやまイベントボード 

（ＮＰＯ法人 市民の力わかやま） 

http://eventboard.shiminjuku.jp/ 

http://eventboard.shiminjuku.jp/m/（携帯サイト） 

 

〔概要〕 

 和歌山県内のイベントを検索できるサイト。特徴は、個人、団体、公共施設

などが主催するイベント情報を自ら入力し、ＰＲできるという手作り感溢れる

情報発信ツールです。 

 

〔コラム〕 

 本サイトは、平成１７年度に実施した和歌山県事業「わかやま情報発信プラ

ットフォーム構築モデル事業」の成果をもとに運営しています。同事業は、自

分たちの活動をＰＲできない市民団体やＮＰＯ等が容易に情報発信できる仕組

みを作り、それにより「地域コミュニティの再生」や「地域活性化」の可能性

を探ることを目的として、「みんなでつくる情報板 わかやまイベントボード」

を構築し、その有効性を検証するというものでした。平成１７年１０月末～２

月中旬の期間サイトを開設し、検証を実施したところ、アクセス数９，３９０

件、イベント数９７９件、参加団体数１１８団体という結果が得られ、その有

効性が実証されました。 

平成２４年１２月現在では、４８５万件を超えるアクセス数、４万８千件を

超えるイベント数と、５８９団体を超える参加団体数で県内最大級のイベント

情報掲載サイトに成長しました。また、本サイトを介して様々な交流が広がる

など、コミュニケーションの場としても活躍しています。また、わかやまイベ

ントボードは、総務省近畿総合通信局、近畿情報通信協議会との共催による「関

西ウェブサイト大賞 2009」において、「関西ウェブサイト大賞優秀賞」を受賞し

ました。 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/kinki/new/2009/090608_01.html 

 

 

〔制作費（※和歌山県からの実証実験委託により構築）〕  

約９０万円（※実証実験関連費用及び報告書作成費用込） 

 

 

 

 

 



 

 

（わかやまイベントボードホームページより） 

 

 

（問い合わせ先） 

ＮＰＯ法人 市民の力わかやま 

 ℡：073-428-2688 e-mail：eventboard@wakayama.shiminjuku.jp 

 

 

 



 

（地域情報の発信の強化－１１） 

 

ＵＪＩターン空き家情報 

（高知県大豊町） 

http://www.town.otoyo.kochi.jp/life/house_search.php 

 

〔概要〕 

 ＵＪＩターン空き家情報は、町内への定住を目的として平成 17 年４月からホ

ームページで町内の空き家情報を提供しており、平成 23 年 12 月現在、約 20 数

名のＵＪＩターン者が大豊町に移り住んでいる。大豊町は、行政の役割として、

物件の所有者と使用貸借希望者又は賃貸（購入）希望者との橋渡し役として情

報を提供している。 

 

〔コラム〕 

 本サイトは、ＵＪＩ事業での第 1号契約をきっかけに、平成 17 年 4 月に（社）

高知県宅地建物取引業協会の支援を受け、手作りで「ＵＪＩターン空き家情報」

として、ホームページに公開したのが始まりです。当時としては珍しく、公開

当初からアクセス数も多く、メールや電話での質問なども多く寄せられるよう

になりました。平成 18 年 7 月の大豊町ホームページのリニューアルを契機にＵ

ＪＩターン空き家情報の充実を図るため、全面的な見直しを行いました。さら

に平成 24 年 2 月には第２段のリニューアルの予定しており、アクセス数の増加

及び定住への期待がかかっています。 

 平成 22 年度からは都市との交流に重点をおいた取り組みを進めており、その

中でＵＪＩターン希望者へのサポート等も実施できるよう、窓口を一本化して

おります。 

都市から見ると非日常である山村の日常の営みを多くの人々に体験していた

だき、交流を活発化するなかでＵＪＩターン者の増加に向け、魅力ある定住環

境の実現に取り組んでいるところであります。 

〔制作費〕 

  なし（自主制作） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（高知県大豊町のホームページより） 

 

（問い合わせ先） 

大豊町役場 総務課 交流班（大豊町総合ふれあいセンター内） 

 ℡:0887-73-0811(内線 201,202,203) 

交流班 e-mail: kouryu@town.otoyo.lg.jp 



 

（地域情報の発信の強化－１２） 

 

屋久島町だいすき基金 

（鹿児島県屋久島町） 

http://www.yakushima-town.jp/ 

 

〔概要〕 

 世界自然遺産に登録されている屋久島は、世界中から年間 40 万人の入り込み

客が訪れる人気の観光スポットとなっている。観光客の増加に伴い、ごみ処理

やし尿の問題等により、将来にわたって自然環境を維持していくためには大き

な課題を抱えている。そこで、環境保全や地域の活性化に限った善意の寄附金

を集めるため、インターネットを介して寄附を呼びかけている。 

 

〔コラム〕 

 屋久島で生まれ育ち、東京や大阪などの大都市で生活をされている方々、仕

事や観光などで一時期でも屋久島に関わりを持たれた方々など、屋久島を「ふ

るさと」と思ってくださる方々でふるさとに“貢献したい”“応援したい”と思

ってくださる方々の思いをお寄せいただきたいということから屋久島町では、

平成 20 年３月に「屋久島町だいすき寄附条例」を制定しました。その思いに応

えるべく、寄附金の使途は、環境保全対策事業と地域の活性化事業に絞ったと

ころです。屋久島が 1993 年に世界自然遺産に登録され、その後、大都市でも屋

久島に関するテレビ放映などが頻繁に行われるようになり、特に環境保全に対

する関心が高まっていることから、これらの取組みについての情報発信を含め、

本町のホームページにも各種情報を掲載しており、その中で「屋久島だいすき

寄附条例」に関する内容も紹介しています。雇用問題や燃料価格の高騰など、

急激に経済情勢が悪化し、大都市で生活されている方々もたいへんな年の瀬を

迎えられていることを思えば、寄附をお寄せいただいた方々には心から感謝を

申し上げる次第です。平成 20 年 4 月 1 日から現在までの期間ではありますが、

多くの方から総額 3,373,000 円の善意が届けられました。今後、「ふるさと納税」

制度が更に浸透していくことや屋久島町ホームページへのアクセス件数が増え

ることとあわせて、来年以降多くの善意の申し出があることを期待していると

ころです。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（屋久島町のホームページより） 

 

 

（問い合わせ先） 

屋久島町 総務課 屋久島町だいすき基金 係 

 ℡：0997-43-5900 e-mail：soumu@yakusima-town.jp  

 

 

 

 

 



 

（地域情報の発信の強化－１３） 

 

新潟県のブロードバンドポータルサイト 

『新潟ふるさと情報局』 

（新潟県IT&ITS 推進協議会） 

〔概要〕 

 新潟県IT&ITS推進協議会*1では、新潟県のブロードバンドポータルサイト『新潟ふる

さと情報局*2』を運営し、県内のブロードバンドコンテンツを配信しています。 

 本サイトでは、映像配信等による新潟県の紹介を行い、ブロードバンドに対する認知

度の向上に寄与しています。 

 *1 県内の地域情報化を推進する産学官連携組織 

 *2 『新潟ふるさと情報局』 http://navi.n-it-its.jp/ 

〔コラム〕 

 新潟県IT&ITS推進協議会では、ブロードバンドに対する県民の理解と関心を深めるこ

とを目的に、平成18年1月から地域画像情報提供事業として県内の地域情報を発信して

います。 

 本サイトでは、県内の自然・観光・文化等の映像や道路・地域情報カメラのライブ画

像を配信しており、週末や冬期間などを中心に多くの方からご覧いただいています。 

平成24年度はカメラライブ画像のスマートフォン対応化を図るとともに、新たに、県

内の公衆無線LANスポットのマップを追加し、県民や来訪者の利便性向上と公衆無線LAN

スポットの整備促進を図っています。 

 今後もニーズに応じたコンテンツの発掘を行い、より多くの方に閲覧いただけるよう、

サイトの充実をしたいと考えています。 

 [事業費(※協議会会員の会費及び負担金より支出)] 

  平成24年度予算165万円(※サイト運営管理・改修委託費用込) 

 
（問い合わせ先） 

 新潟県IT&ITS推進協議会 事務局（新潟県総務管理部情報政策課） 

℡:025-280-5106 e-mail:ngt010090@pref.niigata.lg.jp 



（医療・福祉の充実－１） 

 

〜自治体共用型健康クラウド〜 

「健康」を軸としたまちづくり、スマートウエルネスシティをめざして 

（東日本電信電話株式会社） 
 

〔概要〕 

「自治体共用型健康クラウド」とは、地域住民の健康情報を収集・統合・分析し、科学

的根拠に基づいた健康づくりの個別支援、また自治体の健康増進施策の評価・立案を可能

とするシステムです。2012 年 10 月、総務省の「自治体共用型健康クラウド整備の実証実

験に関する請負」事業として、株式会社つくばウエルネスリサーチをはじめ、筑波大学、

日本アイ・ビー・エム株式会社等が参画する実施体制を組み、スマートウエルネスシティ

総合特区事業における同システム運用の実証実験が始まりました。東日本電信電話株式会

社（以下、ＮＴＴ東日本）も本実証実験に参画し、この「自治体共用型健康クラウド」の

構築に携わっています。 

 

〔コラム〕 

我が国の少子高齢化の傾向は、社会保障制度などの継続的な運営にとって大きな課題と

なっており、特に高齢者の医療費の膨張が懸念されています。すでに 2010 年度の国民医

療費 37 兆 4202 億円のうち、65 歳以上が全体の 55.4%を占め、１人あたりの医療費では

65 歳未満が 16 万 9400 円であるのに対し、65 歳以上は 70 万 2700 円と、高齢者の医療費

が大きなウエイトを占めています。 

この課題に対し効果が期待されているのが、筑波大学 体育系 久野譜也教授が提唱して

いる、健康を軸とした都市モデルの構想である「スマートウエルネスシティ」構想です。

久野教授は、身体的な健康に加え、個々人が元気に、生きがいを持ち、安心で豊かな生活

を営むことを「健幸」と表現し、「健幸」をまちづくりの中核に位置づけることで、高齢

者となっても健康で元気に幸せに暮らせる新しい都市モデルづくりを推進しています。 
 

図表１ スマートウエルネスシティのコンセプト 
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この構想に賛同した自治体の首長が久野教授の呼びかけに応じて集まり、2009 年にス

マートウエルネスシティ首長研究会を発足しました。同研究会では、2011 年 9 月に「健

幸長寿社会を創造するスマートウエルネスシティ総合特区」を申請。同年 12 月に総合特

別区域の指定を受け、スマートウエルネスシティ実現に向けたスタートが切られました。 

 

 スマートウエルネスシティには科学的根拠を基にした個人に対する生活習慣改善の継続

的指導や、自治体に対する住民全体の健康作りの施策の現状評価及び改善策立案が重要と

なります。これには地域住民の医療・保険・福祉にまたがる様々な健康情報を統合する仕

組みが必要となります。この仕組みとして、健康情報を統合するデータベースと分析機能

を備えた「自治体共用型健康クラウド」を実現しました。 

 

「自治体共用型健康クラウド」は特定健診、医療レセプト、介護レセプトなど、地域住

民の健康情報などをネットワーク経由で取り込みます。この仕組みでは、匿名化した情報

を ID 連携によって名寄せすることで安全な統合管理を可能としました。さらに分析シス

テムを装備し、地域住民の現在の健康状態と将来予測の可視化や、健康増進施策の効果検

証も行う事ができます。 
 

図表２「自治体共用型健康クラウド」の活用イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 スマートウエルネスシティ総合特区における「自治体共用型健康クラウド」は、2012

年 10 月、総務省の「自治体共用型健康クラウド整備の実証実験に関する請負」の指定を

受け、実証実験が行われており、その検証結果は今年度末に報告されます。今回の実証実

験では、国民健康保険だけでなく、全国健康保険協会、一部の企業の健康保険組合の参加

協力が得られたことから、受益住民の増大、統計精度の向上が見込まれています。 

 

 「自治体共用型健康クラウド」を備えたスマートウエルネスシティ構想は、多くの自治

体が抱える医療や福祉の政策課題解決に対して大きな可能性を秘めています。科学的根拠

に基づいた健康事業を自治体の総合政策として展開することで、住民の健康を増進し、結

果として自治体の財政改善への効果が見込まれています。また住民にとっても、体力、日

常活動量、ソーシャル・キャピタルなどの向上により、高齢となっても健康で生きがいを

持ち、安心で豊かな生活を営むことができる地域社会をもたらす効果が期待されています。 
 

 

（問い合わせ先） 

東日本電信電話株式会社 ビジネス＆オフィス事業推進本部 公共営業部 

TEL：03−6803−7703 

Email：swc@ntte.jp 
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（医療・福祉の充実- ２ ） 

 

奥多摩町における｢遠隔予防医療相談事業｣の取り組み 

（東京都奥多摩町） 
 

[概要] 

わが国の地域医療，特に過疎地においては，高齢化や医師不足などの問題が深刻で

ある．また，高齢者の医療費が増加し，自治体の負担増となっている．奥多摩町において

も，山間部が多く通院が困難という物理的な制約に加え，高齢化の急激な進行，生活習

慣病の割合が高いなどの課題をかかえており，地域の健康管理が喫緊の課題となってい

る。今回の遠隔予防医療相談の狙いは，いわゆる「未病」領域の住民が，医師やコメディ

カルと十分なコミュニケーションを取って，健康維持・向上のために食事や運動など日ごろ

の生活パターンを改善していくことにあるが，それを支え促進するために，ICT

（Information Communication Technology）を活用して地域住民のコミュニティ形成支援を

行う点に大きなポイントがある． 

  

[コラム] 

奥多摩町では地域住民の健康管理について充実を図っており，これまでに，慶応義塾

大学，栗原クリニック（東京：日本橋），（株）エンサイクロメディカ，日本電気(株)，(株)KDDI

研究所と共同で，電話・メール・テレビ／Web 会議などの様々な ICT ツールを統合した「遠

隔予防医療相談システム」を用いた遠隔予防医療相談事業を実施している．本事業では，

対面でなく，ICT を用いた遠隔のコミュニケーションでも医師と住民間のコミュニケーション

が十分に行え，住民の健康維持･向上に効果的であることを実証した．本事業では，上記

システムを活用し，住民は医師と月 1 回，サポートスタッフ（コンシェルジュ）と 1～2 週間お

きに，1 回１５分～20 分間の健康相談を地域の集会所などで行った．現在も，本システム

を用いた健康相談は継続実施されている．ここでは，事前に測定した体重や血圧の情報

などを見ながら，食生活／健康状態・生活習慣，心配事などについて健康相談を行ってい

る． 

 この実証事業の効果として，奥多摩町の住民の健康に対する意識が向上し，運動習慣

の定着や食生活習慣の改善が見られた．担当した医師によると，「通常，行動変容を起こ

す率は通院患者では数%だが，奥多摩では大多数に達した」と述べている．その結果，住

民が毎日みんなで歩く地域サークルができ，運動習慣が定着した．さらに，住民が塩分取

得量の削減やカロリーを意識した食生活の改善などの効果が顕著に現れた． 

 システム構築を担当した企業側の参加意義は，医師と“生活者”である多くの高齢者に

情報システムを使ってもらうことで，ユーザインターフェースのあり方や利用者の利便性を

高める機能，安心して相談できるシステムの信頼性・安全性の確保方法等が分かり，今

後のシステム開発において貴重な経験を得ることができたことである． 

 本システムの体重，血圧の測定部分は，被災地域の住民の健康管理の目的で，被災

医地域の福祉施設や仮設住宅でも利用されている． 

 

 [制作費（内公的補助額）] 

総事業費： 87,990 千円 

（内 地域情報通信技術利活用推進交付金 87,990 千円） 
[総務省 平成 21 年度「ユビキタスタウン構想」予算による] 

奥多摩町 生活館における運用状況



[サイトイメージや概要図等] 

 

○事業体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○システムイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[問合せ先] 

事業全般：奥多摩町役場 福祉保健課 ・ 慶応義塾大学 

TEL      ０４２８－８３－２７７７  E-mail  kokuho@town.okutama.tokyo.jp  

（分析評価）慶応義塾大学 環境情報学部 植原 准教授   

TEL      ０４６６－４９－１３９４  E-mail  okutama-info@sfc.wide.ad.jp 

システム：（株）KDDI 研究所 ・ 日本電気株式会社 

TEL (代表) ０４９－２７８－７４５０  E-mail  inquiry@kddilabs.jp 

 

 



 

（医療・福祉の充実－３） 

～遠野型健康増進ネットワーク～ 

テレビ電話で健康相談「遠隔健康相談システム」 

（岩手県遠野市） 
 

〔概要〕 

  テレビ電話を活用して遠隔地の医療機関から（医師等が）住民の健康指導

を実施。 

 

 

〔コラム〕 

  本事業は総務省の補助金により 21年 2月より遠野市において開始された事

業です。 

住民たちは毎週、最寄の公民館に集まり、血圧、体重、歩数を登録します。

データはフレッツフォン（テレビ電話）を通じてサーバに蓄積され、さらに

そのデータを基に、遠隔地にいる医師等から健康指導を受けます。 

 

定期的に公民館に集まり、みんなでこのシステムを利用することで競争意識

が芽生え、よく歩くようになり住民の健康数値は大きく改善しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市部の医療機関
（３ヶ所）

集会所
（１７ヶ所）

テレビ電話端末

看護師、保健師
（約５名）

住民
（約400名）

遠隔医師
（３名）

・バイタルデータの参照

・看護師やケアコンシェルジュとのテレカンファレンス

・テレビ電話による住民への遠隔健康指導（定期）

・参加者からの連絡窓口

・参加者情報の編集

・遠隔医師との情報共有

・住民への健康指導

・血圧、体重、歩数を週1回登録

・個人データの推移をグラフ等で参照

・テレビ電話による遠隔医師またはケア
コンシェルジュとの健康相談

テレビ電話端末PC

PC

サーバ

DB

バイタルデータ等蓄積

データセンター
及び看護師拠点（１ヶ所）

Ｉ Ｐ通信網

血圧計 体組成計

歩数計

コールセンター
（１ヶ所）

テレビ電話端末

・遠隔健康指導のスケジュール管理

・遠隔健康指導時に指導内容を記録

・遠隔医師との情報共有

・テレビ電話による住民への遠隔健康相談（随時）

ケアコンシェルジュ
（約５名）

都市部 遠野市

テレビ電話端末
PC

期待される効果
健康不安（ストレス）の解消と孤立化防止
自発的な健康づくりの意欲の醸成
健康維持・増進と見守りの普及推進
地域人材の連携で保健医療等の推進
予防医療の推進による医療費の削減



 

 

 

（遠野市ホームページより） 

 
http://www.city.tono.iwate.jp/index.cfm/31,13217,c,html/13217/20100119

-203359.pdf 

 

（問い合わせ先） 

東日本電信電話株式会社 B&O 事業推進本部 ビジネス営業部 

TEL：03-6803-9004 



 
（医療・福祉の充実－４） 

 

「電子カルテシステム『Ｄｒ．ＧＯＮ（ドクター・ゴン）』」 

（沖縄県宮古島市） 

http://www.drgon.net/ 

 

〔概要〕 

 沖縄県宮古島市の鳥伝白川会が使用している「電子カルテシステム『Ｄｒ． 

ＧＯＮ（ドクター・ゴン）』」は、訪問診療の現場での医師や看護師、薬剤師と

の間での情報の共有を目指して医師自らが開発・運用しているシステムであり、

少子高齢化が急速に進んでいる離島部おける訪問診療の現場で活用されている。 

 

〔コラム〕 

 大小８つの島が集まる宮古列島では、宮古島の一部を除き、いずれの島・地

域でも少子高齢化が急速に進みつつあります。 とりわけ、大神島では、人口

が 30 名程度に落ち込み、平均年齢も 70 歳を超えています。 島内には診療所

がないため、島民は、船やバスを乗り継いで、宮古島市内（平良）の県立病院

や薬局に診療や常用薬の受け取りに出かけざるを得ません。 そのため、診療

所では、医師、薬剤師、看護師間の連携をネットの活用によって保ちながら、

それぞれが１ないし２週間ごとに大神島を訪れ、島民の健康状態のチェックや

診療、訪問看護、投薬指導等を行っています。訪問診療では、正確かつ迅速な

申し送りのため、各医師が入力したカルテ情報を即時に同期させることがカギ

となります。 現時点では、大神島には全島をカバーする有線ブロードバンド

回線がないため、チーム内の医師自らが加入している 3.5G 携帯インターネッ

トとともにアドホック・ネットワークを構築し、各自が携行しているノート PC

で必要な情報を共有しています。こうした取り組みにより、島民からは、「今ま

でのように時間をかけて診察や常用薬の受け取りに行かなくてもすむようにな

り、健康に関する不安も軽減された」という声が住民から多く寄せられていま

す。 

 

http://www.drgon.net/newproducts.files/ 



 
 同システムでは、診療所サーバにあるカルテ情報データベースに VPN 接続に

よってオンライン・アクセスが可能ですが、同島は 3.5G の提供エリア外である

ため、現時点では通信が不安定であり、安全のため、オフラインでカルテ情報

をアップデートし、本島に戻ってからデータベースとシンクロするという方法

をとっています。 ブロードバンドゼロ地域解消によって、同島にもブロード

バンドが提供されれば、カルテ情報を PC に入れて携行せずに済むようになり、

より効果的な医療の提供が期待できます。 

 

 

（問い合わせ先） 

医療法人 鳥伝白川会 

Ｄｒ．ＧＯＮ診療所 

 ℡：0980-76-2788 



（医療・福祉の充実－５） 

 

岩手県周産期医療情報ネットワークシステム 

「いーはとーぶ」 

（岩手県） 

 

〔概要〕 

 安全・安心な妊娠・出産・育児のために、岩手県内の医療機関や市町村など

の間をインターネット回線で結び、妊産婦の健診情報や診療情報を共有して、

保健・医療関係者の綿密な連携を実現するシステム。 

【2009 u-Japan 大賞受賞】 

 

〔コラム〕 

 岩手県が平成 21 年 3 月にシステムを構築し、平成 21 年 4 月から運用を開始

しました。インターネットを介して周産期医療情報を共有し、保健と医療の関

係者が連携して、妊娠から出産まで妊産婦をしっかりとサポートすることを目

的としたシステムです。 

 本システムの主な特徴は次のとおりです。 

1. 高度医療の必要な妊産婦、胎児、新生児の紹介や健診経過の情報共有が可能

になる 

2. 妊産婦、新生児に対する早期の保健指導が実現し、効果的な妊娠・育児支援

が推進される 

3. 市町村の妊婦健診受診票の発行や台帳管理等による事務の効率化が図られ

るとともに、ハイリスク妊産婦や産後メンタルヘルスの速やかな把握と支援

が可能になる 

4. 周産期医療や妊産婦の保健統計情報が蓄積され、周産期医療の質の向上が図

られる 

 遠隔妊婦健診や Web 母子手帳との組み合わせにより、育児に役立つより多く

の情報の活用も可能となります。その他の導入の効果としては、情報共有によ

り検査等の重複が防止され、医療費削減につながること、遠隔妊婦健診に活用

した場合、妊婦の通院に伴う経済的・心理的な負担の軽減が図られることなど

も挙げられます。 

 

〔事業継続のためのしくみ〕 

1. 県下の紙母子健康手帳について、本システムについての説明を記載した形で

統一しており、母子健康手帳の交付時に妊婦に参加のお願いをしています。 

2. 各機関における入力の負担を軽減するため、病院の電子カルテや市町村の保

健システムの本システムとのデータ連携を進めています。 



3. 積極的に活用している病院や市町村の取組をサポートし、本システムを広め

るための講習会を実施しています。 

 

〔利用する際に推奨される通信速度〕 

 １Mbps 以上 

 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

 35 百万円（17.5 百万円：厚生労働省） 

 

〔維持費（うち公的な補助額）〕 

 4.7 百万円（2.3 百万円：厚生労働省） 

 

 

 
 

（問い合わせ先） 

岩手県保健福祉部医療推進課 地域医療推進担当 
 ℡：019-629-5415  e-mail：AD0002@pref.iwate.jp 



（医療・福祉の充実－６） 

 

双方向告知通信システムを活用した 

高齢者の安否確認サービス 

（新潟県村上市朝日地区） 

 

〔概要〕 

 朝日地区では、双方向告知通信システム「知らせますケン」を導入し、光ブ

ロードバンドネットワークを通じて、高齢者の安否確認を行う事業を行ってい

ます。地区の独居高齢者を対象に、告知放送の双方向機能を使った健康診断や

安否確認、テレビ電話機能を使った保健師よる相談などを行っています。 

 

〔コラム〕 

 告知通信システムを利用し、朝日支所から高齢者に毎朝いろいろなお知らせ

を自動的に配信します。送られてきた告知放送の画面に高齢者がタッチすると、

双方向機能を利用し内容の視聴・未視聴の情報が朝日支所に返信され、その情

報を安否確認等に利用することができます。その他のお知らせには、動画を利

用した健康アドバイスや介護予防体操などがあり、わかりやすく普段の生活に

役立つ情報も配信しています。 

 また、大きな特徴としてテレビ電話機能を利用し、顔を見ながら会話をする

ことができます。訪問できない場合でも、テレビ電話画面を通じて相手の健康

状態や精神状態も把握でき、必要に応じての訪問対応など、効率的な活動と正

確なアドバイスやサポートが可能になりました。  

また高齢者が相談をしたい場合は、お知らせ画面の相談ボタンをタッチするだ

けで、朝日支所にその情報が伝えられ、それを確認した保健師がテレビ電話を

かけるという対応を行っています。身近な保健師からかかってくるので安心し

て相談でき喜ばれています。高齢者の操作は送られてきた内容を見た後、画面

に触るだけなので、毎日無理なく続けることができています。また、保健師も

パソコンのマウスでの簡単操作で配信や管理ができるため、負担なく運用が行

われています。 

 テレビ電話機能を利用することで顔を見て話ができ、常に繋がっている安心

感を感じられ、笑顔溢れる温かいコミュニケーションが生まれています。  

 

 

 

 



 

 

（問い合わせ先） 

東日本電信電話株式会社 B&O 事業推進本部 公共営業部 TEL：03-6803-9055 

株式会社アイ・コミュニケーション 

e-mail shinchi@i-communication.co.jp  

 



（医療・福祉の充実－７） 

 

神戸市第二次救急病院協議会救急医療情報システム 

（神戸市第二次救急病院協議会） 

http://www.kobenijikyuu.info/ 

 

〔概要〕 

 神戸市内の民間病院を中心とする病院群が作った救急医療向け情報システム。

病院側の救急医療情報をインターネットで、パソコンや携帯電話に公開してい

るため、50 病院のリアルタイムな情報は、消防署や救急車内での対応や市民の

急病対応として活用されている。 

  【日経地域情報化大賞 2008 日本経済新聞賞受賞】 

 

〔コラム〕 

神戸市消防白書によると、平成 22 年度に救急車で収容された神戸市民は

60,968 名あり、そのうち 40,225 名、総数の 66.0%を当協議会に所属する病院群

が入院治療をおこなっています。ちなみに、中央市民病院・西市民病院・西神

医療センター3病院の救急車搬送患者数は 13,163 名、全体の 21.6％でした。 

表－年度別神戸市内救急搬送実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

この様に、数の上では 2 次救急病院群は市民病院群の 3 倍を超える件数を引

き受け治療しているといえます。では、質はどうかと云うと、2次救急病院群の

中で、夜間休日何時でも狭心症や心筋梗塞に対して血管内治療ができる病院が 8

病院、破裂脳動脈瘤の手術ができる病院が 3 病院、そして、消化器外科手術の

できる病院が常に 4～7病院あります。したがって質の上から云っても市民病院

群に比べて何ら遜色はありません。私ども 2 次救急病院群は、神戸市の隅々ま

であまねく分布しているので、神戸市民が何時でも何処でもアプローチしやす

く、また、あらゆる専門科目を備えていることから、いわば「第 2 の救急救命

センター」の様な働きをしています。しかし、協議会に参加する 50 病院がバラ

バラに動いていたのでは、真の「第 2 の救急救命センター」としての役割をは

たすことはできません。そこで、これら病院群の間を取り結ぶためには、「病

院間で情報を共有する救急医療情報システムが必要であり、かつ、救急隊員と

平   成 18年 19年 20年 21年 22年

総     数 57,208 57,708 53,411 55,381 60,968

39,199 40,467 36,589 37,622 40,225

(68.5%) (70.0%) (68.5%) (67.9%) (66.0%)

11,390 10,157 9,842 10,574 13,163

(19.9%) (17.6%) (18.4%) (19.1%) (21.6%)

2次救輪番群 

市民病院群 



の密接な連携が必要である」との結論に至りました。「神戸市第 2 次救急病院

協議会救急医療情報システム」は平成12年秋から協議会に参加する病院の間で、

それぞれの病院がもつリアルタイムの情報を共有化するため、VPN を活用した地

域イントラネット網を用いて構築を始めました。そして、平成 1４年末には２次

救急病院群に参加する総ての病院がネットワークに参加し、リアルタイムの情

報を正確に入力するようになりました。さらには、兵庫県広域災害医療情報シ

ステムにも情報を提供し、災害医療にも大いに貢献しています。さて、現行の

イントラネットのままでは病院間の連絡はできても、肝心の救急隊員への情報

提供がもう 1つスムーズにいきませんでした。また、情報の一部を「急病情報」

として市民にも公開する必要がでてきました。そこで、平成 17 年末より情報提

供部分のみインターネット対応に改編し、その一部を「救急車対応情報」とし

て、各消防署にはパソコンを通じ、救急車には携帯電話を通じてリアルタイム

に提供でき、かつ、1部を「急病対応情報」として一般市民にパソコンや携帯電

話を通じて公開すべくシステムの再構築を始めました。その結果、平成 19 年初

めには 53 病院のリアルタイムの救急医療情報を救急隊へ「救急車対応情報」と

して、一般市民へは「急病対応情報」として提供できる体制が整い今に至って

います。今年度は、これまでのイントラネット網による運用をインターネット

網による運用に改変しました。これにより、何時でも何処からでもシステムに

アクセスできるようになった結果、医療機関の利便性が高まり、さらには神戸

市消防局の指令システム更改に合わせて、救急車へデータを直送させる仕組み

も実現する予定です。 

今後も救急を要する神戸市民を迅速且つ正確に専門病院に搬入治療するべく

努力を重ねるつもりです。また、急病の市民の皆様にはインターネットを通じ

て、急病診療情報を流しますので、ご利用いただければと考えています。さら

には、近隣の市にも「第 2 次救急病院協議会」の輪を広げ、システムにも参画

していただき、広域での搬送連携を進めたいと考えております。 

 〔制作費（うち公的な補助額）〕：17 百万円(7 百万円 神戸市） 

（神戸市第二次救急病院協議会のホームページより） 

  

（問い合わせ先） 

神戸市第二次救急病院協議会 

 事務局長 釜戸 孝郎 

℡：078-381-5799 

e-mail：2jiq-kobe@iaa.itkeeper.ne.jp 

（システムに関する問い合わせ） 

国際航業株式会社 和田 直人  

℡：06-6487-1280  

e-mail：naoto_wada@kk-grp.jp 



 

（医療・福祉の充実－８） 

 

ユビキタス双六遍路 

（徳島大学地域創生センター、徳島県徳島市） 

 

〔概要〕 

「ユビキタス双六遍路」は、徳島大学・吉田敦也教授（徳島大学地域創生セ

ンター長・総務省地域情報化アドバイザー）開発による「バーチャルお遍路」

システム。 

 

〔コラム〕 

本コンテンツは、健康増進行動をＩＣＴ活用で記録することが、健康行動の

持続に効果的があることを狙って開発しました。 特に、持続促進の要因とし

ての「仲間づくり」のきっかけとなったり、Ｗｅｂを使うことによって、家族

や友人の参加・見守りを可能とし、それが、新しいコミュニティの形成や活性

化、まちづくりにつながっていくことを体験・実感してもらうことを目的にし

ています。 このシステムを使うと、ウオーキングした歩数をパソコンや携帯

電話からブログに記録することで、どれだけ歩いたかが四国八十八カ所のお遍

路地図に表示され、仲間同士で情報交換しながらウオーキングすることができ

ます。このことにより、マンネリ化しやすい日頃のウオーキングも、四国八十

八カ所に思いを寄せながら、楽しく進めることができます。歩数をブログを使

って入力する方法としたことにより、平均年齢 65 歳の利用者がブログ利用を日

常化しこれまでに経験したことのないＩＣＴライフを楽しみ、健康づくりや家

族との交流を飛躍的に増大させました。一方で、パソコンやインターネット利

用が不慣れな方が主な利用者であるため、利用開始のための準備に電話サポー

トなりが必要なことが多く、そのことをマニュアルや技術的に解消する方策を

考案するのはかなり難しく、また、コンピュータシステムやネットワークシス

テムは管理が必要であり、その手間を誰が負担するかはさらに難題となりまし

た。現状では、品質を保ったサービスを維持するため、積極的な広報をあえて

せず、利用人数を制限している状況です。本システムの効果で特筆すべきは、

このシステムを 2005 年以来利用継続している人がいることです。双六遍路をす

でに 10 周（１周 1117 キロ）した人もいて、全体的な利用人数は少ないが、健

康増進行動の持続に大きな効果があることがわかります。また、本システムで

はモブログ（携帯電話からウオーキング中に更新する）手法を導入することに

より、実際の歩き遍路中にも活用できるシステムを実現しています。本システ

ムで、これまでにない歩き遍路の楽しみ・味わい、チャレンジの気持ちが高ま

り、糖尿病改善等の運動療法として、地域ぐるみの健康ウォーキングの実践な

どに活用されています。 

 



 

※当システムはインターネット活用教育実践コンクール第７回で 文部科学大

臣賞 を受賞、第９回で 特賞 「多摩川源流探し－歩数計着用と ICT システ

ムの活用で生活リズムを整え、学力も向上させよう－」でも活用されました。

（http://www.netcon.gr.jp/） 

 

ユビキタス双六遍路は本年２月にシステムリニューアルしました。このことに

よって、個々人の毎日の記録を統計処理等することが容易になり、成果やトレ

ンドを健康管理などにより活用しやすく、利用者増にも対応しやすくなりまし

た。また新バージョンでは、地図を好きなものに変更が可能となり、四国遍路

に限らず、世界各地をコース対象に設定することができるようになりました。 

現在、NPO 法人徳島インターネット市民塾にてサービスされており全国どこから

でも利用できます（http://tokushima.shiminjuku.com/）。 

 

（問い合わせ先）徳島大学地域創生センター ℡：088-656-7651 



（医療・福祉の充実－９） 

 

テレビ電話による高齢者等の生活サポート 

（ 島根県 奥出雲町 ）  

http://www.town.okuizumo.shimane.jp/anshin/ 

 

〔概要〕 

平成１９年１２月に町内全戸に敷設された光ファイバ網を活用し、タッチパ

ネルのテレビ電話端末を高齢者宅や民生児童委員宅、福祉・医療施設、公共施

設等に設置するとともに、テレビ電話専用のコールセンター（平成２２年６月

１日から奥出雲町社会福祉協議会が委託により運用）を整備する。このテレビ

電話システムを活用しながら、従来からの高齢者支援体制と連携して、高齢者

等が安全で安心な生活ができる環境整備を目指す。 

 

〔コラム〕 

 過疎化・少子高齢化に伴い、医療費の増加や高齢者の安否確認等が行政の大

きな課題となっていますが、これらの諸課題に対して、テレビ電話システムを

有効活用して対応していこうという取組みです。テレビ電話の利用者が主に高

齢者ということで、このシステムを導入するにあたり、協議会を立ち上げて「高

齢者が利用しやすいシステム」について関係者と何度も議論を重ねました。色々

なご意見をいただき、すべての要望を満たすことはなかなか難しいものがあり

ましたが、検討の結果、高齢者の利便性に考慮し、テレビ電話は大画面・高画

質・タッチパネルのものを採用しました。画面構成についてもできるだけ高齢

者でも見やすい画面を心がけました。また、民生児童委員や商工会等にもご協

力いただきながら、運用体制等の検討を行いました。平成２１年１月からシス

テム運用を開始して、約４年間が経ちました。厳しいご意見や要望をいただき

ながら日々システム改修等を行い、進化させながら高齢者に使いやすく、より

身近な物としてテレビ電話を受け入れていただくために、コールセンターから

の定期的な声かけ・安否体調確認、日常抱える問題解決への取り次ぎ、操作説

明・練習等を行っています。また、テレビ電話にタッチすると登録アドレスへ

安否確認メールの送信や離れて暮らす家族とテレビ電話で会話できるテレビ電

話町外モニターや高齢者のテレビ電話が写真立てに変身するデジタルフォトフ

レームと、平成２３年３月からは高齢者へお誕生日やお祝いのメッセージ配信

も行うなど、利用者の希望に応じた改修や新たなサービスといった様々な取組

みをすることで、システムの継続利用に努めています。 

既存の高齢者支援活動や人と人のつながりを基本として、ＩＣＴによりさら

に充実させるため、コールセンターと民生児童委員との継続的な連携を行って

います。願わくは、テレビ電話という情報通信端末を介して、高齢者の希望に

応じた様々な段階の温かな“つながり（絆）”を作り出し、「いつも誰かと“つ



ながっている”」という“安心感”を感じていただければと思っています。将来

的には、高齢者だけでなく、離れて暮らすご家族や住民の皆様にもこのシステ

ムを広く使っていただけるように、様々な方から活用方法等のご提案、ご意見

をいただき、幅広い利用シーンに対応できるようなシステムにしていきたいと

考えています。 

 

 〔事業費（うち公的な補助額）〕 

  ・地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業 

    平成２０年度 約３７百万円（総務省からの委託事業） 

    平成２１年度 約３７百万円（総務省からの委託事業） 

  ・地域雇用創造ＩＣＴ絆プロジェクト 

    平成２２年度 約１２百万円（総務省からの交付金事業） 

 

 〔維持管理費（平成２４年度分）〕 

    機器リース料・保守委託料等 約３３百万円 

    コールセンター委託料    約１１百万円 

 

【 将 来 像 】 

 
  http://www.town.okuizumo.shimane.jp/anshin/ 

  http://www.town.okuizumo.shimane.jp/admin/admin/admin040/040/ 

 

 （問い合わせ先） 

奥出雲町役場 総務課 危機管理情報Ｇ（窓口） ℡：0854-54-2505 

       福祉事務所           ℡：0854-54-2541 

  奥出雲町社会福祉協議会（仁多事務所）     ℡：0854-54-0800 



 

（医療・福祉の充実－１０） 

 

光ファイバ網を活用した「白浜医療情報ネットワーク！」 

（和歌山県白浜町、白浜はまゆう病院） 
 

〔概要〕 

 白浜はまゆう病院（（財）白浜医療福祉財団が運営）の医療情報システムの機能を、

白浜町内に敷設される光ファイバ網の専用回線を利用して、財団が運営する５ヵ所の

診療所（内白浜町立 3）において活用することにより、患者の医療情報を一元的に管

理し、住民が安心して暮らせる医療環境を整備する。 

 

〔コラム〕 

平成１９年度、「地域イントラネット基盤施設整備事業」により整備された光ファイバ

網を利用し、白浜はまゆう病院と財団が運営する各診療所とのネットワ－クの構築が

完了しました。情報を処理するサーバ装置や保存するディスク装置を全て白浜はまゆ

う病院に設置し、遠隔画像診断、電子カルテ、医事会計・オーダリング等のシステム

を各診療所と共同使用を行います。これにより、全てを一つの医療機関のように患者

情報を共有し、一貫した医療を行うことができ、時間外診療であっても白浜はまゆう

病院に行けば継続した診察を行なうことができるなど、より良い医療サービスの提供

が可能となりました。また、ネットワークの導入によって、システムの操作方法が白浜

はまゆう病院と各診療所で統一されるため、急病等によるスタッフの補充を容易に他

施設から派遣することができ、過疎地に所在する複数のへきち診療所の医師をはじ

めスタッフの確保等、診療所を運営維持していく上でも重要な意味を持ちます。この

ネットワークは、現状では財団が運営する医療機関に限られていますが、将来的に

は近隣の中核病院と連携し、他の機関がＷｅｂで参照できるシステムへと発展させ、

最終的には、地域共通のデータベースによる一患者一カルテの構築を目指していま

す。 

 

費用の内訳：国庫補助額（13,963,000 円） 

      市町村負担（24,280,500 円） 

      財団負担 （38,766,500 円） 

 

 

 

 

 



 

診療情報の記録

（所見、処方、検査結果
等）

遠隔画像診断システム

白浜はまゆう病院

電子カルテシステム

画像撮影

入院

退院

通院

診療所

入院が必要となった場合

システムの共有により、具体
的で詳細なデータを直接相互
に参照することが可能となる

自宅

レントゲン、内視鏡等の
画像の参照が可能

白浜医療情報ネットワーク全体構成図

診療情報の記録

（所見、処方、検査結果等）

自宅

相互
閲覧

 

（問い合わせ先）白浜町総務課情報化推進係 ℡：0739-43-6597 

  e-mail：jyouhou@town.shirahama.wakayama.jp 

白浜はまゆう病院 ℡：0739-43-6200 e-mail：s_ozaki@hamayu-hp.or.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（医療・福祉の充実－１１） 

 

加古川地域保健医療情報システム 

（公益財団法人加古川総合保健センター） 

 http://www.kakogawa.or.jp/index.html 

 

〔概要〕 

 このシステムは、コンピュータやＩＣカード（カインドカード）を使って、

地域住民の健康作りを支援する。兵庫県加古川市、稲美町、播磨町では、加古

川医師会などの関係機関と協力して、このシステムに同意し、申込まれると、

健診や検査の結果、病名や処方された薬などの診療に必要な情報を蓄え、病院

や診療所にかかったときに「いつでも、どこでも、だれでも」が安心して適切

な医療サービスを受けられるようになる。 

 

〔コラム〕 

 加古川地域では、地域住民の健康を守り、より質の高い保健医療サービスの

提供を目指し、地域住民の PHD（パーソナル・ヘルス・データ）を一元化し、い

つでも、どこでも、誰でもが、良質な保健医療福祉サービスを受けられるよう

に全国に先駆けて、昭和６３年から「地域保健医療情報システム」を構築し、

順調に稼動しております。 

 約２５年にわたるシステムの運営に関しては、医師会・行政・保健センター

によって構成される保健医療情報システム運営委員会を意思決定機関として、

コンセンサスを確立してきました。また最新技術への対応として、端末環境の

更新やネットワーク基盤を構築し、多目的利用を図り、システムをより充実さ

せるためのシステム評価として、定量的なデータやアンケートによる多角的な

システムの分析などを行ってきました。 

 システム運営経費については、取り組み開始当初から、行政サービスの一環

として行政負担で賄われています。 

 現在では、１２６医療機関でシステムが運用され、１７万人を超える地域住

民の PHD がホストコンピュータに蓄積されております。これは「地域住民の健

康を守り、支援していく」というひとつの目標に向かって、関係各機関が協調

し、前向きに取り組んできた成果であると言えます。 

 



 

（問い合わせ先）公益財団法人加古川総合保健センター ℡：079-429-2100 



（医療・福祉の充実－１２） 

遠隔画像診断サービス 

（株式会社ネット・メディカルセンター） 

http://www.nmed-center.co.jp 

 

〔概要〕 

 医療施設で撮影した患者のＣＴ、ＭＲＩなどの画像を通信回線を活用し、デ

ータセンターに蓄積し、放射線科の専門医師により画像を読影します。読影結

果は医療施設にレポート送信され、主治医の診断をサポートします。このシス

テムを活用し、放射線科専門医による質の高い画像診断情報を遠隔地の医療施

設に提供することにより、診療を支援し医療に貢献することを社呈としていま

す。 

〔コラム〕 

本サービスでは、1回の診断で約５０メガバイトの大容量画像データを病院とデ

ータセンター間で伝送するため、高速通信網の活用が必要不可欠です。現在、

約２１５病院と契約し、1日あたり７５０件程度の頻度で画像の読影を行ってい

ます。また、このシステムのハード・ソフト一式をレンタルする遠隔画像診断

ＡＳＰ（Application  Service  Provider）サービスも展開しており、約１０

施設の遠隔画像診断システムに採用頂き、好評を得ています。 

通信速度への制約は特にありませんが光回線での接続を推奨しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        ※ CT:コンピュータ断層撮影  MRI:磁気共鳴画像装置 

   （問い合わせ先） 

      株式会社ネット・メディカルセンター 

        ℡：092-533-8866 e-mail：information@nmed-center.co.jp  

・医療画像データ管理 サーバ

・読影レポート作成 サーバ

読影センター 病院

CT,MR 画像登録 
読影レポート受領

病院 

データセンター
・医療画像データ管理 サーバ

・読影レポート作成 サーバ

・医療画像データ管理 サーバ

・読影レポート作成 サーバ

CT,MR 画像読込 
読影結果登録 

病院

CT,MR 画像登録
読影レポート受領

CT,MR 画像登録 
読影レポート受領

病院 

読影センター

ブロードバンド網



（教育・学習機会の充実－１） 

 

宮古島市小中学校 校務支援システム 

（沖縄県宮古島市教育委員会） 

 

〔概 要〕 

教職員の事務軽減を目的として、校務事務の効率化・ファイルや情報の共有化を行

い、クラウドを活用する事により自宅など自校外からの安全なアクセスを実現した。 

総務省ブロードバンド・オープンモデル実証実験 

〔コラム〕 

宮古島市（以下、本市）は学校数が多く、広範囲にそして海を隔て離島にも分布して

いるため、文書の受け渡し等の連絡調整が難しく情報の共有・全体の連携が課題となっ

ていました。 本市では学校での校務効率化を図り平成２２年４月に市内小中学校教職員

全員に校務用ＰＣの一人１台の環境を整備しました。校務用 PC の活用により、情報の共

有・連携の強化ができないか、また，校務の軽減を図って教師が子どもたちと向き合う

時間を確保できるのではないかと検討していました。しかし、各学校へのサーバー設置

やシステムの構築などは高価なものが多く予算的に厳しいものがありました。そこで校

務のクラウド化が出来るという総務省の実証実験に参加させて頂きました。これは、光

ブロードバンドを使用して，離れた場所にあるデータセンターで行うことができるもの

です。このシステムだと、回線のスピードさえ確保できれば、自前のシステムを構築す

るより少ない予算で実現が可能で、サーバー

管理の人材も必要ありません。実証実験後、

本市では正式に校務支援システムを採用す

る事にしました。 校務支援システムを導入

するにあたり、実証実験時に教職員の中から、

検討会メンバーを決め、学校での活用方法や

運用の改善点などについて月一回ベースで

の意見交換会を開催しました。正式導入にあ

たって本市では教育委員会に校務サポート

担当も設置しました。 

○セキュリティー対策 

・教育委員会や各学校からデータセンターまでの通信は暗号化（SSL）を実施 

・校務支援システムへは許可された端末のみ接続可能なセキュリティー方式を採用 

・データを保管するデータセンターは 24 時間 365 日有人監視を実施 

※現地データセンターの設備、入退室管理について事前視察を実施 

○利用者サポート 

・操作問合はヘルプデスクにて対応 

・年度更新作業時に、利用者向けの研修会を開催予定 

利用者は宮古島市教育委員会及び、小中学校の全教職員 

教育委員会からの文書等は校務支援システムの連絡掲示板へ掲載。 

教職員は個人連絡の活用により他校の教職員との情報共有に活用されている。 

総務省実証実験「ブロードバンド・オープンモデルに

よる地域課題解決支援システムの検証（小・中学教員

の事務軽減支援）」        総務省ＨＰより 



・今後の課題としましては、多くの自治体でこのソフトの提供を受け、クラウドの特徴

である低料金での導入を行っていく方がベターだ

と思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔活用している通信ネットワーク〕 

ケーブルテレビ回線 （上り５１２ｋｂｐｓ 、下り３Ｍｂｐｓ） 

 

（問い合わせ先） 

宮古島市教育委員会 教育部 学校教育課 学務係 

TEL(0980)77-4944 

E-mail:hiroaki.w@city.miyakojima.lg.jp 

 

 

 

 

個人連絡イメージ図 

連絡掲示板 イメージ図 



（教育・学習機会の充実－２） 

 

伊丹育ち合い（共育）プロジェクト 

（伊丹市立伊丹高等学校） 

http://sns.itamachi.jp/ 

 

〔概要〕 

 「若者が地域に根ざした活動で本気になれば、地域が活性化できる」という

仮説を実証的に実践した取り組みです。リアルな実活動としての社会活動と、

学校と地域社会とをつなぐ仕組みとして地域ＳＮＳ（「いたまちＳＮＳ」）を導

入・活用し効果を上げています。全国でも希少な教育現場への地域ＳＮＳ導入

事例です。地域ＳＮＳを活用し実活動を補完することで、生徒の自発性を生み

出し、その意欲に触発され地域が変わっていくことを受けて、「伊丹育ち合い（共

育）プロジェクト」と名付けています。 

 

〔コラム〕 

本プロジェクトは、若者が自己肯定感を持てず自信を失っていることに対し

て何かできないかと考えました。平成１５年度から高校全校で実施されている

新しい教科である情報科の授業として、地域活性化を場とし情報社会に適応す

る力（社会人基礎力）の育成をねらって企画しました。 

地域での学びには、多くの人的ネットワークという環境が得やすいという利

点があります。生徒にとって学校内だけの関係だけではなく、地域の多様な人

との関わりを持つことによって、想定を越えた多くのことを学ぶことが可能と

なります。特に、商店街におけるイベント（ハロウィンパーティ）の場で、商

店主や地域の方々との共同作業を通じて、人との繋がりや信頼・絆を体得して

います。高校生以上に、この活動を通して地域の大人たちが自分の育ちを実感

できており、キャリア教育として地域の活性化に繋がると考えます。 

この育ち合う地域活動を支えているのが「いたまちＳＮＳ」です。平成１９

年度から活用を開始しており、現在会員数が２，２１３名（高校生７２０名、

卒業生８４２名、一般６５１名、平均年齢が２３．６歳：平成２５年１月７日

現在）。ハロウィンパーティを企画運用している９月・１０月では、メッセージ

４，７２８件（３４６人）、コミュニティトピック閲覧総数２４，４３３件、コ

ミュニティ返信数３，０９０件（３０５人）でした。 

プロジェクトの効果としては、このプロジェクトに関わった卒業生たちが、

地域活動を通じて高校生徒を支援しています。また、ハロウィンパーティでは、

５歳で参加した子どもが、９年後に今度は高校生として企画する側に立つとい

うような、時間を超えたつながりが生まれていることです。伊丹に愛着を持ち、

家族のような見返りを求めない人のつながりが生まれつつあります。 



  （取組みイメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（問い合わせ先） 

伊丹市立伊丹高等学校 

畑井克彦 

℡： 

072-772-2040 

e-mail: 

hata3000@itami.ed.jp 



（教育・学習機会の充実－３） 

 

インターネットｅ－ラーニング教材  

光がつくる！２１世紀サイエンス 

（ホトニクスワールドコンソーシアム(略称 PWC)） 

 http://hikari21.pwc-chitose.jp/top.html 

 

〔概要〕 

 小学校高学年、中学生を対象とした光サイエンスに関するインターネットｅ-

ラーニング教材（千歳科学技術大学監修）。子供たちが楽しみながら学べる、教

育と娯楽を両立させた、「エデュテイメント」なコンテンツの数々。開発にあた

っては、「理科や科学にあまり関心がない」子供たちも引きつけられるよう、ア

ニメーションや実写映像を使う等、表現や内容に工夫を凝らしている。 

 

〔コラム〕 

 我が国が「科学技術創造立国」を掲げるなかで、青少年の「理科離れ」が進

んでいるといわれる状況に、少しでも子どもたちの「理科や科学」に対する食

わず嫌いをなくすためのお手伝いをしたいとの思いで開発をしました。わかり

やすくするために用語解説を入れ、なるべく専門用語を使わずに易しい言葉で

説明するように心がけています。楽しみながら光について理解できる内容にな

っています。利用状況としては月平均千件以上のアクセスがあります。 

利用統計 過去 12 カ月 

 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

１２．３百万円 （子どもゆめ基金助成金１２，１２６千円） 



 

（インターネットｅ－ラーニング教材 ホームページより） 

 

（問い合わせ先）pwc@hello-chitose.jp 



（教育・学習機会の充実－４） 

 

早稲田大学人間科学部 ｅスクール（通信教育課程） 

http://www.waseda.jp/e-school/ 

 

〔概要〕 

 スクーリングを除くほとんどの課程をｅラーニングで行う日本初の通信教育

課程として、2003 年に開設。「人間環境科学科」「健康福祉科学科」「人間情報科

学科」がある。講義は、インターネット経由で動画配信し、時間・場所を選ば

ず受講が可能で、繰り返し学習することができる。講義の受講だけではなく、

インターネット経由で小テストの回答やレポート提出をする。質疑応答等は、

ＢＢＳ（電子掲示板）機能を利用する。ＢＢＳは、教員・教育コーチ・学生間

のコミュニケーションにも活用される。学生は通学制と同様に、正規の大学の

単位を取得することができる。 

 

〔コラム〕 

 2003 年度からスタートしたこのｅスクールは、2012 年 9 月までに 600 名以上

の卒業生を世に送り出しました。これは入学者の約 5 割弱にあたりますが、テ

キストや回答を郵便物で送る従来型の通信教育の世界で、全課程を修了する比

率が 5%程度という数値が常識であった現状からは、想像もつかない成果として

学内外から高く評価されています。さらに卒業生のうち約 2 割が大学院に進学

され、更なる学びのレベルアップに挑戦されています。 

 

（問い合わせ先）早稲田大学人間科学部ｅスクール 

http://www.waseda.jp/e-school/ 



（教育・学習機会の充実－５） 

 

千代田Ｗｅｂ図書館 

（千代田区立図書館） 

 https://weblibrary-chiyoda.com/ 

 

〔概要〕 

 インターネット環境にあるパソコンであれば、２４時間３６５日「電子図書」

を、借りたり返却したりすることができる電子上の図書館。外出困難な高齢者

や来館する時間がない忙しい人でも気軽に図書を借りられるメリットがある。

また、音声や動画再生機能のある学習参考書など、電子図書ならではの資料も

所蔵。（千代田区内在住者、在勤者、在学者限定） 

約５，６００タイトルを所蔵し、毎月約１，０００件のアクセスがある。（2012

年 11 月末現在） 

 

（千代田Ｗｅｂ図書館ホームページより） 

 

（問い合わせ先）千代田区立千代田図書館 

℡：０３－５２１１－４２８９ 

 

 



（教育・学習機会の充実－６） 

 

障壁画等文化財の画像情報配信 

（NPO 法人 京都文化協会） 

http://www.kyo-bunka.or.jp/ 

 

〔概要〕 

日本の長い歴史の中でその文化的創造の中心的役割を担ってきた京都では、

文化遺産が過去から現在へと継承され大切に保存されている。デジタルアーカ

イブとは、この文化遺産をデジタル画像に保存し、文化財の貴重な情報を保管

し後世に正確に伝える。また、文化財をデジタル化し世界へ向けて発信するこ

とで、歴史ある京の伝統産業の活性化が図られ、新しい「京都ブランド」の誕

生を支援している。 

 

〔コラム〕 

 NPO 法人 京都文化協会では、主に京都の文化財のデジタルアーカイブ事業や

日本の文化の国内外への発信事業を行っています。日本の文化財は屏風や襖と

いった和紙製のものが多く、その劣化は西洋の絵画と比べると著しいものがあ

ります。また、建物の一部であることが多く、温度変化の激しい日本において

は美術館など環境を管理された場所への早急な移動が必要となっております。

とはいえ、実際の所蔵先から離れてしまえば、なかなか一般の人々に作品を見

ていただくことができなくなってしまいます。そこで、当財団ではそのような

文化財を最新のデジタル技術によってデータとして保存するとともに、特殊な

和紙に出力したのちに伝統工芸士の手によって金箔加工等を施し、実物にきわ

めて近い複製品を制作しています。そのようにして制作した文化財の複製品を

元の所蔵先の寺院等に設置し、本物は美術館等にて厳重な温湿管理をすること

により文化財保存に貢献する活動を行っております。 

 また、活動は保存のみにとどまらず、そのような複製品を利用した国内外へ

の日本の文化の発信に力を注いでおります。本物を海外に持ち出すことは非常

に困難であり、展示環境も厳しく制限されます。そこで当財団においてアーカ

イブした複製品を利用し、より多くの方に日本の文化に触れていただければと

考えております。本年は、現在キヤノン株式会社と共同で遂行しております『文

化財未来継承プロジェクト』（愛称：綴プロジェクト）の第 2 期が終了し、4 月

より第 3 期が始まる年となります。様々な文化財の高精細デジタル撮影、そし

て高精細複製作品の制作に注力することで、今後も日本文化の保存、発信事業

に努めていき、国内外にその素晴らしさを伝えていく活動を行ってまいります。 

  

 



（NPO 法人 京都文化協会ホームページより） 

 
（問い合わせ先）NPO 法人 京都文化協会 ℡：075-354-8195 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（教育・学習機会の充実－７） 

 

学校間インターネットビデオ配信 

（大阪府岸和田市） 

 

〔概要〕 

 光ブロードバンド網で学校間を接続し、学校放送や公開授業の配信、テレビ

会議による情報交換を行なうことで、児童・生徒のコミュニケーションを促し、

ニューメディアへの関心と理解を深めるといった教育的効果を目的としている。   

また、映像コンテンツだけでなく教材・資料等を登録しデータベース化する

ことで、教職員の情報共有を進め、教材や試験問題作成の労力を削減し、教育

の質を高めることを目指している。 

 

〔コラム〕 

本システムは、テレトピア計画で整備された「学校間双方向システム」をイ

ンターネット技術によって発展させたもので、リアルタイム通信だけでなく、

過去のデータを蓄積し、有効活用することを目的としています。運用に関して

は、各校の情報教育担当教員を中心とした会議で決定されており、教育コンテ

ンツの登録についても教職員の要望から実現しました。 

なお、月額使用料は 105,000 円となっています。 

 

（岸和田市資料より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先）岸和田市企画調整部情報政策課 TEL072-423-9514 

        e-mail：jousei@city.kishiwada.osaka.jp 

インターネットデータセンター 科学技術教育センター

各中学校（11校）

・
・
・

各小学校（24校）

・
・
・

ビデオ配信サーバ

ＣＡＴＶ伝送装置

管理用パソコン

市役所

パソコン

学校間インターネットビデオ配信システム

パソコン パソコン

プロキシサーバ プロキシサーバ

センターモデム

モデム

モデム

モデムモデム

インターネット

Ｗｅｂサーバ

ビデオカメラ

ルータ ルータ



（農林水産業のＩＣＴ－１） 

 

とくしま農山漁村ポータルシステム 

（徳島県） 

 

〔概要〕 

 徳島県では、総務省事業「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業（平成２０年度

補正）」の採択を受け、徳島県の農林水産業・農山漁村の活性化を目的に「とく

しま農山漁村ポータルシステム」を開発しました。 

 

〔コラム〕 

人と地域を結ぶ情報発信と情報交流の仕組みを構築し、徳島県の地域活性

化・農林水産業の活性化を図ります。 

誰もが簡単、便利、手軽に徳島県の地域情報・農林水産業に関する各種情報

等を入手でき、ありのままの徳島県を知ってもらうとともに、各種農林水産関

係スポットへの案内などを地図情報や動画情報とともに提供します。 

 

参考 URL http://www.ittoku.info/KenminPortal/portal/portal.jsf 

 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  ４１,６０１千円（平成２０年度構築費用） 

 

（「とくしま農山漁村ポータルシステム」より） 

サイトトップ画面イメージ

サイト名 ・YouTubeやGmailのIDで利用できます。
・記事投稿はWeb上から簡単に行えます。

・全ての情報を地図上で確認できます。
・画像や動画を使った記事が作成できます。

・道順や所要時間を調べることができます。
・おすすめルートとして公開することも可能です。

・記事にコメントを残せます。
・評価の高い記事は人目に付きやすくなります。

・現場ですぐさま情報を投稿できます。
・シンプル操作で情報の検索や閲覧ができます。

とくしま農山漁村ポータルシステムの５つの特徴とくしま農山漁村ポータルシステムの５つの特徴

 

 

（問い合わせ先） 

徳島県地域情報課ＩＣＴ利活用担当 

℡：088-621-2117 

e-mail：chiikijouhouka@pref.tokushima.lg.jp 



（農林水産業のＩＣＴ－２） 

 

-ｅまちづくり事業-りんごまるかじり条例実証モデル事業 

（青森県板柳町） 

http://www.town.itayanagi.aomori.jp/marukajiri/top.html 

 

〔概要〕 

消費者に安心安全なりんごを提供するために制定した通称「りんごまるかじ

り条例」の実行手段として、「りんごまるかじり条例実証事業」を実施。  Ｉ

Ｔ技術導入による側面的支援を図る目的で設けたアカウンタビリティとトレー

サビリティを実現するため、農産物一品ごとの生産者プロフィール、りんごの

生産履歴や取引情報など、さまざまな情報が閲覧・登録できる「生産情報公開

システム」が事業の核。 

 

〔コラム〕 

平成１４年に発生した「無登録農薬問題」により大きな打撃を受けた板柳町

は、失った信頼回復のため、県内で唯一の町内りんご園のサンプリング調査を

行なった結果、百貨店等の流通関係者から高い支持を受け、信頼を回復するこ

とができました。この問題が契機となって、消費者が安心して安全なりんごを

食べることができるシステムを整備することを目的とした「りんごまるかじり

条例」（通称）が制定され、その実行手段として「りんごまるかじり条例実証モ

デル事業」による、トレーサビリティシステムが導入されました。 

当町のシステムの特徴は、生産情報の公開によって安全性の確保を図る「り

んご生産情報」と、りんごに関する知識や歴史を消費者の皆様に公開する「ヴ

ァーチャルりんご博物館」で構成されており、りんごに関する総合的な情報を

公開するシステムを目指しました。この二つのシステムを短期間に同時開発し

たため、りんごの生態や歴史、農薬の使用基準等の情報収集に多くの労力と時

間がかかりました。特に苦労したのが、農薬の適正使用に関するチェックシス

テムと、消費者が生産情報を検索するための方法でしたが、「ＳＥＩＣＡネット

カタログ」（食品流通構造改善促進機構）と連携することにより、認証シールに

印刷された二次元バーコード（ＱＲコード）で携帯電話やパソコンからの検索

が可能となりました。栽培日誌や防除日誌の登録方法を日本語入力ではなく、

短時間に入力できるようデータをコード化してＯＣＲで読み取る方法を採用し

ました。しかしながら、高齢化が進んでいる現状では、どうしても馴染まない

生産者が多いため、今後は日誌の様式や記入方法を分りやすいものにしたいと

考えております。生産者の多くはトレーサビリティの主旨に賛同していますが、

日誌を書くことに関してはまだまだ積極性に欠けている現状です。また、「無登

録農薬問題」以降、生産者、指導機関、農薬販売業者が一体となって取り組ん



でいるため、農薬使用に関してのトラブルは発生しておりません。今後の展開

としては、弘果市場と津軽りんご市場でも同様のトレーサビリティを運用して

いるため、日誌の記帳が重複して生産者の負担になっているため、連携したシ

ステム運用を図ることで、生産者の負担を軽減したいと考えております。 

  

  システム開発費 ７．５６百万円（eまちづくり交付金） 

 

（板柳町のホームページより） 

 
（問い合わせ先）    板柳町経済課農政係 

                        電 話 0172-73-2111（内線312・315） 

                        ＦＡＸ  0172-73-2120 

 

 

 



 

（農林水産業のＩＣＴ－３） 

 

豊後牛の個体識別番号入力によるトレーサビリティシステム 

（ＪＡ全農おおいた） 

http://www.jaoic.net/bungogyu/ 

〔概要〕 

消費者が豊後牛肉を安心して食すため、「出生日、血統、飼育者、飼料内容、

ＢＳＥ検査」を全て証明するシステム。 

 

〔コラム〕 

平成１３年に発生した BSE は、肉用牛農家にも消費者にも大きな影響を及ぼ

しました。このような BSE などの病気が発生した時の対策のため、現在では日

本のすべての牛に１０桁の番号（個体識別番号）を付けて登録しています。そ

れとは別に、JA 全農大分県本部では、消費者の皆様に安心して牛肉を食べてい

ただけるよう、牛肉の生産履歴情報を消費者のみなさんにお知らせする「豊後

牛肉通行手形」を発行するようになりました。これは、消費者の皆様が「豊後

牛」を安心してご購入していただけるよう｢出生日、血統、飼育者、飼料内容、

BSE 検査｣をすべて証明するシステムです。このシステムでは、通常の生産履歴

に加え生産者の写真をのせています。生産者の顔が見える事で、より安全で安

心な豊後牛をアピールする事ができます。消費者の皆様だけでなく小売店から

の評判もよく、店頭に通行手形を表示して豊後牛を販売している所もあります。 

全ての牛肉は、BSE 検査を行い安全を確認されたものですので、安心してお召し

上がり下さい。 

（ＪＡ全農おおいたのホームページより） 

 
（問い合わせ先）全国農業協同組合連合会大分県本部（ＪＡ全農おおいた） 

℡：097-544-9997 



（生活・行政サービスの向上－１） 

 

見守り・告知ネットワーク「サイボード」 

（青森県佐井村） 

 

〔概 要〕 

「情報格差を克服した安心安全な発展できる村づくりを目指して」をテーマとし、

地域間及び世代間での情報技術スキルと利用環境格差からくる情報享受の不平等状態

をなくし、全村民がＩＣＴ技術の恩恵を受けることができる仕組みづくりと、ＩＣＴ

利活用による安心安全な生活環境を整える仕組みづくりを目的とする取組み。 

〔コラム〕 

簡単な操作で利用できる情報端末を全世帯に配置し、世代間・世帯間格差を補完し

たシステムとネットワークを構築しました。高齢者の安否確認、行政情報の配信のほ

か年金や子育てなどさまざまな分野の相談受付にも活用しています。 

 システムの機能として 

① 告知・情報提供機能 

役場及び公共的団体からのイベントやお知らせの情報が表示される機能。この

機能によりこれまでパソコンや携帯電話を活用できなかった住民に対してもリア

ルタイムな地域の情報を配信することを可能にしました。 

② 安否確認機能 

関連団体から高齢者見守り対象者に安否確認を行う機能。この機能により毎日

呼びかけを行い、見守り対象者に安心感を持たせています。 

③ 相談・問合せ要求通知機能 

役場関係課に相談等がある場合に、メールで相談をする機能。この機能により

役場へ問合せするのが苦手な人などが気楽に相談できるようになりました。 

④ メール受信機能 

役場やあらかじめ認証・登録された第３者からのメールを受信でき、メールに

添付された写真などの画像をアルバム管理できる機能（フォトフレーム機能）。こ

の機能により遠方にいる親せきや子ども、孫などのメールにより送られた写真を

受信し表示できるようになり、電子メール受信及び画像データの簡便な利用手段

を提供しました。 

 今後の展開として 

システム導入により健康診断の一次申し込みや、相談・訪問依頼のような福祉行政に

関する利用や、簡易的なアンケート収集等、即自的且つ低コストの情報収集に利用す

ることを計画しており、その効果が大いに期待されています。 

  また、ICT 利活用の新たな地域コミュニケーションツールとして、本システムの役割

は大きいものがありますが、システムの簡便なコミュニケーションツールと新たな配

信コンテンツの創出は同時に、合理的な利用方法と運用体制の確立が求められていあ

ます。そのため、サービス提供団体の体制維持の継続等の課題が見えてきています。 

  結果的には「人」が動いてサービス提供が行われるため、情報や要望だけが錯綜し、

対応しきれなくなる恐れを考慮する必要があります。システムとして「新たなコンテ



ンツや情報提供」を追加し得ることと、実際に人が動いてサービス提供できることの

バランスを取っていくことが今後の検討課題となっています。 

〔事業費〕 ６７，３３３千円（地域情報通信技術利活用推進交付金事業を活用） 

 

【システム概念図】 

 

【機器名及び機器の概要】 

  製品名：ＳＩＩＴ（シート） 

（Small Image Information Terminal） 

  愛 称：サイボード 

（佐井村の案内板という意味） 

  概 要：簡単な操作で利用できるタッチパネル付 

小型画像情報端末機 

（７インチ型、無線 LAN 機能内蔵） 

 

 

（システムプロデューサー） 

  青森公立大学地域研究センター長 香取 薫 

 

（問い合わせ先） 

 佐井村役場 総務課総務・情報部門 

 TEL   ０１７５－３８－２１１１ 

 E ﾒｰﾙ  si-system@sai.e-shimokita.jp 

 



（生活・行政サービスの向上－２） 

 

巡回移動連絡車による行政サービスの取り組み 

（鹿児島県薩摩川内市） 
 

〔概 要〕 

  薩摩川内市は、全国的にも稀な外海離島（甑島）を含めて誕生した市で、甑島の中

でも、特に下甑地域は、支所までの距離が遠く交通の便が悪い集落が多く過疎と高齢

化が進行している集落が点在している状況にある。 

この点在する地域住民に対する行政サービスの向上は、従前から大きな課題であっ

た。そこで、平成２０年２月にこれらの問題を解決するため、巡回移動連絡車と地区

コミュニティセンター間を専用のネットワークで結び、通常窓口と同様のサービスを

実現できる新たな巡回移動連絡車を運用することとした。 

〔コラム〕 

甑島下甑地域では、市町村合併前から巡回移動連絡車による地域に出向いての証明

交付事務のサービスを行っていた。しかし、その方法はＦＡＸ送信によるデータ転送

のため、証明書の印字が不鮮明で、かつ支所職員の対応も必要であり、誤送信などの

リスクもあった。 

  そこで、平成１７年度に証明書自動交付機を導入したときの住基カードを利用した

システムに変更することで、これらの問題点解決と住民に対するサービスの向上につ

ながるシステムとして考案した。 

これは、巡回移動連絡車と地区コミュニティセンター間を専用のネットワークで結

ぶことにより、車内で通常窓口と同様のサービスを実現するものである。 

具体的には、下甑地域の各地区のコミュニティセンター等５ヶ所に、専用端末とプ

リンタを搭載した車が事前に計画された日程で定期巡回し、住民は、指定の時間帯に

出向くことにより車内で市役所の窓口と同様に端末を使い証明書発行を受けられるサ

ービスである。 

また、巡回移動連絡車からは無線 LAN で各地区のコミュニティセンターネットワー

クとアクセスすることにより、車載バッテリーからのインバータ電源供給と併せ、有

線によるネットワークや電源供給が必要としないシステムで、操作性が高いものとな

っている。 

戸籍謄本等の交付についても平成２２年                   

７月に認容され、現在、住民票の写し、印鑑 

証明書、所得課税証明などとともに交付を行 

っている。 

なお、このサービスは対象地区の高齢者を 

中心に大変好評であり、本市の高齢化や交通 

アクセス等の現状を鑑みると、今後は、本年 

３月から開始予定であるコンビニ交付サー 

ビスと併せて、全市域の同様の地区コミュニ 

ティセンター等にも導入できないか検討し 

ていく必要がある。 

〔事業費（うち、公的な補助額）〕 
自然豊かな甑島のナポレオン岩 



【導入経費】 

○車両、備品一式・・・・・・・・・・・・・３，２４５，０００円 

○ネットワーク、端末構築経費 一式・・・・２，０４５，４００円 

       合 計 ５，２９０，４００円 

（うち、（財）地方自治情報センター（LASDEC）半額助成） 

【維持経費】 

○燃料代、整備費  (年間)・・・・・・・・・・・３００，０００円程度 

○ネットワーク等保守経費（自動交付システムと共用のため費用の発生はない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

薩摩川内市役所 市民課 住民グループ 

TEL  代表 0996(23)5111 

E ﾒｰﾙ jumin@city.satsumasendai.lg.jp 

■下甑地域で導入した巡回移動

連絡車の外観 

■車内では、職員が専用端末と

プリンタを使って証明書を発行

巡回移動連絡車機器構成図



（生活・行政サービスの向上－３） 

 
ＴＶ会議を活用した「新しいコミュニケーション」によるまちづくり 

（富山県南砺市） 
 

〔概 要〕 

ＩＣＴの進化に伴い、身近なものになってきたＴＶ会議システムについて、産業、

医療、福祉の各分野に適した、使い易くて安価で安心・安全な３つのＴＶ会議システ

ムを整備・活用し、円滑で効率的なビジネス会議をはじめ、遠隔医療、遠隔デイケア、

地域や遠方親族による見守り、防災情報の共有などを促進し、企業と企業、企業と人、

人と医療、人と安全を繋ぎ、人が集い、支え合う「新しいコミュニケーション」を形

成する「まちづくり」に取り組んでいます。 

 

〔コラム〕 

南砺市は、人口の減少・少子高齢化が進展する中、面積の約８割を山林が占め居

住地域が分散しているほか、豪雪地域も多いことから、市民の移動や交流、生活、

経済等の様々な活動に課題を抱えています。 

一方、市内全域に、ＣＡＴＶのブロードバンドネットワーク網が整備されている

ことから、近年、急速に普及が進む「ＴＶ会議システム」を活用し、人・モノ・情報

の発信・交流を促進することで、産業の振興や住民サービス・福祉の向上、地域コ

ミュニティの形成を図るなど、自然・文化・交流が織りなす「住み良い元気なふれあ

いのまちづくり」を推進するため、次の３つの施策に取り組んでいます。 
 
（１）ＴＶ会議を活用した産業の振興 

  既存のパソコンとインターネット環境があれば、直接対面と同様の打合せや情

報 

の共有など、企業活動等に必要な業務環境を安価に提供できる「対面型オフィス間 

連携システム『ＴＡＩＭＥＮ』」を整備し、市内企業等と海外・大都市圏の企業等

を結び、基盤の強化や生産効率の向上など地域産業の振興と若者等の定住の促進

を図っています。 
 
（２）ＴＶ会議を活用した遠隔コンサルテーションによる医療サービスの充実 

南砺市医療情報ネットワークと電子カルテシステムを基盤に、ＴＶ会議を組合

わ 

せた「遠隔医療コンサルテーションシステム」を整備し、南砺市民病院の小児科・

産婦人科等の専門医が、山間へき地にある診療所の総合診療医による診察をサポ

ートするなど、専門医不足の解消と住民への医療サービス等の向上を図っていま

す。 
 
（３）ＴＶ会議を活用した地域ぐるみの高齢者の生活支援体制づくり 

  少子高齢化の著しい集落の高齢者独居世帯を中心に、地域住民のコミュニケー

シ 

ョン不足や生活不安を解消するため、高齢者にも使い易い「そくさいネット『ふれ

 



ｉＴＶ』システム」を整備するとともに、サポートセンターや介護施設、地域民間

企業等を結び、いつでも・簡単に・すぐ隣にいるかのような地域ぐるみの高齢者

の生活支援環境をつくるなど、高齢者の福祉サービスの向上と限界集落の地域コ

ミュニティ再生、地域の活性化を図っています。 
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〔問合せ先〕 

 南砺市 市長政策室 企画情報課 

  TEL：0763-23-2032  e-mail：info@city.nanto.lg.jp 



（生活・行政サービスの向上－４） 

安否確認・緊急通報サービスの提供について 

（大分県 豊後高田市） 
大分県豊後高田市では、平成１７年３月の市町村合併に伴い策定した新市建設計画及

び総合計画において、ケーブルネットワーク施設整備を最重点プロジェクトとして位置

づけ、市内全世帯を対象とした光ファイバ（FTTH 方式）によるケーブルネットワーク

網を構築し、市内全域で高速情報通信網を活用した様々なサービス（各種行政情報の提

供、高速インターネット、多チャンネル放送、各種在宅サービス）の提供を行うことで、

都市との情報格差、市内中心部と周辺部との情報格差の是正、地上デジタル放送への対

応及びテレビ難視聴地域の解消を目的として、平成１８年度から２０年度にかけ、国の

支援をいただき、市内全域に施設整備を行いました。 

特に一人暮らしの高齢者の緊急時（災害、病気等）における早急かつ迅速な支援体制

の整備を図り、高齢者福祉の充実を図ることを目的とし、このケーブルネットワーク施

設の通信における双方向性技術を活用した緊急通報や安否確認サービスの提供を行っ

ています。 

このサービスは、これまで提供していた緊急通報や安否確認システムでは、連絡体制

や迅速な対応に限界があり、従来型システムの課題を解決し、スピーディな見守り体制

が可能となりました。 

具体的には、緊急通報サービスの場合、８０歳以上の方、６５歳以上で虚弱な方、重

度の身体障がいのある方等で、各家庭に設置した IP 告知端末の緊急ボタンを押すこと

で、通報先連絡員２名へ通報が行き、連絡が取れない場合は、消防署救急隊へと順番に

通報が行き、緊急時の初期対応として、いち早く利用者宅へ駆けつけ、状況把握や救援、

援助等の対応をして頂くことを目的としています。 

また、安否確認サービスについては、８０歳以上の方、重度の心身障がいのある方、

７０歳以上で心身に不安を抱える方の利用者宅に設置した「人感センサー」の情報を告

知端末機器から安否確認サーバを通じて、社会福祉協議会のパソコンに表示させ、午前

４時から午前９時までの間に「人感センサー」に反応がない場合、あらかじめ指定した

近隣の協力者に社会福祉協議会から安否確認の依頼を行い、協力者に連絡が取れない場

合は、社会福祉協議会の職員が直接訪問し、安否を確認するものです。 

なお、８０歳以上の方へは、 

これらのサービスは無料で受け 

られ、そのほかの方へは人感 

センサーの助成を行うなど、 

負担軽減を行っております。 

また、８０歳以上で構成する 

世帯の方に対しては、ケーブル 

テレビ利用料の免除を行うなど、 

この緊急通報・安否確認サービスの福祉の充実を図ることを目的として、免除の制度を

設けております。 

このように、「緊急通報システム」「安否確認システム」をセットにすることで、緊急

時には自分で２４時間いつでも外部に連絡することが出来るとともに、自らが通報しな

いときでも定期的に外部からの安否の確認が受けられ、一人暮らしの高齢者の方でも安
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心して生活していただける情報通信基盤を活用した環境整備を行いました。 

 

〔豊後高田市〕 

■市の概要 

豊後高田市は、大分県の北東部、国東半島の西側に位置し、平成１７年３月３１日に

豊後高田市、真玉町、香々地町の３市町が合併して、面積２０６．６平方キロメートル、

人口約２６，０００人の新豊後高田市が発足しました。 

瀬戸内海に面し一年を通じ温暖な気候に恵まれ、海岸部は「長崎鼻」に代表されるリ

アス式海岸や「日本の夕陽百選」に選ばれた真玉海岸、山間部の夷耶馬等、自然豊かな

景色に恵まれ、６箇所の温泉もございます。また、国宝富貴寺をはじめとする「六郷満

山文化」の仏教遺跡、宇佐八幡の荘園として中性の荘園村落風景を色濃く残し、平成２

２年８月５日に国の重要文化的景観にも選定された「田染荘小崎の農村景観」など多く

の歴史的文化の豊かなまちです。 

近年では、商店街が最もにぎやかで元気であった昭和３０年代のにぎわいを取り戻そ

うと「商業と観光の一体的振興策」として、平成１３年からスタートした「昭和の町」

は年間４０万人の観光客にお越しいただき、昔懐かしいボンネットバスの復活により、

訪れる方々に大変好評をいただいております。 

また、「１０年後に市人口３万人」の目標を掲げ、独身男女の「婚活」を地域ぐるみ

で支援することや、学びの21世紀塾やCATVを活用したテレビ寺子屋といった学校と家庭、

地域が一体となった「教育のまち」を推進し、ご紹介した高齢者の安心・安全対策の他、

健康なまちづくりで地域の元気力を向上させることや、安価な宅地を大規模に造成する

計画など様々な定住対策と観光面に力をいれております。是非、豊後高田市へお住みく

ださい。   

   
 

 

（問い合わせ先） 

■大分県豊後高田市 企画情報課  

大分県豊後高田市御玉 114 番地 

TEL0978-22-3100 FAX0978-22-2725 

e-maill：project@city.bungotakada.oita.jp 

■ケーブルネットワークセンター 

大分県豊後高田市中真玉 2144 番地 12   

TEL0978-53-5114 FAX0978-25-4363  

豊後高田市 URL  http://www.city.bungotakada.oita.jp 

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ URL http://www2.city.bungotakada.oita.jp/catv/index.html 

昭和のまち 田染荘 真玉海岸の夕陽 



（生活・行政サービスの向上－５） 

 

地区長の顔が見えるお知らせの配信 

～双方向告知通信システムを活用した動画での地区放送～ 

（新潟県村上市山北地区） 

 

〔概要〕 

 山北地区では、双方向告知通信システム「知らせますケン」を導入し、光ブ

ロードバンドネットワークを通じて、顔の見える告知放送を行っています。行

政（山北支所）からの情報だけでなく、各地区長が自主的に簡易放送機能を利

用し、地区内に集会の案内や連絡事項の伝達を行えます。簡易放送は告知端末

からテレビ電話機能を利用し、動画で情報配信するため、文字を打つ手間はな

く、視覚的に案内ができます。  

 

〔コラム〕 

 山北地区には４８の集落（地区）があります。その各々に区長がおり、通常、

行政のお知らせの伝達や広報誌の配布など、地域に必要な情報を届ける重要な

活動をされています。そのため、今回はより情報を早く簡単に伝達できるよう

に各戸に設置した告知端末を利用し、区長から各区内にテレビ電話を利用した

簡単なグループ放送を実現させました。端末は各戸に設置した通常の告知端末

をそのまま利用します。ただし区長の端末だけセンターで簡易放送機能を追加

するよう設定します。設定すると、トップ画面にマイクのボタンが現れ、ボタ

ンを押すとカメラに映った映像を録画し、グループ放送として地区内に一斉送

信出来ます。お知らせを配信する際は、配信ボタンをタッチするだけで、簡単

に操作できます。また、動画でお知らせするので、わかりやすくより正確に情

報が伝えられます。聞き逃しても再生は何度でもできて、便利です。通常のシ

ステムは放送装置が別に必要になりますが、このシステムは１台で可能なため、

場所もとりません。 

 また、区長が変わった場合でも、センターで簡易放送が出来る端末の権限を

変更するだけなので、端末を移動させたり、それに伴う工事等が必要が無く、

運用面でも負担を減らすことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（問い合わせ先） 

東日本電信電話株式会社 B&O 事業推進本部 公共営業部 TEL：03-6803-9055 

株式会社アイ・コミュニケーショ 

e-mail shinchi@i-communication.co.jp  

 



（生活・行政サービスの向上－６） 

 

地域ポータルサイト「マイタウンクラブ」 

（神奈川県厚木市） 

http://www.mytownclub.com/ 

 

〔概要〕 

 厚木市が2004年から市のホームページとは別に運営を始めたネットサービス。

図書館の蔵書検索・予約、公共施設予約、各種講座・イベントの申し込みなど

のサービスが利用できます。また 08 年 3 月からは、「あつぎ地域ＳＮＳ」を開

始し、会員を中心に、地域の人々の交流を深める取り組みを進めています。 

【日経地域情報化大賞 2008 地域活性化センター賞受賞】 

 

〔コラム〕 

本サイトは、これまで行政情報だけを提供してきた「マイタウンクラブ」に

対し、平成 19 年度「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」に採択されたことをき

っかけとして、「地域経済の活性化」「生涯学習の充実」「地域コミュニティの再

生」を目指し、「官民が連携した地域連携ポータルサイト」として大幅に機能を

拡張したものです。リニューアル後の新たなサービスは、地域の店舗・サービ

ス情報、自治体と民間事業者の講座情報の一括提供、マイタウンクラブ 10 万件

（当時）の登録者を対象とした地域ＳＮＳの 3種類です。民間事業者の情報は、

バナー広告などと同様の広告掲載事業として位置づけ、月 500 円の掲載料を徴

収し、事業全体の運営費に充てています。従来、広告費の予算が少なかったり、

自社のホームページを持つことができなかったりした小規模な店舗をターゲッ

トとすることで、地域に埋もれている有益な情報を顕在化することが可能とな

ります。さらに民間事業者（有料登録者）は、あつぎ地域ＳＮＳ内のブログや

コミュニティを利活用し、店舗のＰＲや地域住民とのコミュニケーションを図

ることができます。また、地域ＳＮＳについても、これまで民間のＳＮＳやブ

ログなどを利用したことがない方をターゲット（会員の約半数は、40～60 歳代）

とし、シンプルで利用しやすいサービスを提供することで、地域住民のつなが

りやコミュニティの活性化を図っています。2011 年 11 月現在のデータでは、地

域ＳＮＳの会員数：3906 件、コミュニティ数：289 件、ブログ・トピック数：

約 1,700 件／月、コメント数：約 5,200 件／月という状況です。 

また、本サイトの運営をサポートするボランティア団体「マイタウンサポー

ターズクラブ」（会員 43 人）がサイト内のパトロールやまちかどレポートを実

施するなど、地域の人づくり、まちづくり事業としても効果を上げています。 

 



 〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  74 百万円（64 百万円：国庫委託金）※2007 年度構築分 

 

（マイタウンクラブのホームページより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

厚木市 情報政策課 

 ℡：046-225-2459 e-mail：1300@city.atsugi.kanagawa.jp 



（生活・行政サービスの向上－７） 

 

気象情報・除雪情報の Web 提供 

（青森県弘前市） 

http://www.ring-o.jp/ 

 

〔概要〕 

 平成 19 年度、市内 15 箇所にカメラ・気象センサー（積雪・気温・雨量）を

設置し、その地点の現在の道路状況、交通量、積雪量、気温等の情報を効率的

に収集し、その情報を市のポータルサイト Ring-O(リンゴ）の Web 版、携帯版、

専用ディスプレイへ配信しました。また、除雪状況をパソコンや携帯電話へお

知らせする仕組みや市民が携帯電話を利用して除排雪要望できる仕組みを構築

しました。 

  【平成 19 年度 地域 ICT 利活用モデル構築事業】 

 

〔コラム〕 

 平成 18 年度の世論調査において、雪対策に不満を持つ市民が 7割を超えてお

り、この不満解消が市の喫緊の課題であることが判明しました。そこで、ＩＣ

Ｔを利活用して、地域課題である雪対策に取り組み、その不満度を下げ、「快適

でふれあいのある雪国生活の実現」を目指すこととしました。平成 19 年度は、

主に 3 点の取り組みを行いました。1 つめは、市内 15 箇所にカメラ及び気象セ

ンサーを取り付け、道路状況や気象情報を既存の市ポータルサイト Ring-O（リ

ンゴ）の Web 版、携帯電話版、専用ディスプレイから見られるようにしました。

2つめは、除雪車の運行状況をパソコン及び携帯電話で見られるようにしました。

これまでは、除雪業者と事務担当だけで情報交換をしていましたが、その情報

を市民にもお知らせするようにしました。3つめは、市民が携帯電話を利用して

除排雪の要望を行える仕組みにしました。積雪時になると、市民からかかって

くる除排雪要望の電話が混み合って繋がらないため、その代替ツールとして携

帯電話を利用した要望システムを構築しました。要望の際には、現場の写真を

添付することも可能で、電話で聞くよりも状況がより明確に把握できるように

なりました。成果と課題について分析すると、成果については、利用者にアン

ケートを行った結果、半数以上の方から満足だったとの回答を得ており、市民

ニーズに応えるシステム構築であったと考えております。しかしながら、まだ

まだ周知されていないことが大きな課題と考えており、今後はシステムの改良

を行いつつ、市民への周知活動を積極的に行っていく予定です。 

 

 〔事業費（うち公的な補助額）〕 

  62 百万円（62 百万円：総務省、地域 ICT 利活用モデル構築事業） 

 



（弘前総合情報サイト Ring-O Web のホームページより） 

 

 

（問い合わせ先） 

 弘前市 情報政策課 情報化推進係 

 ℡：0172-35-1133 e-mail：jouhou@city.hirosaki.lg.jp 



（生活・行政サービスの向上－８） 

 

子育て支援ポータルサイト 

（ＮＰＯ法人はままつ子育てネットワークぴっぴ） 

http://www.hamamatsu-pippi.net/ 

 

〔概要〕 

 浜松市と協働で制作・運営している子育て支援サイト。行政情報と民間情報

を一度に見ることができ、子育て中の親の視点で情報発信している。子育て中

の親の「知りたい」「相談したい」「つながりたい」に応える内容を目指してい

る。【日経地域情報化大賞 2006 日本経済新聞社賞受賞】 

 

〔コラム〕 

浜松市及び周辺地域の人々に対する子育て支援を目的に、子育てに関する団

体及び個人の相互の情報交流を支援し、地域社会における市民活動団体・行政・

企業・学校等が連携するための環境を作り、豊かな地域社会の形成に寄与する

ために活動しています。ホームページ及び携帯サイトでは、子育てに役立つ行

政情報と民間情報を合わせて発信しており月に 7 万件以上のアクセスがありま

す。このホームページは、主に 5つの情報カテゴリーに分れています。 必要と

する情報に応じてご覧いただくことが可能です。（１）知りたい：子育てに関す

るいろいろな情報を知りたいとき。（２）相談したい：子育ての悩みや困りごと

など、どこに相談できるか知りたいとき。（３）つながりたい：子育ての仲間が

ほしいとき、育児サークルやイベントなどに参加したいとき。（４）年齢別情報：

妊娠から小学校低学年まで、それぞれの年齢で必要なこと。（５）口コミ情報：

ユーザー参加型のブログ、twitter、facebook 等ソーシャルメディア。 

ぴっぴにはどなたでも参加することができます（正会員、賛助会員は年会費

制、ぴっぴサポーターは無料）。また、ぴっぴを応援する企業や専門家の皆様の

運営支援お待ちしております。孤独な子育てをしている現代の親たちに元気の

素を提供できるのは、企業、大学、行政、団体、そして地域の人々に他なりま

せん。それぞれがつながることにより情報が行き渡り、地域の子育て環境が良

くなれば、それがそれぞれの場の働き手に対する支援にもなります。そして親

たちが、私たちの住む街が元気になっていくのではないでしょうか。 ぴっぴ

のホームページはこうした情報提供の場、きっかけづくり、連携の場として役

立つことを目指していますが、運営していくにはたくさんの人々の活動が必要

で、ボランティアの領域だけではとても活動を継続することはできません。ぜ

ひみなさまの応援をよろしくお願いいたします。 

 

 〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  ４．５百万円（浜松市） 



 

（ＮＰＯ法人はままつ子育てネットワークぴっぴのホームページより） 

 

 

 

（問い合わせ先） 

 ＮＰＯ法人はままつ子育てネットワークぴっぴ 

 ℡：053-457-3418 e-mail：pippi@hamamatsu-pippi.net 



（生活・行政サービスの向上－９） 

 

ごみの便利帳 家庭用ごみの分別データベース 

（愛媛県松山市） 

http://www.city.matsuyama.ehime.jp/ 

 

〔概要〕 

「まぜればただのごみ、分ければ大切な資源」の考えの下、市民の家庭用ご

み分別の手助けとして、市ホームページに家庭のごみ分別検索を可能とするご

みの便利帳を用意している。 

 

〔コラム〕   

松山市においては、平成１８年４月から、ごみの分別を見直し、新たな分別

方法での排出を実施することとなりました。変更開始後の混乱を軽減するため、

事前の周知広報に力を入れることとし、８００箇所を越える町内会でそれぞれ

説明会を開催するとともに、新分別に応じた「ごみ分別はやわかり帳」の作成

等を行いました。特に「ごみ分別はやわかり帳｣については、キャラクターを起

用し、基本的な分別を分かりやすく表現した活用性の高いレイアウト・デザイ

ンに留意しました。また、約 1,600 品目を 50 音順に掲載し、「辞典」代わりに

利用できるものとし、全世帯に配布しました。当時、携帯コンテンツを含むイ

ンターネット環境が爆発的に普及した時勢でもありましたので、旧来の「冊子」

による啓発のみではなく、web 上でも周知を啓発できないか手法を検討し、分別

辞典を検索できる検索サイトを用意することとしました。１ヶ月に平均２，７

００件のアクセスがあり（内携帯からは約８００件程度）概ね好評をいただい

ております。冊子による広報媒体でないことによる利点は「随時更新が可能な

こと」です。市民からの問い合わせが多い品物については、「はやわかり帳」を

フォローする形で、情報を追加し、また、冊子増版の際にも、データベースか

ら反映することとしております。 

   

 〔 制作費 ： ５００千円 〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（松山市のホームページより） 

 

 
 

（問い合わせ先） 

 松山市役所 清掃課 

 ℡：089-921-5516 e-mail：seisou@city.matsuyama.ehime.jp  



 

（生活・行政サービスの向上－１０） 

 

地域コミュニティー活性化のための地域情報基盤 

（京都府南山城村） 
 

村が整備した光ブロードバンド環境を利用し、村からのお知らせや緊急告知

等を音声や画像・文字等で配信可能な IP 告知システムを全世帯に導入。ディス

プレイ付告知端末や双方向ブロードバンド環境を活用し、行政情報配信（ごみ

収集・イベント・選挙公報等）の他、町内テレビ電話の提供等、村と住民・住

民同士の地域コミュニティー活性化を目指した行政サービスを提供しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

双方向機能を活用したイベント告知 

◆導入端末：フレッツフォン VP1000  

◆導入台数：合計約 1,190 台 

     （行政・公共施設 約 40 台／拠点 

       住民宅 約 1,150 台／世帯) 

◆アプリケーション：双方向 IP 告知システム 

ネットワーク概念図 



 

 

 

住民は配信情報に対して返答することができ、例えば村主催のイベントに対

して参加希望の回答を返すことが可能です。情報配信側も受信状況・回答結果

を集約して確認できるため、安否確認や住民アンケート等、多様な行政サービ

スを提供可能です。 

また、光ブロードバンド環境とディスプレイ付告知端末を活用したコンテン

ツ配信が可能であり、村では料理レシピをほぼ毎日配信。さらに町内テレビ電

話も提供する等、様々な方法で地域交流の活性化を目指しています。 

 

（問い合わせ先） 

西日本電信電話株式会社 法人営業本部 ソリューションビジネス部 

地域 ICT 推進グループ 地域情報化チーム 

  e-mail: taka-t@bch.west.ntt.co.jp  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報端末を活用した住民間コミュニケーション 



 

（生活・行政サービスの向上－１１） 

 

まつやまバリアフリーマップ情報サイト、おでかけらくらくまっぷ 

（社会福祉法人 松山市社会福祉協議会） 

http://www.hecoman.com/index_fl.html 

 

〔概要〕 

愛媛県松山市内の公共、民間施設のバリアフリー整備状況を、地図といっし

ょに調べることができる。 

 

〔コラム〕 

 この「おでかけらくらくマップ」は学生による政策論文がきっかけとなり、

松山市が進める「お年寄りや障害者にやさしい日本一のまちづくり」の実現に

向けた「バリアフリーマップ作成事業」の一環として作成されました。この取

り組みは、市内各施設等におけるバリアフリー情報を調査し、高齢者や障がい

のある方々・観光客の方々に安心して外出いただくことを目的としており、あ

らかじめ施設の状況（公共施設等のバリアフリー整備状況や割引情報・乗り物

情報）を知っていただくために、バリアフリー情報をお届けするものです。各

施設（店舗等）の情報は、名称、カテゴリー、観光地から検索でき、その検索

情報の中に、バリアフリー情報（ピクトグラム）、地図、連絡先等を見ることが

できます。さらに、平成２２年度には新たにバリアフリー情報の項目を二つ増

やし、紙媒体とともに情報サイトの全面改訂を行い、随時情報の更新に努めて

おります。また、紙媒体に視覚障がいのある方々や高齢者にも利用していただ

けるようにＳＰ（音声読み上げ）コードを加えたほか、紙媒体をＰＤＦ版とし

てパソコンから印刷可能にしました。 

この情報サイトは、市内だけでなく県外の旅行者や旅行代理店などからもお

問合せをいただくなど好評です。また利用者は、パソコンからの事前の情報収

集の他に、持ち運びの出来る紙媒体や携帯電話により、外出先でも確認ができ

るようになっています。バリアフリーの整備については、建物の構造や立地条

件等により、整備することが困難な施設もたくさんあります。しかし、ハード

面での整備は困難でも、ソフト面、情報面等でのバリアフリー化を行うことで、

段差はあっても職員（スタッフ）の方による介助があれば利用することが可能

な施設もあります。そういった「心のバリアフリー」について啓発し、「一人で

も多くの人を笑顔に 全国に誇れる、わがまち松山」というキャッチフレーズ

を掲げ、“誇れる”福祉・医療で笑顔に の実現に向けて取り組んでいます。 

 

 



 

 

（問い合わせ先）社会福祉法人 松山市社会福祉協議会 

http://www.hecoman.com/form/index.html 



（防災・災害時のＩＣＴ－１ ） 

岐阜市総合防災情報システム 

（岐阜県岐阜市） 

 

〔概 要〕 

岐阜市は、総合計画（愛称：ぎふ躍動プラン・２１）における将来都市像として｢安心

して暮らせる都市｣の実現を目指し、災害情報を迅速・的確に収集・一元管理し、庁内、

出先機関、避難所等との防災情報を共有する、岐阜市総合防災情報システムを構築した。

このシステムについて、災害時や防災訓練などにおける活用を通して、より効果的な機

能の拡張に取り組んでいる。 

 

〔コラム〕 

 岐阜市の中央を流れる長良川は、１３００年の歴史を持つ鵜飼で知られており、憩い

の場として親しまれているが、濃尾平野を流れる天井川となっており、ひとたび水害と

いうことになると、大変危険な河川となるため、市民は水害に対する意識を強く持って

います。 

昭和５１年９．１２災害では、３日間続いた集中豪雨により河川が増水、いたるとこ

ろで内水被害が起こり、岐阜市内では、死者５人、負傷者７人、床上浸水１１，３６３

世帯（棟）などの被害を記録、岐阜県最大の水害となり、多くの市民の記憶に残ってい

るところです。また、明治２４年１０月２８日に発生した濃尾大地震は、直下型の地震

としては国内最大のＭ８．０といわれており、朝方に発生したため、食事の支度の時間

と重なり、多くの火災が発生し、７，２７３人の死者と、１４万棟を超える全壊・全焼

家屋が発生しました。 

 さらに、東海地震、東南海地震、南海地震の発生も危惧される本市においては、総合

防災対策の充実強化として、防災行政無線の整備、災害時要援護者支援対策、地域防災

コミュニティ計画の策定などの取り組みを進めるとともに、平成１９年度から２１年度

にかけて、総務省の「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」の採択を受け、岐阜市総合防

災情報システムの構築を実施しました。 

具体的には、岐阜市内５０箇所に設置される地域災害対策本部、避難所や被災地の情

報が、岐阜市の地域イントラネットや庁内ＬＡＮを通じて岐阜市の災害対策本部に全て

集まってくる仕組みを構築したほか、携帯電話やパソコンのメールアドレスを登録した

職員や市民の方々に対して、災害情報や避難情報を発信するシステムを構築しました。 

システムの構築にあたっては、災害対策基本法に基づく「岐阜市地域防災計画」に規

定する業務の流れを把握して、その流れに沿ったシステム構築を実施したほか、市民生

活部所管の住民基本台帳データや、福祉部所管の災害時要援護者データなど、庁内の他

部署で管理しているデータとの連携や、岐阜県の進める統合型ＧＩＳ（地理情報システ

ム）と連携するため、所要の手続きなどを経ながら構築を実施しました。 

また、システム構築以来、このシステムを操作する災害対策本部詰め職員や地域派遣

職員に対して毎年操作研修や説明会を実施しているほか、岐阜市総合防災訓練において

もシステム操作訓練を実施し、災害時に備えているところです。 

 平成２３年度には、全庁的なシステム最適化に伴うＷｅｂブラウザの変更への対応や、

東日本大震災の発生を踏まえ、罹災証明の発行業務の効率化や、市民向け情報配信の強

化のため、システムの拡張を行ったところです。 

 平成２４年度は、導入した機器が５年経過し、補償期間が終了するため、サーバー等

の機器の更新を行うとともに、システムの安定化を実施しました。 



 
 

 

〔岐阜市総合防災情報システムの主な機能〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔制作費及び運用費（公的な補助額）〕 

Ｈ１９実績額 ９５，３６０，１６５円（９５，３６０，１６５円） 

 Ｈ２０実績額 ５１，２７３，５０４円（５１，２７３，５０４円） 

 Ｈ２１実績額 ３８，９９５，３２８円（３８，９９５，３２８円） 

 Ｈ２２実績額 １２，４２８，３２８円（０円） 

 Ｈ２３実績額 ２５，０２８，３２８円（０円） 

 

（問い合わせ先） 

■岐阜市 都市防災部 防災対策課 

 岐阜市美江寺町２丁目９番地 

 ＴＥＬ：０５８－２６５－４１４１（内線４１４３） 

 ＦＡＸ：０５８－２６５－３８５７ 

 e-mail：boutai@city.gifu.gifu.jp 

 ＵＲＬ：http://www.city.gifu.lg.jp/c/14020000/14020000.html 

【岐阜市総合防災情報システムのイメージ図】

・被害情報管理機能（人的・物的被害を速報、確定報として管理、GIS から位置座標を取得） 

・活動状況管理機能（災害対応指示、報告等を一元管理） 

・避難所管理機能 （避難所の開設状況、物資の配達状況、避難者一覧） 

・職員参集管理機能（職員に参集メール発信、配備状況を確認） 

・災害時要援護者台帳管理機能（要援護者台帳の作成・更新） 

・被災者支援機能 （罹災証明発行業務支援、義援金配布業務支援等） 

・情報配信機能  （気象情報、市の発表する避難情報等を配信） 



（防災・災害時のＩＣＴ－２ ） 

同報系防災行政無線システム等情報伝達体制の構築 

（新潟県三条市） 

 

〔概 要〕 

 三条市は平成 16 年 7 月 13 日に大規模な集中豪雨に被災しました（以下「7.13 豪雨」

という。）。この災害の教訓を活かし、災害時における情報伝達については、従来の伝達

方法のほか、①同報系防災行政無線、②緊急告知 FMラジオ、③コミュニティ FM・ケーブ

ルテレビ、④「安心・安全情報メール」、⑤「エリアメール」等、ICT を利活用した多様

な手段を準備してきました。 

平成 23年 7月 29日に、再び大規模な集中豪雨（以下「7.29豪雨」という。）が三条市

を含む地域を襲った際にも、このような情報伝達手段を活用しました。 

 

〔コラム〕 

三条市は新潟県のほぼ中央に位置する、人口 10 万人ほどの中規模都市です。平成 17

年に旧三条市、栄町、下田村の３つの市町村が合併し、新たに誕生しました。全国的に

は「金物のまち三条」として知られ、様々な金属加工技術をベースにした地場産業がし

っかりと根づいています。市の東側は、福島県にまで達する広大な山林が広がり、豊か

な自然を有しています。また、日本一の河川延長を持つ信濃川、その支流である五十嵐(い

からし)川、刈谷田(かりやた)川の恵みを受け、米はもとより、果物、野菜等、農業も盛

んです。 平成 16 年 7 月 13 日、三条市を含む新潟県中越地区を中心に、大規模な集中

豪雨が襲いました。五十嵐川源流に近い、笠堀ダムの累加雨量は、486mm に達し、五十嵐

川や刈谷田川など 6河川で 11 か所が破堤しました。三条市では、市街地が浸水するとと

もに各地でがけ崩れ等が多数発生し、死者 9名、重傷者 1名、被害棟数 10,935 棟、被害

世帯 7,511 世帯と甚大な被害が生じました。 7.13 豪雨以降、当市は、ソフト･ハード両

面から、様々な災害対策を講じてきましたが、災害情報の伝達としては、同報系防災行

政無線システムをはじめとした、ICT と関連した情報伝達体制の構築を行って来ました。 

当市で構築した情報伝達体制は、多様な伝達手段を用いたものです。報道機関への周

知や車載スピーカでの広報活動のような従来の伝達方法のほか、①同報系防災行政無線、

②緊急告知 FM ラジオ、③コミュニティ FM・ケーブルテレビ、④電子メール配信サービス

「安心・安全情報メール」、⑤ＮＴＴドコモの「エリアメール」等の各種情報伝達体制を

構築してきました。 

①同報系防災無線は、平成 16・17 年度の 2か年で整備し、市内 180 箇所に設置した屋

外スピーカにより、放送を行います。防災無線だけでは、地形等により情報が届きにく

い場所が生じ、高齢者や障がい者の方にとっては、情報を受信しにくい場合があります。

そこで、高齢者のみの世帯や障がい者のみの世帯等を対象として、②緊急告知 FM ラジオ

を配布しました。緊急告知 FM ラジオは、市が避難情報等緊急情報を防災無線で放送する

際に自動的に起動し、大音量で告知を行います。また、同時にライトも点灯するため、

聴覚障がい者の方にも有効です。さらに、③地元コミュニティ放送（燕三条 FM）、地元ケ

ーブルテレビ（エヌ・シィ･ティ）の協力の下、同報系防災行政無線と連動した緊急割込

放送や字幕放送を行っています。 携帯電話等のメールは、幅広い層に普及しているた



め、有効な情報伝達手段となり得ます。④安心・安全情報メールでは、三条市ホームペ

ージ上で事前登録を行った方に向けて情報を送るシステムです。加えて、より広範な情

報伝達を目指して、事前登録不要でエリア内の携帯電話にメールを送ることができる、

エリアメール等のサービスを利用しています。 市からの情報を必要としている住民の

方々は、被災時の状況や年齢層も様々であり、ICT リテラシーにも大きな差があることが

想定されます。このような方々へ、適切な時期に適切な情報をお送りするためには、可

能な限り多様なチャンネルを用意することが重要です。 7.13 豪雨から 7年後の平成 23

年 7 月 29 日に、三条市は再び集中豪雨に襲われました。7 年前とほぼ同じ地域を襲った

今回の集中豪雨では、笠堀ダムの累加雨量が平成 16 年の豪雨を大幅に超える 959mm と、

実に 2 倍近くに達し、五十嵐川の江口地内において、300 メートルに渡り堤防が決壊し

ました。結果として、死者 1 名、軽傷者 2 名、被害棟数 2,214 棟に上る被害がありまし

た。 1 名の方の尊い命が失われたこと、その他にも多数の被害が出たことは、行政とし

て重く受け止め、今後も反省・改善し続けなければなりません。しかし、一方で、これ

まで対策を講じてきた、情報伝達手段が一定の効果があったということが 7.29 豪雨の対

応等に関する検証により明らかになっています。 近年、ソーシャルネットワーク等の

新たな情報通信基盤の発展により、情報発信は、公的機関の側からだけに限定されるも

のでは無くなりつつあります。しかし、災害という緊急的事態においては、依然として、

公的機関からの情報は重要なウェイトを占めています。三条市としても、より的確な情

報を、より早く住民の皆様に送り届けるべく、今後も改善に努めて行きたいと考えてい

ます。 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

三条市役所 総務部 情報政策課 

TEL 代表 0256(34)5511 

E ﾒｰﾙ joho@city.sanjo.niigata.jp 

 

＜機能のポイント＞ 

① 電源が OFF になっていてもコミュニティ FM 局からの起動

電波を受信すると自動で電源が ON になり、大音量で緊急告知

放送を受信。 

② 同時にライトも点灯。聴覚障害者の方への告知にも有効。

停電時はライトとしても利用可能。 

③ 外の風雨に影響されることなく、屋内で放送を聞くことが

可能。 

④ 通常時は、コミュニティＦＭ専用ラジオとして利用可能 
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（防災・災害時のＩＣＴ－３） 

 

 

 

 

〔概要〕 

 災害発生時に備えて、災害時要援護者（体の不自由な方や高齢者、児童など）

情報を、住基システムや福祉関連システム等を基盤にして平常時から適切に入

力・管理しておき、緊急時や災害発生時には、それらの情報を活用し、住民に

対する迅速な対応を実現させ地方公共団体業務をトータルに支援する災害業務

支援システムです。これで住民の生命と財産を守り、生活の安心・安全向上を

目指します。 

 

〔コラム〕 

■要援護者支援システム（地域安心ネットワーク） 

 高齢者や体が不自由な方などの要援護者から提出

された「地域安心ネットワーク登録届出書」により、

要援護者情報を入力し、活用管理しています。GIS

と連動し、要援護者情報が地図表示されるため、緊

急時・災害時において、庁内で連携する関係部署が

直ちに要援護者情報を把握活用し、要援護者支援業

務を実施することが可能となります。 

 

出典：総務省消防庁「災害時要援護者の避難対策事例集」 

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/2203/220330_15houd

ou/02_zenbun.pdf 

 

■災害（震災等）業務支援システム 

 1995 年に発生した阪神・淡路大震災さなか、

行政職員自身が開発した被災者支援システム

をベースに改良を積み重ねてきたシステムで

す。被災者支援システムを核に、避難所関連シ

ステム、緊急物資管理システムなどのサブシス

テムから構成され、地震や台風などの災害発生

時における地方公共団体の業務をトータルに

支援できます。また、LASDEC「地方公共団体業

務用プログラムライブラリ」に登録されており、全国の地方公共団体は無償で

利用することができます。     

◆本アプリケーションのサービスに関連する個人・団体等 

災害時要援護者（体の不自由な方、高齢者、乳幼児・児童、その同居・別居

家族等）、民生委員、当該地方公共団体職員（情報部門、福祉部門、消防・防災

部門、他）、周辺地方公共団体 等 

災害時要援護者見守りアプリケーション 

（兵庫県西宮市） 

出典：被災者支援システムパンフレット 

http://www.nishi.or.jp/homepage/nicc/hss/index.html
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※住民情報の地図上での検索・分布表示には地名辞典（住所辞書）が有用 

   

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

民生委員民生委員民生委員

市民部門・情報部門
消防・防災部門
その他部門

市民部門・情報部門市民部門・情報部門
消防・防災部門消防・防災部門
その他部門その他部門

要援護者 （災害時等）要援護者要援護者 （災害時等）（災害時等）

自治体業務ユニット（27業務）自治体業務ユニット（27業務）

当該地方公共団体当該地方公共団体

周辺地方公共団体周辺地方公共団体

障害者
福祉

障害者
福祉 介護保険介護保険 乳幼児

医療

乳幼児
医療

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

参照

福祉部門福祉部門福祉部門

平常時平常時
見守り

安否確認

緊急時・災害時緊急時・災害時
安否確認
迅速な救出・救護

要援護者支援
システム

要援護者支援要援護者支援
システムシステム

災害業務支援
システム

災害業務支援災害業務支援
システムシステム

連携連携連携

届出

報告

情報登録
情報検索・
業務支援情報検索

GISGIS

連携連携連携 連携連携連携

防災情報共有
ユニット

防災情報共有
ユニット

住民
基本台帳

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

民生委員民生委員民生委員

市民部門・情報部門
消防・防災部門
その他部門

市民部門・情報部門市民部門・情報部門
消防・防災部門消防・防災部門
その他部門その他部門

要援護者 （災害時等）要援護者要援護者 （災害時等）（災害時等）

自治体業務ユニット（27業務）自治体業務ユニット（27業務）

当該地方公共団体当該地方公共団体

周辺地方公共団体周辺地方公共団体

障害者
福祉

障害者
福祉 介護保険介護保険 乳幼児

医療

乳幼児
医療

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

参照

福祉部門福祉部門福祉部門

平常時平常時
見守り

安否確認

緊急時・災害時緊急時・災害時
安否確認
迅速な救出・救護

要援護者支援
システム

要援護者支援要援護者支援
システムシステム

災害業務支援
システム

災害業務支援災害業務支援
システムシステム

連携連携連携

届出

報告

情報登録
情報検索・
業務支援情報検索

GISGIS

連携連携連携 連携連携連携

防災情報共有
ユニット

防災情報共有
ユニット

住民
基本台帳

 

災害時要援護者見守りアプリケーションのイメージ（あるべき姿） 

〔事業費（うち、国からの補助額、助成額等）〕 

本システムは西宮市職員により作成されており、外部業者への委託はして

いません。また、国からの補助を受けていません。 

 

（問い合わせ先） 

要援護者支援システム（地域安心ネットワーク） 

   西宮市情報センター 

   ＴＥＬ：0798-32-8899    e-mail：jyoho-center@nishi.or.jp 

災害（震災等）業務支援システム 

   全国サポートセンター   ＴＥＬ：0798-32-8866  



（防災・災害時のＩＣＴ－４ ） 

 

地域ＷｉＭＡＸを活用したＩＰ告知放送及びＩＰカメラ 

（愛媛県新居浜市） 

 

〔概 要〕 

愛媛県新居浜市は、平成 16 年の台風等の大雨災害により、死者がでるなど大きな被害を

受けた。このような被害を今後最小限に抑えようと、新居浜市では平成 23 年度に防災行

政無線システムを導入、合わせて防災行政無線の補完として地域ＷｉＭＡＸを活用した

ＩＰ告知放送及び河川監視用ＩＰカメラを整備した。 

  

〔コラム〕 

ＩＰ告知放送システム  

平成 23 年度に導入された新居浜市の防災行政無線は、山間部の住宅を中心に整備されて

おり、市内約 30 箇所に防災スピーカーを設置しているものの、市内全域を音達範囲とす

るまでには至っていません。これをカバーするために、平成 23 年度、河川沿いの危険箇

所 5 箇所にＪアラートと連動したＩＰ告知放送を整備しました。このＩＰ告知放送は、

Ｊアラート端末とＩＰ告知放送送信機に接点を設け、緊急情報受信時にＩＰ告知送信機

が自動起動しＩＰ告知端末に配信する仕組みです。 

このシステムの最大の特徴は、通信インフラ回線に地域ＷｉＭＡＸを利用していること

です。地域ＷｉＭＡＸは、２．５Ｇ帯を使用する広帯域無線通信システムで、平成 21 年

に制度化され、市町村単位で免許が与えられることとなっており、当該地域では愛媛県

新居浜市、西条市が出資する第 3 セクター「株式会社ハートネットワーク」が整備・運

用しています。 

通信回線に地域ＷｉＭＡＸを使用するメリットとして次の点があげられる。 

①広帯域無線通信のため一度に多くの情報が送ることができる。 

②モバイル機能により端末設置場所の制限があまりない。緊急時には端末を移動するこ

とも可能となる。 

③片方向の放送だけでなく、双方向性を利用したＩＰ電話などの通話も可能である。 

④インフラ構築費用の軽減及びランニングコストの低減化。 

新居浜市では、平成 23 年度に引き続き、平成 24 年度にはこの地域ＷｉＭＡＸを利用し

たＩＰ告知放送システムを市内自治会放送設備（188 箇所）に設置し、地域コミュニティ

放送と合わせ防災情報を提供している。 

河川水位監視ＩＰカメラ 

新居浜市では、台風時など河川の増水の際には、職員が現場に赴き、定期的に河川の水

位を確認し水防本部等に報告を行っていた。この作業は、職員に危険が予想されると共

に、リアルタイムの状況把握ができず、迅速な判断、対応が困難となる。このような問

題を解決するために、上記ＩＰ告知放送端末の設置に合わせ、危険箇所と指定される河

川沿いにＩＰカメラを整備した。ＩＰカメラでは、24 時間河川の水位を監視すると共に、

サーバに約 1 ヶ月間の映像を保存することとしている。このＩＰカメラシステムの通信



インフラ回線も上記の理由により、地域ＷｉＭＡＸを利用している。平成 24 年度には、

海岸部に高潮監視として 5箇所にＩＰカメラを設置、さらに 25 年度は、上水道水源地監

視のため 27 台の IP カメラを設置する予定です。 

 

〔制作費〕 

ＷｉＭＡＸ基地局建設費 10,000 千円／基 

ＩＰ告知放送システム（Ｊアラート連動、端末 188 箇所）・河川監視ＩＰカメラシステム

（カメラ 5台） 87,000 千円    

〔維持費〕 

WiMAX 通信設備利用料（端末 1台に付き） 1,575 円／月   

 

 

（問い合わせ先） 

愛媛県新居浜市坂井町 2丁目 3番 17 号 

株式会社ハートネットワーク 

事業局 伊藤直人 

e-mail n-ito@hearts.ne.jp 

電話 ０８９７－３２－７７７７ 

FAX ０８９７－３２－６７８９  



（ 防 災 ・ 災 害 時 の Ｉ Ｃ Ｔ － ５ ）  

 

ハザードマップ・洪水シミュレーションシステム構築  

（英田圏域（美作市・西粟倉村）防災情報システム構築事業） 
 

 

〔 概 要 〕  

洪 水 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン シ ス テ ム は 、雨 量 、河 川 水 位 情 報 を リ ア ル タ

イ ム に 受 信 し て 洪 水 や 土 砂 災 害 の 危 険 性 を 分 析 す る と と も に 、避 難 情

報 発 令 の 判 断 資 料 と し て 活 用 し て い る 。 ハ ザ ー ド マ ッ プ シ ス テ ム は 、

気 象 情 報 や 避 難 情 報 を 庁 内 で 共 有 す る と と も に 、 地 域 住 民 へ Ｗ Ｅ Ｂ 、

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ に よ り 配 信 し て い る 。  

こ れ ら に よ り 、避 難 情 報 発 令 の 判 断 や 、自 主 防 災 組 織・住 民 へ の 災

害 情 報 の 伝 達 を 迅 速 に 行 う こ と が 可 能 と な っ て い る 。  

 

〔 コ ラ ム 〕  

美 作 市 と 西 粟 倉 村 は 吉 野 川 流 域 で 、 古 来 よ り 水 害 ・ 土 砂 災 害 に 悩

ま さ れ て 来 た 地 域 で あ り 、 近 年 で は 平 成 ２ １ 年 台 風 ９ 号 に よ り 美 作

市 付 近 に お い て 、 死 者 １ 名 、 重 軽 傷 ４ 名 、 住 家 全 壊 １ ３ 棟 、 半 壊 １

１ ３ 棟 、 浸 水 家 屋 ５ ０ ０ 棟 の 大 被 害 が 発 生 し た 。  

本 シ ス テ ム は 美 作 市 ・ 西 粟 倉 村 住 民 の 安 全 ・ 安 心 な 生 活 環 境 の 向

上 を 図 る た め 、現 状 の 防 災 情 報 提 供 で 不 足 し て い る 情 報 提 供 と 防 災

情 報 提 供 基 盤 の 強 化 を 目 的 と し た も の で あ る 。  

な お 、 予 測 情 報 に つ い て は 、 気 象 業 務 法 第 十 七 条 に 規 定 さ れ て い

る こ と か ら 、 美 作 市 並 び に 西 粟 倉 村 は 、 予 測 情 報 を 避 難 情 報 発 令 等

の 防 災 活 動 に の み 活 用 し 、予 測 情 報 は 一 般 住 民 に は 提 供 し て い な い 。 

こ の た め 、 本 シ ス テ ム は 、 防 災 活 動 に 従 事 す る 職 員 に 提 供 す る 情

報（ シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 河 川 水 位 ）と 、一 般 住 民 に 提 供 す る 情 報（ 避

難 情 報 、 河 川 ラ イ ブ カ メ ラ 情 報 ） に 分 け て い る 。  

  ① シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 河 川 水 位  

吉 野 川 流 域 の 急 峻 な 地 形 特 性 や 土 地 利 用 ・ 植 生 ・ 土 壌 ・ 地 質 に よ

り 流 出 特 性 が 変 化 す る こ と か ら 、 こ れ ら の 流 出 特 性 の 変 化 を モ デ ル

に 反 映 し て 、 狭 い 範 囲 の 多 地 点 で の 流 出 解 析 に 適 し た 分 布 型 流 出 モ

デ ル （ ２ ５ ０ ｍ メ ッ シ ュ ） を 採 用 し た 。  

 ② 避 難 情 報  

 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 河 川 水 位 か ら 職 員 が 判 断 し た 避 難 情 報 は 、

CATV 局 の 放 送 並 び に ホ ー ム ペ ー ジ に デ ー タ を 提 供 す る 外 部 出 力 機

能 に よ り 提 供 し 、 住 民 が 居 な が ら に し て 情 報 が 入 手 で き る よ う な シ

ス テ ム を 構 築 し た 。  

③ 河 川 ラ イ ブ カ メ ラ 情 報  

河 川 カ メ ラ 映 像 を 、 地 域 の ケ ー ブ ル テ レ ビ や 美 作 市 の ウ ェ ブ サ イ

ト を 通 じ て 配 信 す る こ と に よ り 、 住 民 が 自 宅 近 辺 の 雨 量 情 報 や 河 川

情 報 を い ち 早 く 取 得 す る こ と が で き る シ ス テ ム を 構 築 し た 。  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 導 入 シ ス テ ム の 全 体 像 〕  

 

〔 シ ス テ ム の 機 能 概 要 〕  

シ ス テ ム  機 能 ・ 役 割  備 考  

洪 水 シ ミ ュ レ ー シ

ョ ン シ ス テ ム  

（ 職 員 用 ）  

・洪 水 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

機 能  

・ 外 部 デ ー タ 蓄 積 機 能  

市 の テ レ メ ー タ 装 置 の デ

ー タ を 収 集 し 、 10 毎 に 計

算 を 実 行 す る 。  

・洪 水 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

結 果 表 示 機 能  

・雨 量・水 位・カ メ ラ 表

示 機 能  

・避 難 場 所 等 の 地 図 表 示

機 能  

・避 難 勧 告 区 域 設 定 機 能

職 員 に お け る 各 種 情 報 を

共 有 す る 。  

避 難 勧 告 区 域 設 定 機 能 は

ロ グ イ ン が 必 要 。  

ハ ザ ー ド マ ッ プ シ

ス テ ム  

（ 一 般 公 開 用 ）  

・避 難 勧 告 区 域 表 示 機 能

・避 難 場 所 等 の 地 図 表 示

機 能  

・ CATV 連 携 機 能  

市 民 へ の 緊 急 避 難 情 報 を

WEB、 CATV で 提 供 す る 。  

費 用 ： 国 庫 補 助 額  \116,759,500.- 

(問 合 先 )美 作 市 総 務 部  TEL0868-72-1111 

 



（防災・災害時のＩＣＴ－６） 

 

〔概要〕 

横浜市が水害対策の強化の一環として導入を進めている道路冠水警報システム。

平成２３年１０月時点、１６か所に設置し運用している。 

〔コラム〕 

 横浜市は大都市特有のアンダーパス（くぐり抜け式通路）や地下道が多く、しばしば

冠水の被害に見舞われてきた経緯があり、冠水対策の強化が課題であった。  

 導入された道路冠水警報システムは、従来よりも水垢や錆に対して強い耐久性の

ある接触式の水位センサー（冠水警報ユニット）と３Ｇ通信ができるモジュールを搭載

している。 

 これにより、道路の冠水をリアルタイムに検出することができ、かつ、コンパクトな設

計のため、これまで水位センサーの設置が難しかった路肩などの狭い場所へも簡単

に設置することができる。 

 システム導入後は、冠水警報をリアルタイムに現地で警報出力し、通信を介して状

態を察知することができ、迅速かつ適切な対応をすることが可能になっている。 

 実際に、大雨で冠水警報を検知して現場に駆け付けた委託業者が、 

アンダーパスとなっている隧道で、冠水し走行不能になった車からドライバーを救出

するといった実例があり、まさに行政と事業者（委託業者）の連携から、水害被害を抑

えることに成果を上げている。 

 

〔制作費（内公的な補助額）〕 

【導入経費】 

○初期導入費用 ・・・・・・６，５００千円 

○冠水警報ユニット（１台あたり）・・・・・・・２，９００千円 

○管理ユニット（１台あたり）・・・・・・・８５０千円 

○通信機器費（１拠点あたり）・・・・・・・３５０千円 

 

【維持経費】 

○機器保守費用（年額）・・・・・・６０千円 

○３Ｇ通信費用（１台あたり年額）・・・・・・４０千円 

 

 

３Ｇ通信を活用した道路冠水警報システム 

（ 横浜市 導入事例 ） 



 
 

（問い合わせ先） 

株式会社ユニメーションシステム    

Tel:045-751-5755 e-mail：info-desk@unimation.co.jp 

 

ＫＤＤＩ株式会社 ソリューション推進本部   

Tel:03-6678-6512 e-mail：sol-applic-support@kddi.com 



（防災・災害時のＩＣＴ－７） 
 

 

 
〔概要〕 

ＫＤＤＩのイリジウム衛星携帯電話サービスを活用することで、栃木県内の災害時に

おける現場を重視（被災現場の状況をリアルタイムに連絡できる）した危機管理体制

を更に充実。 

〔コラム〕 

栃木県庁様では 44 台のイリジウム端末を災害時拠点になる県の主要出先機関に

各1台配備するとともに、県庁の屋上にイリジウム端末を屋内でも使えるようにするた

めのイリジウムアンテナを設置。さらに、構内の専用電話機に接続するインテリドック

も導入し、庁舎内にある「危機管理センター」から直接イリジウム端末への通信手段

を確保し、情報収集をするというスタイルを確立している。 

 「ほかの衛星電話サービスとの比較検討も行い、総合的に検討して『イリジウム衛

星携帯電話サービス』に決めました。KDDI のサービスは、車載用アンテナなど標準セ

ットの付属品が豊富で、屋外アンテナやインテリドックなどのオプションも充実していま

す。また、ランニングコストにおいてもアドバンテージがあり、月額基本料金に 2,000 円

分の無料通話が含まれているというのも魅力でした」（県民生活部消防防災課 危機

管理・災害対策室） 

現在、無料通話分は通信訓練などに有効活用されている。これにより、万一の事

態に備えて、スムーズな使い方を習得するとともに、配布された出先機関で確実に充

電を行うなどといった指導を徹底することができた。「イリジウム端末の操作性が優れ

ていること、さらに操作マニュアルを作成して徹底を図ったことにより、スムーズに通

信訓練を進めることができました。とはいえ、 “もしも” の事態に備え万全の体制を

備えているのが危機管理の基本です。今後も年 2 回ほどの通信訓練を続けていきた

いと考えています」（同上）。  （※）栃木県庁様の情報は全て２００９年時点 

 

[イリジウムサービスについて] 

・軽量小型で衛星から電波を受けられる場所ならどこでも通話が可能なイリジウム端

末は東日本大震災でも被災地をはじめとして各地方自治体における危機管理の手

段として利用されました。 

・内閣府の地域防災力向上支援事業の補助金の対象です。 

・当社は日本区内でイリジウムを合法的に使用できる免許を持つ国内唯一の電気通

信事業者です。 

イリジウム衛星携帯電話を活用した危機管理体制の強化 
（栃木県）



KDDIがご提案するイリジウム衛星携帯電話サービスの概要

イリジウム
衛星携帯電話

イリジウム衛星

【災害対策本部】 【被災地など】

屋外アンテナ

災害等発生により通信
回線寸断

通信回線
寸断

屋外アンテナとイリジウム
端末で、室内からも被災地
と連絡が可能

イリジウム衛星携帯電話端末料金／基本料金 

 
 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

  ＫＤＤＩ株式会社 ソリューション推進本部 

  Tel:03-6678-6512 

     e-mail：sol-applic-support@kddi.com 

地域防災力向上支援事業について 
地震や豪雨時等の道路の寸断、通信の途絶による孤立集落が発生した際、救命・救助活動

を円滑に実施するため、孤立可能性のある集落に衛星携帯電話と非常用発電機等を配備す

るため、1 か所 
あたり 17.5 万円を上限として補助する。詳細につきましてはこちらをご参照ください。 
http://www.bousai.go.jp/jishin/bousai_koujyou/index.html 

詳細につきましては 
こちらをご覧ください。 
http://www.kddi.com/business/
iridium/keitai/index.html 



 
（防災・災害時のＩＣＴ－８） 

 

〔概要〕 

山口県は土石流災害警戒避難対策事業の一環として遠隔地の雨量データをリアルタ

イムに収集できるシステムを導入している。迅速な警報発令、避難勧告を行う必要の

ある市町村に情報を提供することで、住民の被災リスクを軽減している。 

〔コラム〕 

 集中豪雨により土砂災害が多発した地域では、地盤が緩み新たな災害発生の危険

性が高くなっている。昨今、注目されているゲリラ豪雨によって突然発生する土石流

災害に対して、それを素早く察知し、流域の住民が迅速に避難できるよう対策を講じ

る必要がある。 

土石流災害の発生リスクは、危険地域の降雨状況を把握することである程度予測

できる。しかし従来、電源や通信インフラが未整備の現場においては通信機器を介し

てリアルタイムで雨量情報が取得できず、土石流発生のリスクを予測できずにいた。

そこで、ソーラーパネルを電源とした無線通信による雨量自動観測システムを導入し、

特に土砂災害発生の確率の高い地域に観測装置を設置した。これにより、自治体の

防災担当部署が現場の降雨状況をリアルタイムで正確に把握できるようになり、土石

流等の土砂災害発生のリスクについて遅延なく判断できるようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（問い合わせ先）  

  

 

パケット通信機を活用した自動観測システム導入による 
土砂災害対策強化（山口県 砂防課） 

インターネットインターネット

システム概要図

ａｕパケット通信ａｕパケット通信

（管理者）

パケット通信機（ＮｅｔＭＡＩＬ－１）

ソーラーパネル
による給電

警報発令
非難勧告

雨量
データ

（地すべり観測地点）

（警戒区域住民）

観測データや
警報をメールで
配信

土砂災害
警戒時

■パケット通信機  

ＫＤＤＩ株式会社 ソリューション推進本部   

Tel:03-6678-6512 

mail：sol-applic-support@kddi.com 

■ 観測システム 

株式会社オサシ・テクノス営業課  

   Tel：088-855-0535 mail：info@osasi.co.jp 

   URL：http://www.osasi.co.jp/ 



 

（防災・災害時のＩＣＴ－９） 

町の新たなライフライン「防災情報システム」 

（山形県金山町） 
 

〔概要〕 

  防災行政無線システムの老朽化に伴い、町内に敷設した光ブロードバンド

を活用した最新の防災情報システムを導入することで、緊急時にも日常生活

にも役立つ情報を、クリアな音声で届けることを実現しています。 

 

〔コラム〕 

  1980 年に開設された金山町の防災行政無線システムは、町内各所に設置し

たスピーカーを通じて、緊急時の防災放送だけでなく、生活に役立つさまざ

まな情報を、長年にわたって住民に提供してきました。しかし、老朽化によ

ってシステムの維持管理に支障をきたすのではと案じられていました。 

システム見直しにあたり、各戸への情報端末などの設置に関わる運用コス

ト、屋外にいる時でも確実な情報提供を考慮し、「スピーカーから放送を流す」

という情報提供形態はそのままに、新システム導入を検討しました。 

  そこで導入したのは、光回線を介して防災無線放送を提供するシステムで

す。街角設置の防災放送塔親局に音声データを送り、スピーカーを介して情

報を住民に届けるものです。高速な光回線を活用することにより、以前のア

ナログ無線と比べ、音声は格段にクリアになり、電波混信による雑音や電波

ジャックによる不正放送の心配もありません。災害発生時には、消防本部な

どから直接情報配信が行えるなど、緊急性の高い情報をいち早く住民に知ら

せることも可能になり、安心安全な暮らしを実現しています。 

 

 

（問い合わせ先） 

東日本電信電話株式会社 ﾋﾞｼﾞﾈｽ&ｵﾌｨｽ事業推進本部 ℡：03-6803-9055      



（新規事業・新ビジネスの創出－１） 

 

健康な暮らしを体感するサイト“奄美生活” 

鹿児島県奄美市 

http://amami-life.jp/ 

 

〔概要〕 

健康な生活をテーマとして、生活スタイルや食生活などに健康管理にとどま

らず、健康食材やレシピの紹介、健康ツアーや商品企画、健康図書館、健康天

気予報といった多面的な取組みを行っている。  

 

〔コラム〕 

 本サイトは、平成 19 年度から総務省「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」を

活用し構築されています。 奄美市では「奄美の健康な暮らしに根差したビジ

ネスモデル構築事業」をテーマに、奄美地域の特徴的な食材の定量的な評価デ

ータの普及や様々な商品・サービスに対する地域内外からの評価の場としての

活用、生産者の顔を伝え生産者と消費者の架け橋となる情報発信の場を創出す

る目的で推進されました。平成 19 年度の事業開始直後から、鹿児島大学や琉球

大学の学識経験者をはじめ、地元観光産業関係者や地域婦人グループが参画し

た「奄美の健康な暮らしに根差したビジネスモデル構築協議会」を発足し、各

分野の意見を反映させる事業体制を構築し、サイトの内容充実に努めてきまし

た。 その中でも、特徴的な取組として、本市における子育て世代への支援を

目的としたコミュニケーションコンテンツを制作し、携帯サイトも連動したき

め細かな情報発信を可能にするとともに、移住者や転勤者が地域で孤立しない

支援体制を構築しました。 また、観光情報収集にも活用できる地図情報と連

動させることで、今後の移住希望者等にも有益な情報収集ツールとしての可能

性が創出されました。 平成２１年１２月には、最終的なサイト更新が実施さ

れ、今後は内容のさらなる充実を図るとともに、会員数のさらなる増加による

住民生活に密着した情報発信の実現と、本サイトを活用した観光客等の新たな

魅力の発見、地域食材・産品の良さを定量的・定性的に伝えていくことが期待

されています。 

 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  １０６百万円（全額：総務省（なお、平成 21 年 12 月現在契約額を含む）） 

 

 

 

 



  （奄美生活のホームページより） 

 
 

（問い合わせ先） 

  奄美市産業振興部産業情報政策課 

 ℡：0997-52-1111（内線 1421） e-mail：ict@city.amami.lg.jp 

 

 

 



 

（新規事業・新ビジネスの創出－２） 

 

情報通信基盤を活用したアーティスト・イン・レジデンスの活性化

（徳島県神山町 神山アーティスト・イン・レジデンス実行委員会） 

 

〔概要〕 

神山町では、平成１１年度より国内外から芸術家を招へいし、町内の豊かな

自然のなかでの創作活動を支援する「神山アーティスト・イン・レジデンス（Ｋ

ＡＩＲ）」事業を展開している。このＫＡＩＲ事業については、平成１６年度に

総務省補助事業で整備した加入者系光ファイバ網により活性化を図っている。 

 

〔コラム〕 

１）ＫＡＩＲの参加受付 

 アーティスト・イン・レジデンスの参加受付について、これまで芸術

作品の内容確認のため海外から郵送で膨大な写真を送ってもらっていた

が、光ファイバのインフラが整い、電子メールを活用して全世界からリ

アルタイムで受け付けることができ、相手方からの確認事項等にも迅速

に対応ができるようになりました。 

 

２）世界に向けた情報発信 

 海外の芸術家たちが、ＫＡＩＲにおける創作活動を自国に向けて情報

発信することで、芸術の世界において「世界の神山」としてのブランド

化に繋がります。 

 

３）芸術家たちと帰国後の継続した情報交換 

  ＫＡＩＲで芽生えた交流を一過性のものとして終わらせないため、海

外の芸術家たちが自国へ帰国したのちも、ネットを活用した電子会議で

リアルタイムに情報交換を行っています。 

 

参考 URL http://www.in-kamiyama.jp 

 

〔総務省補助事業（加入者系光ファイバ網設備整備事業）〕 

神山町・佐那河内村連携 

  ８３０百万円（国２１３百万円：県１０６百万円：市町村５１１百万円） 



 

KAIRの活動の様子KAIRの活動の様子KAIRの活動の様子KAIRの活動の様子

 

（問い合わせ先）神山ｱｰﾃｨｽﾄ･ｲﾝ･ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ実行委員会（NPO 法人グリーンバレー） 

℡：０８８－６７６－１１７７ 



（新規事業・新ビジネスの創出－３） 

 

地域ＳＮＳ基盤連携ネットワーク 

インフォミーム株式会社 

http://asp.opensnp.jp/ 

 

〔概要〕 

ＳＮＳは、人と人のつながりを促進・サポートするコミュニティ型の会員制

のサービスで、個人と個人を接続するものであるのに対して、 OpenSNP は 地域

や団体の活動に活用できるグループウェアとして設計。機能面では、基本的な

SNS 機能に加え、情報を発信者がコントロールするアクセス制御・コメント制御、

地域のさまざまなニュースを判りやすく見せるマップ・イベントカレンダー連

動機能、簡単にムービー登録ができる「動画配信機能」など、情報の発信・交

流機能を充実。また、デジタルサイネージの設置コストを５割から８割以上ダ

ウン、運用コストをゼロにした画期的な「ＳＮＳサイネージ」機能を実装しま

した。平成２５年春には、Facebook や Twitter などのグローバルなソーシャル

メディアとの融合機能を組み込み、地域の情報循環と情報コンテンツの地産地

消を実現します。 

「日経地域情報化大賞２００８」大賞受賞  

〔コラム〕 

 OpenSNP は、インフォミーム社によって平成１８年４月から開発に着手、同年

１０月に兵庫県域の地域ＳＮＳ「ひょこむ」のエンジンシステムとして登場し

て以来、館山・伊丹・盛岡・松江・佐用・三田・宍粟・横浜・熊谷・葛飾・世

田谷・尾道・宇部・東峰・桐生・坂井・鶴ヶ島・春日井・山武など全国３０を

越える地域ＳＮＳに採用され、計２万人以上の人々が日々のコミュニケーショ

ンに活用しています。OpenSNP が高い評価を受けている理由は、単に人と人の交

流を促進するだけではなく、 

① 地域の人材育成・協働を創発する環境の創造することができる 

② 便利で安全なネットワークを構築する運営技術がある 

③ 地域の枠を越えたリソース連携を実現するプラットホーム基盤の提供する 

など、他のＳＮＳエンジンではなしえなかった地域のソーシャル・キャピタル

を覚醒させる統合環境を顕在化することができるからです。 

 今後は、「地域活性」だけでなく「地域防災」に関する事例を深め、より地

域課題の解決に即した先進技術の実装とＩＣＴの活用手法の開発・提供を行っ

ていきます。また、「ほどよい閉鎖性」を持つ信頼できる地域ＳＮＳサイトに

よるネットワーク連携は、コンテンツの地産地消のプラットホームとして成長

を続けていくものと期待されています。 

 



 〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  開発費は、約５０百万円（３，０００千円：兵庫県） 

  運用費（税込）は、初期費用１０３千円～、月額運用費３０．９千円～ 

 

  （openSNP 運用事例・兵庫県域地域ＳＮＳ「ひょこむ」のホームページより） 

(左・トップページ、右上・動画配信機能、右下・ＳＮＳサイネージ機能) 

http://hyocom.jp/ 

 

（問い合わせ先） 

  インフォミーム株式会社 

 TEL.079-295-2700 e-mail : info@memenet.or.jp 



 

（新規事業・新ビジネスの創出－４） 

 

村ぶろ 

（和歌山県北山村） 

 http://www.murablo.jp/ 

 

〔概要〕 

人口約 500 人の村が運営する全国初の自治体運営のブログポータルサイト。

全国からバーチャル（仮想）村民を募り、都市部との交流も行われている。無

料で会員登録をすれば、簡単にブログが作れる上、村の特産品じゃばらの優待

販売等の特典を受けられる。登録会員数は、現在約 17,000 人、一日のアクセス

数（PV）は 100,000 件程度と安定している。 

現在、運営管理は非営利活動法人に委託を行っており、また維持管理費用は

システムのレンタルによるライセンス収入等で賄っている。 

日経地域情報化大賞 2007「日経ＭＪ（流通新聞）賞」受賞 

平成２２年度情報通信月間総務大臣表彰 受賞 

平成２２年度地域づくり総務大臣表彰 受賞 

関西ウェブサイト大賞 2011「優秀賞」受賞 

 

〔コラム〕 

本ブログシステムは村の情報はもちろん、紀州、熊野の地域密着型ブログシ

ステムとして紀州熊野地域（和歌山県、三重県南部、奈良県南部）の市町村と

連携し、熊野古道（世界遺産）、歴史街道をはじめとする観光情報の全国への発

信、紀州熊野のファンを開拓し、じゃばらをはじめとする地域産品の販売促進

等、この地域の情報の総合サイトを目指しています。また、村ぶろシステムは

２自治体、１NPO のほか、複数の企業へシステムを提供しており、今後は提供先

地域のブログユーザーと交流が持てる地域間連携や交流のための横断サイトも

構築予定です。 

 

〔制作費（制作費の内、公的（国・県・市町村等）機関からの補助額）〕  

35 百万円（3330 千円：和歌山県）  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

（村ぶろホームページより） 

 
 

（問い合わせ先） 

和歌山県北山村役場 

 ℡：0735-49-2331 e-mail：murabito@murablo.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（新規事業・新ビジネスの創出－５） 

一般誌から専門誌までさまざまな雑誌を提供する雑誌専門サイト 

（株式会社富士山マガジンサービス）  

http://www.fujisan.co.jp/ 

 

〔概要〕 

 さまざまな雑誌をワンストップで申し込める「雑誌の専門サイト」。月刊誌・

週刊誌から年刊発行の雑誌や中国雑誌まで9,000誌以上を取り扱っているほか、

パソコンや iPad/iPhone、Android のスマートフォンやタブレット端末で読める

雑誌「デジタル雑誌」を国内最大級の 1800 誌以上を販売し、600 誌以上の無料

見本誌を展開している。「求められる雑誌を、求めている人に、求められるカタ

チと、求められるタイミングで」をスローガンに、一般誌から専門誌まで雑誌

なら何でも見つかるサービスを目指している。 

 

〔コラム〕 

優良でまとめられている情報が詰まった雑誌というコンテンツがあるにもか

かわらず、その手軽さから情報を求めるユーザはインターネットにシフトして

しまい、雑誌を見る機会が減ってきてしまっているのを感じ、雑誌とインター

ネットユーザを結びつける役割として、「デジタル雑誌」のサービスを開始しま

した。誌面は紙版と同様ですが、デジタル版ならではのリッチな機能が多数搭

載されています（動画、音声再生、雑誌内検索、付箋・メモ機能など）。ストリ

ーミング型のサービスをしていますので、インターネットの環境さえあれば、

いつでもどこでもデジタル雑誌を楽しむことができます。iPad/iPhone、Android

にも対応していますので、専用アプリ「FujisanReader」をインストールしてい

ただければ、移動中でもデジタル雑誌を見ることができます。バックナンバー

も１万冊以上販売しているので、もう手に入らない過去の号もいつでも購入可

能です。紙を使用しないのでエコに関心のあるお客様や、購入後即閲覧でき配

送を待たずに読めるお客様などから良い評価をいただいており、海外などの遠

隔地にいるお客様など、雑誌の入手が困難な方からも大変喜ばれてご利用いた

だいています。また、雑誌内検索を利用し、ダイレクトに目的のページへ移動

して読むなど、新しい雑誌を読むスタイルが生まれてきています。デジタル雑

誌を提供することで、雑誌自体のプロモーションにもつながり、紙版の売上に

も良い影響が出ています。また、今までの雑誌の読み方はパラパラめくって気

になった記事を読むか、目次を見て気になった記事を読む、というようなこと

が多かったかと思いますが、デジタル雑誌になることで、検索をしてダイレク

トに目的の記事を読む、という新しいスタイルが生まれたと思います。 

 

 



（株式会社富士山マガジンサービスホームページより） 

 

（問い合わせ先）株式会社富士山マガジンサービス 

 ℡：03-5459-7072 

e-mail：info@fujisan.co.jp 



 

（新規事業・新ビジネスの創出－６） 

引越れんらく帳 

（東京電力株式会社） 

http://www.hikkoshi-line.jp/ 

 

〔概要〕 

引越し手続きの連絡先を引越先住所から検索して、「マイ引越れんらく帳」（手

続き先チェックリスト）を作成、手続きに必要な事項を入力することで、電気、

水道、都市ガス、電話、ＮＨＫ、クレジットカード、新聞、などの提携事業者

への引越し連絡を一度で済ますことができ、引越時の負担軽減に役立ちます。 

 

〔コラム〕 

平成 14 年、引越し手続きに対するお客さまニーズにお応えする目的で、サー

ビスを開始。国内初のサービスのため、提携事業者に趣旨をご理解いただきな

がら、手続き可能な事業者を増やしてまいりました。引越し手続き情報を連係

方式は、事業者ニーズ（技術面、運用面）およびユーザビリティを考慮したも

のとなっております。なお、平成 23 年度は、約 11 万人のお客さまの引越れん

らく帳ご利用があり、順調に利用者数が伸びております。利用者アンケートで

も約 97％の方から「一括手続きが便利そう」「手続き忘れを防げそう」とのご感

想をいただいております。 

今後もお客さまの利用拡大に向けて、スマートフォン等のアクセスツール多

様化対応、全国大での引越し手続きネットワークの構築を推進中。 

（東京電力株式会社のホームページより） 

 

（問い合わせ先）東京電力株式会社 ℡：03-6373-5056 

e-mail：support@hikkoshi-line.jp 



（グリーンＩＣＴ－１） 

 

ICT（注 1）を活用した多摩川での植生調査 

（神奈川県川崎市、富士通株式会社） 

 

〔概 要〕 

  川崎市は、川崎市域を流れる多摩川において、NPO 法人と市内各「水辺の楽校（注 2）」

などと協働し、ICT を活用した植生調査を、2011 年より毎年、富士通グループが提供

する携帯フォトシステム（注 3）を活用し実施している。このシステムを用いることに

より、GPS 機能付き携帯電話のカメラで撮影した生物情報をデータベースに蓄積し、地

図情報とマッピングして閲覧、分析することができる。市民・企業・行政の協働によ

り多摩川の河川敷で見つけた植物を記録していき、情報共有を図ることで、河川環境

における植物特性を探っている。 

この調査は、「川崎市多摩川プラン」における施策目標である「企業と育む環境づく

り」の具体的な取組みであり、NPO 法人と市内各水辺の楽校、富士通、川崎市がそれぞ

れの特徴を活かし協働した新しいアプローチで環境学習を推進するものである。 

〔コラム〕 

川崎市域約 28kmを流れる多摩川は、流域ごとに異なった環境特性を見ることができる

ことから、楽しみながら体験学習を行う「水辺の楽校」などが活発に行われている。し

かしながら、学習の成果は紙ベースでの取りまとめが主となっていることから、限られ

た範囲でのみ情報提供が行われてきた。 

今回、携帯フォトシステムを活用することで、流域全体で季節ごとに行った植生分布

調査の結果をインターネットで公開することができるようになり、各「水辺の楽校」な

どに対し今後の環境学習に活かせるような共通の基礎となる資料を作ることができると

ともに、これまで容易にできなかった地域の特性把握や他地域との比較による環境評価

が期待されている。 

 

【多摩川の植生分布調査について】 

 [対象地域]多摩川右岸の川崎市域に属する河口原点から多摩川原橋手前までの約 28kmの範囲 

 [調査団体]川崎市内の市民団体（注 4） 

[実施時期及び調査対象生物] 

春：ﾋﾒｵﾄﾞﾘｺｿｳ、ｵｵｲﾇﾉﾌｸﾞﾘ、ﾊﾏﾀﾞｲｺﾝなど 

夏：ﾋｶﾞﾝﾊﾞﾅ、ｷｸｲﾓの仲間、ﾜﾙﾅｽﾋﾞなど 

秋：ｾｲﾀｶｱﾜﾀﾞﾁｿｳ、ﾉｷﾞｸ仲間、 

ｾﾝﾀﾞﾝｸﾞｻの仲間など 

 

 

 

 

 

 ﾋﾒｵﾄﾞﾘｺｿｳ ｵｵｲﾇﾉﾌｸﾞﾘ 携帯フォトシステム概要図ﾋｶﾞﾝﾊﾞﾅ



 

 

【調査結果例（春）】 

川崎市内の多摩川流域の植物を GPS 機能付携帯電話のカメラで撮影、その場で位置情

報を取得しメール送信。その後、集まったデータの分類作業を行うことで植生マップが

作成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注釈】 

(注 1)  ICT：情報 (Information)や通信(Communication)に関する技術(Technology)の総称。 

(注 2) 水辺の楽校：国土交通省河川局が、1999 年、地域の水辺を遊びの場、自然体験の場、自然学習の場

として整備し、維持管理することを目的に創設したプロジェクト。現在全国で２８０余りが活動

している。 

 (注 3)  携帯フォトシステム：GPS 機能付携帯電話を利用した生態系調査などに便利なソリューション。

（提供元：富士通エフ・アイ・ピー株式会社(所在地：東京都江東区、代表取締役社長：浜野一典）

富士通が提供する Fujitsu Global Cloud Platform (FGCP/S5)上で動作。 

  

(注 4) NPO 法人多摩川エコミュージアム、かわさき水辺の楽校、とどろき水辺の楽校、だいし水辺の楽校

の４団体。 

 

 

（問い合わせ先） 

川崎市 建設緑政局 緑政部 多摩川施策推進課 

電話：044-200-2268 (直通) 

 

富士通株式会社 

環境本部 環境企画統括部 

電話：044-754-3413（直通） 

問い合わせフォーム：http://jp.fujitsu.com/about/csr/eco/contact/ 

川崎市内多摩川流域 28km を４団体で一斉に実施

ヒメオドリコソ オオイヌノフグ ハマダイコ

写真撮影 

位置情報取得 

メール送信 

植生分布マップ完成 



（グリーンＩＣＴ－２） 

生物多様性保全型都市づくりを支える 

環境情報システムＧＡＩA 

（神奈川県逗子市） 

 

〔概 要〕 

 生物多様性保全を目指したまちづくり計画の策定を支援するため、地域環境の特性を

科学的に分析する環境情報システム（ＧＡＩＡ）を開発した。その結果を踏まえて「逗

子市の良好な都市環境をつくる条例」を制定し、その運用により、市内の良好な緑地

環境を維持している。 

 

〔コラム〕 

  逗子市は、神奈川県三浦半島の付け根に位置し、東京都心からＪＲ横須賀線で約 1

時間、周りを海と豊かな緑に囲まれた閑静な住宅都市として発展してきた。 

遡って、1960 年代後半、同市は首都圏区域として位置づけられ、住宅不足を補うよ

うに宅地開発の波が押し寄せ、同市の貴重な緑地を減少させるに至ってきていた。特

に、市を取り囲む斜面緑地は中高層マンション建設用地としてターゲットとなり、緑

地の減少と景観が破壊されてきた。 

このような状況下、1991 年に逗子市では、生物の多様性を維持し良好な自然環境を

保全するため、当該緑地が持つ環境保全の価値を自然環境に着目し、土砂崩壊防止や

土壌浸食防止を表す土地機能、植生自然度及び様々な生きものが棲息できる多様な環

境の状況を表す生態系維持機能、さらに既成市街地周辺の見え易さが景観上重要とす

る居住快適性維持機能の３つの階層的分類で構成されるものと規定し、それらの各機

能をそれぞれ計量化し、総合評価を行った。 

そして、その結果を踏まえ、1992 年に環境影響評価（アセスメント）の実施を開発

業者に対し義務づけた「逗子市の良好な都市環境をつくる条例」を制定し、その運用

により、現在に至るまで市内の良好な緑地環境を維持している。 

 

逗子海岸の景観 

 

逗子市では、機能論に基づいた生物多様性保全を目指したまちづくり計画の策定を支

援するため、1991 年に市独自に、地域環境の特性を科学的に分析するためエンジニアリ

ングワークステーション（EWS）による環境情報システム（GAIA）を開発した。 

当時は、現在のように PC が普及しておらず、独自の開発によらなければならず、しか



も、行政担当者が使用するには、独自の操作教育が必要であった。 

しかし、現在は windows マシン上で手軽に操作され、条例の運用に際して有効活用さ

れている。 

このシステム運用により、以下の成果を得ている。  

１）首都圏近郊の多くの都市では都市化とともに貴重な斜面緑地が失われている中、

市内の緑地環境が確実にかつ良好に維持・保全されてきている。 

２）条例制定時は、500 ㎡以上が対象事業となっていたが、現在は、300 ㎡ 以上に強

化されてきている。 

３）市の緑地環境の評価が高められ、その自然環境から、逗子市内に居住し続けたい

という希望が従来にも増して強くなってきている。 

 

【構築経費】 

○ システム構築費用 一式・・・・・・・・・６００万円～（データ作成費用含まず） 

○ ハード（ＰＣ）・・・・・・・・・・・・・  ４０万円程度 

○ アプリケーション（ＧＩＳソフト）・・・・  ４０万円程度 

   

【運用経費】 

○ 植生調査費 ・・・・・・・・・・・・・・ 実施時期・範囲等を踏まえ別途計上 

○ システム保守 ・・・・・・・・・・・・・  ８万円程度／年 

 

 

 

（問い合わせ先） 

神奈川県逗子市 環境都市部 まちづくり課 

TEL ：代表 048(873)1111 

E ﾒｰﾙ : machi@city.zushi.kanagawa.jp 

環境情報システムGAIAの概要



（グリーンＩＣＴ－３） 

 

市民提案による企業の環境活動の促進 

（ブログミーツカンパニー） 

http://www.blog-meets.com/ 

 

〔概要〕 

 企業の商品や行政サービスについて、市民の視点から思いつく環境提案を集

約し、賛同者を募るためのサイト。投票システムによって、提案に対する賛同

者数やそれに対するコメントが一覧でき、賛同する提案にコメントを記入した

り、新たな提案を投稿することができる。また、提案に対する企業等からのコ

メントも閲覧することができる。 

 

〔コラム〕 

 賛同者が 100 件以上集まった提案は企業へ送り、実現を目指します。これま

でに、実際に企業へ提案し、商品化されたものもあります。賛同者となった市

民は、その商品をブログなどで宣伝し、企業が継続的にエコな商品を提供し続

けられるよう応援します。もし、提案が実現されなかった場合でも、企業から

の回答を公開することで、市民が企業の考えや思いを理解する機会として活か

すことができます。 

 市民一人一人の声なき声を拾い上げ、集めて塊にすることで、大きな企業と

対話できる形にします。これまで、個人で考えているだけで実現できなかった

市民のアイデアでも、多くの賛同者が得られれば、企業を動かすことができる

可能性があることを伝えています。また、市民と企業が対話することによって、

お互いの理想を近づけ、立場を越えて一緒に社会を変えていく機会をつくるこ

ともできます。 

 このサイトは、環境に関する企業への提案に限定していますが、同じ仕組み

で、議員や政府への政策提案など、テーマを変えて運用することもできます。

また、ワークショップとの連動により、リアルとネットの融合の場としても活

用することができます。サイトで使用しているプログラムはフリーです。多く

の人にこの仕組みを使っていただき、市民の声を集める仕組みが様々な場にで

きることを願っています。 

 

 〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  ●0 円（オープン・ソースを使い、運営メンバーが開発しているため） 

 

 

 

 



（ブログミーツカンパニーのホームページより） 

 

 

（問い合わせ先） 

ブログミーツカンパニー e-mail：info@blog-meets.com 



（自治会活動等へのＩＣＴの利活用－１） 

 

松本シニアネットクラブ（愛称ほっとねっと松本） 

（長野県松本市） 

 

〔概 要〕 

松本シニアネットクラブは「助け合いながら学び、交流を楽しみながら実践する」の

趣旨のもと、２００３年、松本市が「松本市ＩＴ基本戦略」に基づき、高齢者 IT 支援の

一環としてコーディネートして誕生した。行政が調整して開設された日本初のシニアネ

ットである。平成２１年度より活動拠点（市情報創造館）が行政運営から民営委託化さ

れたことにより、クラブ運営は自主運営となった。 

パソコンやインターネット、携帯電話等の利活用講習会の開催や会員同士の親睦を深

める行事の企画や信州大学との交流、市民サポートセンターの IT 利用支援等を通じて地

域に貢献している。 

沖縄や東京など異なる地域のシニアネット団体との遠隔交流や『あがたの森』（旧制松

本高校）で市民団体の活動を発表する「ぼくらの学校」では、パソコンを活用した合成

写真やとびだす絵本など、多彩なデジタル作品を展示し、シニアの新しい・楽しいデジ

タル文化を発信している。 

会員は約１５０名で、松本市内を７つのブロックにわけ活動している。ブロックごと

に自由に運営されており、地域をこえて参加できるブログや写真の同好会もある。 

会費は入会金 1000 円。年会費３０００円。事務所は事務局長の自宅。幹部は無給のボ

ランティア団体である 

今年、10 周年を機に、クラブのウエブサイトを一新した。無料 HP 作成サービス『Jimdo』

を利用し、各ブロックのホームページとクラブのページとを相互にリンクして情報を共

有した。ICT を活用した新しい老人クラブ・自治会組織として活動している。 

〔コラム〕 

「ほっとねっと」とは、学習や社会参加への「熱い（Hot）」思いと、会員の心のより

どころとなる「ほっと」できる会であってほしいという思いのこもった愛称である。 

東京や仙台でも高齢者のパソコン講習会というと、『参加者が集まるだろうか？』と自

治体の担当者から心配されたが、各地で定員の１０倍以上の応募があった。松本市でも

200 名をこえる応募があり関係者を驚かせた。 

パソコンやインターネットなど最新の技術や知識を知りたいという高齢者は年々増え

ているが、高齢者がパソコンを学べる場所は少なく、指導者も不足している。高齢者に

信頼されている自治体の職員が最初の一歩を支援できれば、ICT は高齢者の学習意欲や潜

在的な能力を引き出し、拡張することができる。外出の機会も増え、健康になる。 

結果として会員の要介護期間は短く、健康寿命の長いことがわかった。 

現在の松本市の最重要政策は「健康寿命延伸都市・松本」の創造である。元気で長生

きしたい、介護とは無縁でいたいと誰よりも願っているのは高齢者自身だ。高齢者の社

会参加を支援し、健康寿命を伸ばす『シニアネット』は超高齢社会の最良の処方箋のひ

とつである。           文責  老テク研究会事務局長 近藤則子 

 



 

松本シニアネットクラブのウェブサイト  http://hotnet-m.jimdo.com/ 

 

表紙               写真同好会 http://syasinkurabu.jimdo.com/ 

   

 

第１ブロック           第３ブロック 

 

    

第７ブロック          親睦旅行 

     

 

（問い合わせ先）メールアドレス seniorhotnet＠gmail.com 

住所  長野県松本市和田 4010-27 

電話番号  0263-33-6621      (中野事務局長宅） 

 

 



（自治会活動等へのＩＣＴの利活用－２） 

 

市民情報化サイト 岡山市電子町内会 

（岡山県岡山市） 

 

〔概 要〕 

  インターネットを活用して町内会活動を行ったり、地域情報を発信したりして、地

域住民同士のコミュニケーションの促進を図るとともに、地域コミュニティの活性化

を図ることを目的として電子町内会のサイトを構築。 

（平成１４年度 ｅまちづくり交付金事業） 

 

〔コラム〕 

岡山市には現在１，７２３の単位町内会、小学校区単位で構成する９６の連合町内会

があり、加入率は世帯の約８３．５％（平成２４年１１月末現在）と、町内会は地域づ

くりの母体となっています。 

電子町内会とは、岡山市が提供する Web サーバーと電子町内会システムにより、町内

会が自主的にホームページを作成し、地域活動やエリア情報を発信、電子町内会システ

ムによる電子掲示板やアンケート機能を活用し会員相互の意見交換を行い、地域情報を

共有することにより地域コミュニティの活性化につなげようとするものです。 

平成１４年３月に７つの町内会２８７人で始まったこの試みも、現在では７２団体（単

位町内会ベースでは６８７町内会）、会員６，３０８人が参加する地域ネットワークを形

成しています。 

最初は手探りで始まった活動も、掲載情報が充実し、不審者情報や防災情報などタイ

ムリーな話題が掲載されています。 

また、電子町内会をきっかけに世代を越えた交流や、新たな活動グループができるな

ど、着実にリアルコミュニティの活性化につながっています。 

地域の情報発信を行うことにより、雑草倒木に埋もれていた滝を復元するボランティ

アができ滝をきっかけに交流が続いている例や、天然記念物の魚（アユモドキ）を町内

上げて保護している例。地域の特産物マスカットの成長過程をリアルタイムで紹介して

いる例など、地域を愛し育む活動につながっています。 

各町内ホームページから発信される情報は市民のみならず遠く岡山を離れた方にも届

き、いつまでも郷土岡山を身近に感じさせてくれます。 

ＩＣＴの普及とともに電子町内会は全市域に広がりつつあります。事例にもあるとお

り最初はご近所同士の何気ない会話から始まりやがて、市民が安心して暮らせるまちづ

くりの形成に向けた議論も展開しつつあります。 

 

〔制作費（内公的な補助額）〕 

【現システム構築】 19,199,250 円 

【維持経費】 システム保守 4,620,000 円 

       システム機器等賃貸借 195,300 円 



 

 

（問い合わせ先） 

岡山市 安全・安心ネットワーク推進室 

TEL ０８６（８０３）１０６３ 

E メール anzenanshin@city.okayama.jp 



（人材育成の取組み－１） 

 

四国コンテンツ映像フェスタ 

（総務省四国総合通信局） 

 

〔概 要〕 

総務省四国総合通信局は、産学官による四国コンテンツ連携推進会議を設置し、地域

コンテンツによる地域づくり、人づくりに資する活動として、四国コンテンツ映像フェ

スタ、映像制作研修会、セミナー等を開催。 

特に、「四国コンテンツ映像フェスタ」は、人材育成と地域コンテンツ流通の促進を図

ることを目的に、地域のデジタル動画コンテンツ制作者に発表の場を提供するコンテス

トとして２００７年から毎年継続して開催されており、これまでに３００以上の作品の

応募がある。 

（四国総合通信局独自施策） 

 

〔コラム〕 

四国総合通信局は、地域コンテンツで地域づくり、人づくりを目指す産学官による異

業種連携組織として四国コンテンツ連携推進会議を２００７年３月に発足させ、様々な

コンテンツの利活用や流通促進に関する活動を行っている。 

四国総合通信局及び四国コンテンツ連携推進会議は、地域の動画コンテンツ制作者に

発表の場を提供する「四国コンテンツ映像フェスタ」を２００７年から開催しており、

地域におけるコンテンツ制作の活発化や地域からの情報発信の強化、そして、人材育成

と地域コンテンツ流通の促進を図る取組として評価されている。 

このフェスタでは動画コンテンツの募集が毎年６月から１１月まで行われており、毎

年たくさんの応募作品が届いているが、外部の有識者による審査を経て優秀作品を選考

し、毎年２月頃にそれら優秀作品のコンテンツ制作者を表彰している。 

２０１１年度からは、外部の有識者による審査に加え、一般の方々が応募作品をネッ

ト上で自由に視聴できる期間を１か月程度設け、視聴した作品に点数をつけて評価を行

うＷｅｂ投票も審査方法に導入している。このＷｅｂ投票の実施により、四国コンテン

ツ映像フェスタへの認知度を高めるとともに、様々な動画コンテンツの応募作品を視聴

して楽しむことを可能にした。 

この結果、コンテンツ制作者は自身の応募作品に対する一般の視聴者からの評価を点

数で知ることで更なる創作活動への意欲が喚起され、視聴者は創造力溢れる作品に刺激

され新たにコンテンツ制作者となって応募することが期待され、コンテンツ制作者と視

聴者の双方にプラスの相乗効果をもたらし、人材育成と地域コンテンツ流通の促進を図

るという目的の実現に向けた発展性あるサイクルの構築に成功している。 

ネット上には動画コンテンツを提供する様々なサイトが溢れ、視聴者がそれに対して

評価やコメントを行うことが可能なサイトも多く存在するが、四国コンテンツ映像フェ

スタのように、地域の動画コンテンツの作品を募集し、その応募作品を公開、視聴及び

評価を行うことで地域からの情報発信の強化に取り組んでいる事例は少なく、コンテン

ツ関連の人材育成の先進的な事例として注目されている。 



〔制作費等〕 

四国総合通信局及び関係機関が動画公開用のＨＰ構築やサーバーに要する費用や表彰式

開催に係る費用等を負担している。 

 

過去の四国コンテンツ映像フェスタの優秀作品を紹介する 

コンテンツ連携推進会議のホームページ 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/shikoku/con-shikoku/movie/index.html 

（問い合わせ先） 

四国総合通信局情報通信部情報通信振興課 

電 話：０８９－９３６－５０６１ 

ＦＡＸ：０８９－９３６－５０１４ 

メール：shikoku-contents@soumu.go.jp 



（人材育成の取り組み－２） 

 

市民力を育てる学習プラットフォーム 

「インターネット市民塾」（富山県） 

〔概要〕 

  市民が教え合い、考え、共鳴し、地域の内側から元気にする学習コミュニティ・プ

ラットフォームです。ＩＣＴを活用した市民の知識交流と社会参加を育て、一人ひと

りが地域人材として活動することを支援しています。平成 10 年に富山で産学官の共同

研究に取り組み、推進協議会を設置し運営を支えています。 

 

〔コラム〕 

  市民が講師となってネット上に講座を開く「現代版寺子屋」が多く生れています。

教えることが最高の学びとなり、受講者からも新たな市民講師や学習サークルが誕生

し、世代を超えた「知の還流」が生れています。 

  ３０代から５０代の働き盛りの参加が多く、地域に目を向ける契機となって、まち

づくりや防災市民塾などに市民の集合知を形成する例もみられます。また、６０代か

ら７０代のシニアも急増しており、学ぶことが健康と意欲を高め、７０歳を過ぎて起

業する例も出ています。 

ｅメンター、ふるさと学習推進員、シルバー情報サポータなど、ICT を活用して活動

する地域人材の養成に力を入れ、産学官と協働して若者の自立支援、中小企業の人材

育成、就業への再チャレンジ支援、ふるさと教育などの地域課題に取り組んでいます。 

富山での取り組みが各地に波及し地域毎に運営する市民塾が生まれ、これらのネッ

トワークを通じて、地域を越えた交流や事業連携、協働も行われています。 

（問い合わせ先） 

富山インターネット市民塾 ℡：076－439-8666 e-mail：info@shiminjuku.com 

幅広い世代の
ICT人材が集まり、
地域に目を向け、学び
考え、社会参加

若者自立支援

青少年育成

若者自立支援

青少年育成

防災市民塾

まちづくり市民塾

防災市民塾

まちづくり市民塾

起業人材育成

再チャレンジ支援

起業人材育成

再チャレンジ支援

ＩＣＴを活用した
高齢者の自立と
社会参加支援

ＩＣＴを活用した
高齢者の自立と
社会参加支援

ＩＣＴを活用した
ふるさと教育と

交流推進

ＩＣＴを活用した
ふるさと教育と

交流推進
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